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序章 

 

愛知大学短期大学部（以下、本学）は、2017 年度に一般財団法人短期大学基準協会（現

在の一般財団法人大学・短期大学基準協会）による認証評価を受審し、「適格」と認定され

た。この認証評価では、「特に優れた試みや特長的な試み」として 3 つの事項が示された一

方で、「向上・充実のための課題」として以下の 2 つの事項が指摘された。すなわち、①シ

ラバスに、授業評価に規定外の出席点を含んでいる、15回目の授業でテストを実施するな

どの不備がみられることから、組織的なチェック体制が望まれる。また授業の到達目標な

どに教員の視点での記述が多々あるが、学生の視点での記述が望まれる。②授業評価アン

ケートが各教員 1科目のみで実施されている。授業内容及び実施方法の充実向上を図るた

めに、より多くの科目での実施が望まれる。他方で、「早急に改善を要すると判断される事

項」はなしとされた。以上の評価結果は、本学を含む愛知大学の自己点検・内部質保証委

員会、学内理事会、大学評議会、法人理事会に報告され、全学的に共有された上で、①②

の速やかな解決を図り、第 2 章「内部質保証」「点検・評価項目③」「3．行政機関、認証評

価機関等からの指摘事項」で記載した通り、対応を行った。 

本学を含む愛知大学は、2017 年度に自己点検・評価活動のあり方の見直し作業を行い、

2018 年度から「事業計画・事業報告」、「学部・研究科の自己点検・評価」、「課室別目標管

理」の 3 つの取組に整理し、全学の自己点検・内部保証委員会が中心となって関係組織と

連携して効率的に点検・評価する体制に転換した。自己点検・内部質保証委員会は内部質

保証のための全学的な方針・手続きを制定することを踏まえて、2018 年度に、学位授与、

教育課程の編成・実施、学生の受け入れの 3 つの方針を策定するための全学的な基本方針

（「愛知大学 3つのポリシーを策定するための基本方針」）を策定した。このもとで、本学

を含めて各学部・研究科は 3 つの方針の見直しを行った。あわせて同委員会は点検・評価

のための評価方法に関する基本方針(「愛知大学 学修成果の評価方針（アセスメント・ポ

リシー）」も制定するなど、評価制度の整備を進めた。 

本学は 2021 年度に、点検評価活動の統一・効率化を図る観点から、次回認証評価の受審

に際して、愛知大学が受審している公益財団法人大学基準協会に、認証評価機関を変更す

ることとした。愛知大学は 2021 年度に大学基準協会の第 3 期認証評価を受審したが、そ

こで指摘された課題の改善に取り組み、また本学の 2023 年度活動を同協会の認証評価基

準にしたがって全学的観点から点検・評価し、取りまとめたのが本報告書である。 

 

以 上 

 

 

［注］ 

□ 本報告書では、愛知大学短期大学部を「本学」と記載し、併設の愛知大学は「愛知大

学」と記載する。 

□ 愛知大学短期大学部と愛知大学の全体を表現する場合には、「本学を含む愛知大学で

は、…」、「本学を含む愛知大学全体としては、…」などの表現を使用する。 
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第１章 理念・目的 

 

（１）現状説明 
点検評価項目①：短期大学の理念・目的を適切に設定しているか。また、それを踏まえ、

学科・専攻科の目的を適切に設定しているか。 
 
評価の視点１：学科（又は専攻課程）・専攻科の人材育成その他の教育研究上の目的の設

定とその内容 

評価の視点２：短期大学の理念・目的と学科・専攻科の目的の連関性 

 

愛知大学短期大学部（以下、「本学」）は、1950 年 4月「法経科」第 2部、「文科」第 2部

の設置を創設とするが、今日の短期大学部（昼間部 女子）のスタートは、愛知県豊橋市に

ある豊橋校舎への「文科」の設置（1959 年 4月）、「生活科」の設置（1961 年 4 月）から始

まる。「（愛知県）東三河地方に女子短大を」の開設の声は大きく、女子の高等教育機関と

して地域の期待を一身に集めたものであった。その後、時代の変遷や教育ニーズの変化に

合わせ、2000 年 4 月から「文科」を「言語文化学科」に、「生活科」を「現代生活学科」に

それぞれ名称変更をした。さらに、2005 年 4 月には、「言語文化学科」、「現代生活学科」

を改組して、新たに「ライフデザイン総合学科」を設置し、現在に至っている。 

本学が所属する愛知大学は、1946 年 11 月 15 日、中部地区唯一の旧制の法文系大学とし

て愛知県豊橋市に創立された（財団法人愛知大学として創立、1951年に学校法人へ組織変

更）。その前身とも言える東亜同文書院（後に東亜同文書院大学）は、1901 年中国上海に

設置され、日本の海外高等教育機関として最も古い歴史を有し、学問の自由を尊ぶ校風の

もと、中国・アジア重視の国際人を養成してきた。やがて終戦を迎え、東亜同文書院大学

は中国に接収、廃校となったが、当時の教員たちは同大学の再建を決意し、元東亜同文書

院大学、元京城帝国大学、元台北帝国大学等の教授を中心として愛知大学を設立した。こ

のとき文部省に提出された「愛知大学設立趣意書」（資料 1-1）には、愛知大学設立の「特

殊の意義と使命」として、①学問、文化の「大都市への偏重集積」を排し、「地方分散」を

図る、②「世界文化と平和に寄与すべき新日本」のために、「国際的教養と視野をもった人

材」を育成する、③「外地の大学専門学校に在籍する学徒等」を受け入れる、の 3 点が挙

げられており、「国際文化大学の如き性格」をもつ大学として発展する展望が示されていた。

このうち③はやがて歴史的使命を終えたが、①と②についてはその後、創立 75 周年を超え

る歴史の中で、その意志は表現を変えつつも教育研究をはじめとする諸活動に受け継がれ

てきた。現在、「世界文化と平和への貢献」「国際的教養と視野をもった人材の育成」「地域

社会への貢献」に整理されて、本学を含む愛知大学全体の「建学の精神」として定着して

いる。 

本学の教育理念は、これら建学の精神の中でも「地域社会への貢献」を特に反映させた、

「女子短大として自立した社会人・職業人としての素養を備えた女性を育成すること」が

核である。これは、設立当時から現在に至るまで本学が一貫して考える「女子短大の使命」

である。 

これらの背景・理念に基づき、「学校法人愛知大学寄附行為」（資料 1-2）第 3 条におい
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て、法人全体の目的を定めており、「教育基本法、学校教育法及び私立学校法に従い、学校

を設置して、教育研究を行うことを目的とする。」としている。また、「愛知大学短期大学

部学則（以下、「学則」）」（資料 1-3）第 1 条には、本学としての「目的」を定めている。

「教育基本法及び学校教育法並びに設立趣意書に基づき、専門の学芸を教授研究し、教養

を培い、豊かな人間性を涵養することを目的とする」としている。 

さらに、学則第 2条の 2 においては、「ライフデザイン総合学科」の教育研究上の目的を

定めている。「教員個々が自発的にその専門とする分野の学識、能力を高め、それらを次の

各号に掲げるとおり、教育及び社会に還元する」としている。 

1) 自分らしい生き方や職業について主体的に考え、自分らしさを表現し、自分の考える

自らの将来像の具現化を図ることのできる能力や教養を養成する。 

2) 日本と国際社会を基盤に自らの文化や生活を見つめ、人とコミュニケーションので

きる個性や能力を養成する。 

3) 健康で自立的な社会人・職業人やライフデザインについて理解を深め、受動的な消費

生活からの脱却をめざす意識や実行力を養成する。 

4) 生涯にわたって学ぶことの意義や豊かさを自覚しつづけられる意識を養成する。こ

れを通じて、地域文化やコミュニティ向上発展をめざした生涯学習社会の実現に貢献

する。 

 

点検評価項目②：短期大学の理念・目的及び学科・専攻科の目的を学則又はこれに準ずる

規則等に適切に明示し、教職員及び学生に周知し、社会に対して公表し

ているか。 
 
評価の視点１：学科（又は専攻課程）・専攻科に設定する人材育成その他の教育研究上の

目的の適切な明示 

評価の視点２：教職員、学生、社会に対する刊行物、ウェブサイト等による短期大学の

理念・目的、学科・専攻科の目的等の周知及び公表 

 

本学を含む愛知大学全体の「建学の精神」は、入学式、学位記授与式等の学内の諸行事

における学長の講話において繰り返し語られており、また、本学を含む愛知大学全体の公

式ホームページ（以下、「公式ホームページ」）への掲載（資料 1-4【ウェブ】）、高校関係

者・受験生向けに毎年度配布する「愛知大学大学案内」（資料 1-5【ウェブ】）や、入学生に

配布する「学生便覧」（資料 1-6）に掲載されているほか、「大学要覧」などの各種印刷物を

通して、社会に対し広く公表されている。 

また、豊橋校舎には国の登録有形文化財「大学記念館」（登録番号：第 23－0009 号）が

あり、大学記念館内の展示室には東亜同文書院大学から愛知大学への変遷を紹介するコー

ナーが設置され、一般に公開されている。この大学記念館の管理運営を統括する愛知大学

東亜同文書院大学記念センターでは、愛知大学や東亜同文書院（大学）をテーマとした各

種講演会等を開催し、社会に対して、本学の歴史やルーツ等について、紹介する機会を設

けている（資料 1-7）。学生に対しては、初年次配当科目（基礎演習）において前述の大学

記念館の見学を授業スケジュールに組み込み、実際に愛知大学の歴史や成り立ちに触れる
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機会を設けている。単に見学だけではなく、レポート作成演習の題材として、大学記念館

の見学レポートを課し、学生同士で共有するクラスもある。これらの取組みを通じて、学

生はもちろん、広く一般向けに、本学を含む愛知大学の歴史や由来、「建学の精神」等を広

く認識していただくように努めている。 

ライフデザイン総合学科の「教育研究上の目的」については、前述のように学則（資料

1-3）第 2 条の 2 に定められている。学生には「学生便覧」（資料 1-6 P.59）に掲載する

ことで周知を図り、一般向けには学則を公式ホームページ（資料 1-8【ウェブ】）に掲載し

ている。また、「愛知大学大学案内」（資料 1-5【ウェブ】）では、図や写真をふんだんに用

い、教員、学生、卒業生の生の声を盛り込むなど、ライフデザイン総合学科の特色を分か

りやすく伝える工夫が施されている。これらを通じて、「建学の精神」と同様にライフデザ

イン総合学科の「教育研究上の目的」は大学構成員間で共有され、受験生をはじめ広く社

会にも公表されている。 

刊行物及び公式ホームページへの掲載という形態にとどまらず、受験生、学生へ直接語

りかけることで、「理念・目的」を発信する機会を設けている。受験生及びその保証人（保

護者）に対しては、オープンキャンパス時に実施される短期大学部説明会等を通じて「理

念・目的」への理解を得られるよう努めている。新入生に対しては、新入生オリエンテー

ションの際、教職員から説明することで周知を図っている。 

公式ホームページ以外に、短期大学部独自のホームページを設け（資料 1-9【ウェブ】）、

ライフデザイン総合学科の「理念・目的」や特色について説明するなどの取組みも行って

いる。短期大学部独自のホームページは、2023 年 4 月に大幅なリニューアルを行い、

Instagram などとも連携させ、より分かりやすく親しみやすい情報発信に努めている。 

 

点検評価項目③：短期大学の理念・目的、各学科・専攻科における目的等を実現していく

ため、短期大学として将来を見据えた中・長期の計画その他の諸施策を

設定しているか。 
 
評価の視点 ：将来を見据えた中・長期の計画その他の諸施策の設定 

・認証評価の結果等を踏まえた中・長期の計画等の策定 

 

本学を含む愛知大学では、1990 年代より、5～8 年ごとに期間を定め、将来を見据えた

中・長期計画を策定している。直近では、2021 年度を始期として、10 年後（2031 年）の

大学将来像（ビジョン）を以下の通り示し、その達成に向けての戦略構想として、5 年間

(2021～2025 年度）の中期的な基本計画となる「第 5 次基本構想」（資料 1-10【ウェブ】）

を策定した。 

 

Ⅰ 10 年後（2031 年）の大学将来像（ビジョン） 

1 高い志を持ち、自ら柔軟に考え判断でき、変化に対応できる自律的な人材を育成す

る大学 

2 世界と地域社会の諸課題に関心をもち、その解決に協働して取り組む大学 
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3 社会から高く評価され、持続的に発展し続ける大学 

 

「第 5次基本構想」は、2020 年度をもって終了した「第 4 次基本構想」（2016～2020 年

度）で掲げた取組みを総括した上で、継続して取り組むべき課題、大学を取り巻く環境の

変化や社会からの要請に応じた新たな課題等について、2021 年度からの新たな中期計画と

して取りまとめ、2021 年 3月 20 日の理事会で決定した。「第 5次基本構想」では、ビジョ

ンを実現するための中期計画の目標として、以下の 4 つの基本目標を設定している。 

基本目標 1 時代の変化に即応した質の高い教学プログラムの整備強化 

基本目標 2 愛大の特色を活かした教育・研究活動の推進 

基本目標 3 多様性を受け入れる活力ある大学コミュニティの推進 

基本目標 4 持続的発展に向けた経営の強化 

基本目標 1は、社会の変化やニーズに対応した質の高い多様な教育プログラムを整備し、

本学を含む愛知大学の教育の質を向上させることである。教育の質の高さを担保するため

に教学マネジメントの整備、教学システムの改革等を追求する。社会の変化に対応した教

育プログラムの整備強化については、新たな学位プログラムの開発、学部・学科内または

その枠を越えた教育プログラム等の開発を目指している。 

基本目標 2 は、本学を含む愛知大学の特色を活かした教育・研究活動の一層の推進を図

ることである。その特色については、これまでの実績のある海外現地体験型教育、地域連

携型教育、外国地域や地域マネジメント等の研究、公務員教育、法曹教育等を一層充実さ

せるとともに、新たな特色、強みを開発、育成することを目指す。 

基本目標 3 は、大学社会の多様性、活発な活動を推進するもので、世代、性別、国籍の

違い、障がいの有無を超えて多様な学生・教職員が、自分の主体性を発揮しつつ、様々な

教育・研究活動、課外活動、社会連携活動等を展開し、一層の成果をあげることを目指す。 

基本目標 4 は、本学を含む愛知大学の経営力の強化、すなわち、本学を含む愛知大学の

もつ様々な経営資源を充実させるとともに、それを効果的に組合せ構成員全員の意識の共

有と協働を図ること、それにより教育・研究の発展、そのブランドの強化を図ることであ

る。 

 

この基本目標を達成するため、7分野（「1．教学」「2．研究」「3．国際交流」「4．地域連

携・貢献、校友」「5．学生受入」「6．学生支援」「7．持続的発展への経営」）に「事業項目」

を設定し、「事業項目」それぞれに示す「取組内容」に基づき、5 か年（2021～2025 年度）

の事業計画を策定し、実行している。 

 

個々の施策については、多くのものが本学と併設する愛知大学とが一体となって取り組

むものとなっている。その中でも、特に本学に焦点があてられたものとして、「5.学生受入」

の中の「(1)③短期大学部の入学定員規模は維持し、4 年制大学併設等の環境を活かした教

育を展開する。」とした施策がある。この施策については、既に検討が進められており、2022

年 6 月 2 日の大学評議会で「短大将来計画とりまとめ案」が示され、その方向性が承認さ

れた（資料 1-11）。2023 年度においては、「質の高い教学プログラムを発信・展開するため

に、各学部の特別聴講科目の拡充や少人数教育により、編入学への取組みを強化する。ま
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た、学部新カリキュラムとも情報を共有しつつ、併設環境を活かしたカリキュラム改革の

検討を進める。」ことを事業計画に掲げ、検討を進めている。 

 

「第 5次基本構想」では、本構想に掲げる目標を効果的に達成するため、取組内容に基

づき 5 か年の実行計画（アクション・プラン）（資料 1-12）を策定した。あわせて、さら

に確実な目標達成を目指すべく、2022 年度より重要業績評価指標（以下、「KPI」）及び重

要目標達成指標（以下、「KGI」）を設定した（資料 1-13）。本構想の各取組内容に対し、対

象期間である 5 か年分のアクション・プランに加え、KPI 及び KGI を設定することで、毎

年度取組みの推進におけるプロセスが順調に進められているかどうかを測定し、更なる事

業推進や改善に取り組んでいくことを目指している。 

「第 5次基本構想」にあるそれぞれの施策は、毎年度アクション・プランを踏まえて策

定される事業計画書（資料 1-14【ウェブ】）に反映させている。事業計画書は、「第 5次基

本構想」の施策について、当該年度の取組計画を具体的に示し、その達成状況等を事業報

告書（資料 1-15【ウェブ】）として総括している。 

「第 5次基本構想」の進捗は、事業計画書の進捗・達成状況を毎年度の中間期（9月末）

及び年度末（3 月末）に点検・評価することにより管理している。 

さらに、「第 5次基本構想」は、毎年度の予算編成とも連動したものになっている。年度

ごとに策定される「予算編成方針」（資料 1-16）の中では、「第 5 次基本構想」の実現に向

けた事業に対する財政的な措置を積極的に行うことが謳われ、実際の「予算申請書」（資料

1-17）の中にも、「第 5 次基本構想」との関連を記す項目が設けられている。 

 

（２）長所・特色 
本学は 2023 年に創立 64 年目を迎え、これまで 2 万人を超える卒業生を輩出している。

就職希望者に対する就職決定者数は、毎年 90％を超え、製造業、小売業、金融・保険業、

医療・福祉関係など、様々な業界に有為な人材を送り出している。地域別にみれば、多く

の卒業生が愛知県、静岡県を中心とした地元企業へ就職しており、「建学の精神」に掲げる

「地域社会への貢献」を実践することができている（資料 1-18）。 

また、本学を含む愛知大学では、大学等の目的を実現するために、5 年間の中期計画と

して「第 5 次基本構想」、さらに 10年間の長期ビジョンとして「大学将来像」を策定して

いる。「第 5 次基本構想」は、毎年度の事業計画に反映させており、事業計画についてはそ

の都度見直しを図っているほか、毎年度の予算編成の際にも、財政的な措置を積極的に行

うこととしている。このように、「大学将来像」を達成するための具体的な仕組みが作られ

ている。 

 

（３）問題点 
「建学の精神」について、公式ホームページや短期大学部の取組み等により積極的に周

知を図ってきている。学生の理解度を計るべく、例年、本学卒業年次生に対して学修成果

アンケートを実施し、「建学の精神」への理解を深めることができたかを問う設問を設けて

いる。過去数年においては、その設問に対する肯定的回答は、回答者の 45～60%程度にと

どまり、課題として認識してきたが、2022 年度の同アンケートでは、肯定的回答が回答者
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の 70%近くまで上昇し、改善の様子が見られている（資料 1-19 P.40）。引き続き、「建学

の精神」への理解がさらに深まるよう、その機会を創出していきたい。 

 

（４）全体のまとめ 
本学では「建学の精神」に基づき「教育研究上の目的」を明確に定めており、「理念・目

的」は適切に設定されていると言える。また、「理念・目的」は教職員の間で共有され、様々

な手段で広く社会に公表し、積極的に周知及び公表に努めてきた。さらに、本学を含む愛

知大学全体の目的を実現するために、「大学将来像」として 10 年間の長期ビジョンを策定

し、その実現に向けての戦略構想となる「第 5 次基本構想（中期計画）」を策定・公表し、

全学を挙げて実行に努めている。2021 年度からは、「第 5 次基本構想」として、新たな中

期計画を進めている。「第 2 期認証評価」や「第 4次基本構想」において残された課題につ

いては、精査・検討のうえ、「第 5次基本構想」の中で実現に向けて努力を重ねるとともに、

「建学の精神」が在学生の後の人生の中で生かされるよう、今後においても「教育研究上

の目的」を適切に設定し、教育研究活動の改善を推進していくこととしている 
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第２章 内部質保証 

 

（１）現状説明 
点検評価項目①：内部質保証のための全学的な方針及び手続を明示しているか。 
 
評価の視点 ：下記の要件を備えた内部質保証のための全学的な方針及び手続の設定と

その明示 

・内部質保証に関する短期大学の基本的な考え方 

・内部質保証の推進に責任を負う全学的な組織（全学内部質保証推進組

織）の権限と役割、当該組織と内部質保証に関わる学科・専攻科その

他の組織との関係 

・教育の企画・設計、運用、検証及び改善・向上の指針（PDCA サイクル

の運用プロセスなど） 

 

本学は、併設する愛知大学と一体となって内部質保証に取り組んでおり、その方針とし

て「内部質保証のための全学的な方針及び手続（以下、「内部質保証方針」）」（資料 2-1【ウ

ェブ】）を定め、公表している。具体的には、「本学の建学の精神、教育研究の目標及び各

種方針の実現に向けて、自らの責任において、内部質保証システムを継続的・恒常的に機

能させ、教育研究等の質の向上を図る。」という方針を掲げている。この「内部質保証方針」

は、後述する自己点検・内部質保証委員会が、短期大学部教授会、併設する愛知大学の各

学部の教授会等の意見を踏まえて作成し、公式ホームページを用いて全教職員に共有して

いる。 

上記「内部質保証方針」を踏まえ、本学を含む愛知大学全体としての内部質保証の推進

に責任を負う組織として、「愛知大学自己点検・内部質保証委員会規程」（資料 2-2）に基

づき、自己点検・内部質保証委員会を設置している。同規程第 1 条においてその目的を「本

学は、教育研究水準の向上を図り、本学の目的及び社会的使命を達成するため、本学にお

ける教育研究活動等及び管理運営等の状況について自ら点検・評価を行い、内部質保証の

全学的取り組みを行う。」と定め、以下の事項を所管することとし、その役割を担っている。 

1） 自己点検・評価の基本方針及び自己点検・評価項目の策定に係る事項 

2） 自己点検・評価の実施、組織及び内部質保証の体制に係る事項 

3） 各組織の自己点検・評価の統括に係る事項 

4） 自己点検・評価報告書の作成及び改善方策の策定に係る事項 

5） 自己点検・評価結果の公表に係る事項 

6） 外部評価に係る事項 

7） 学校教育法に定める認証評価に係る事項 

8） 自己点検・評価及び内部質保証に必要な事項に関する資料収集、調査研究及び啓発

活動に係る事項 

9） その他自己点検・評価及び内部質保証に必要な事項 
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その下で、所管する諸活動の運営について責任を負う関係組織が、分野ごとに全学的な

観点から自己点検・評価を行い、自己点検・内部質保証委員会に報告することとしている。 

また、自己点検・内部質保証委員会の所管事項のうち、「8）自己点検・評価及び内部質

保証に必要な事項に関する資料収集、調査研究及び啓発活動に係る事項」の企画・立案及

び各組織委員会との協議・調整を行うための小委員会として、「愛知大学自己点検・内部質

保証委員会規程」に基づき、「自己点検・内部質保証委員会インスティテューショナル・リ

サーチ(IR)小委員会」を設置している。 

このほか、本学における事業全体の取組みを客観的に検証及び評価し、事業の改善に資

するために、2023 年 4月に、外部評価委員会規程を制定し、自己点検・内部質保証委員会

の下に外部評価委員会（資料 2-3）を置くことになった。外部評価委員会は、自己点検・内

部質保証委員会から提示された事項に対して審議及び評価を行い、自己点検・内部質保証

委員会は、外部評価委員会からの評価結果を踏まえ、本学の事業の改善に努めることとし

ている。 

「内部質保証方針」に掲げた自己点検・評価活動として、本学は併設する愛知大学と一

体となって、以下の 3つの取組みを行うこととしている。 

 

 点検内容 PDCA サイクル 

1 「委員会」に関すること 「事業計画・事業報告」 

2 「学部・研究科」に関すること 「学部・研究科の自己点検・評価」 

3 「事務組織」に関すること 「課室別目標管理」 

 

「事業計画・事業報告」及び「課室別目標管理」は、「第 5 次基本構想」で掲げた項目を

実現すべく、その項目の分野や内容に応じて担当組織（委員会や事務局）を設定し、毎年

度の取組計画の策定や達成状況の点検・評価を行い、次年度に向けて改善を行う仕組みと

なっている。また「学部・研究科の自己点検・評価」は、大学評価（第 3 期）（以下、「第

3期認証評価」）の評価項目のうち、短期大学部や愛知大学の各学部・研究科のそれぞれが

担当するべき項目について、その取組みの達成状況の点検・評価を行い、改善していく仕

組みとなっている。 

これらの取組みを進めるべく、短期大学部や各学部・研究科では、それぞれ自己点検・

評価委員会を設け、自己点検の実施及びその評価結果を踏まえて、自己点検・内部質保証

委員会及び関係組織と密接に連携し、教育研究活動等の改善を行っている。 

例えば教育の企画・設計、運用、検証及び改善・向上については、「事業計画・事業報告」

は学務委員会や教学委員会が、「学部・研究科の自己点検・評価」は各教授会等が担い、内

容によっては適宜連携しながら事業を行っている。単年度においては、運用上の個別の課

題について改善に努め、次年度の開講計画の策定を行う。また、おおむね 4年ごとに行わ

れるカリキュラム改革においては、従前のカリキュラムを総括した上で、より良いカリキ

ュラムを策定すべく企画・設計を行っている。PDCA サイクルを実行しながら自己点検・評

価を行い、定期的に教育目標、育成する人材像の実現に向けて、継続的に検証し、適宜自

己点検・内部質保証委員会と連携して改善を図り、質の向上に取り組んでいる。 
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点検評価項目②：内部質保証の推進に責任を負う全学的な体制を整備しているか。 
 
評価の視点１：全学内部質保証推進組織・学内体制の整備 

評価の視点２：全学内部質保証推進組織のメンバー構成 

 

自己点検・内部質保証委員会は、学長を委員長とし、内部質保証の推進に責任を負う全

学的な組織とされており、その下で、基準ごとに、関係組織（所管する諸活動の運営につ

いて責任を負う組織）が、所管する事項について、全学的な観点で自己点検・評価を行う

こととしている。また、短期大学部や各学部においても、独自の自己点検・評価委員会が

組織され、それぞれの自己点検・評価の実施、評価結果を踏まえて、自己点検・内部質保

証委員会からの改善方策助言を受けながら教育研究活動等の改善等を行っている。 

自己点検・内部質保証委員会の委員には、「愛知大学自己点検・内部質保証委員会規程」

第 4 条第 1 項に基づき、学長（委員長）1 名、副学長 2 名、事務局長 1 名、学部長 7 名、

短期大学部長 1 名、大学院長 1 名、法務研究科長 1 名、教学部長（豊橋、名古屋）2 名、

事務部長 5 名が委嘱され、計 21 名の委員で構成されている（資料 2-4）。関係組織等が分

野ごとに全学的観点で自己点検・評価を行い、それを自己点検・内部質保証委員会へ報告

する。短期大学部や各学部等も、それぞれの自己点検・評価を行い、それを自己点検・内

部質保証委員会へ報告する。自己点検・内部質保証委員会は、それらを受けて、関係組織、

短期大学部や各学部等に対して、改善方策の助言等を行うことで、有機的連携を図り、実

効性のある全学的な内部質保証システム（「愛知大学版内部質保証システム」）を作り出す

よう努めている。これら「愛知大学版内部質保証システム」を図示すると次のようになる。 
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点検評価項目③：方針及び手続に基づき、内部質保証システムは有効に機能しているか。 
評価の視点１：学位授与方針、教育課程の編成・実施方針及び学生の受け入れ方針の策

定のための全学としての基本的な考え方の設定 

評価の視点２：全学内部質保証推進組織による学科・専攻科その他の組織における教育

の PDCA サイクルを機能させる取り組み 

評価の視点３：学科・専攻科その他の組織における点検・評価の定期的な実施 

評価の視点４：学科・専攻科その他の組織における点検・評価結果に基づく改善・向上

の計画的な実施 

評価の視点５：行政機関、認証評価機関等からの指摘事項（設置計画履行状況等調査等）

に対する適切な対応 

評価の視点６：点検・評価における客観性、妥当性の確保 

評価の視点７：方針及び手続に従った内部質保証活動の実施 

 

１．3つのポリシーの策定方針について 

本学を含む愛知大学では、入学者選抜から学位授与までの一貫した教育活動を実施する

ため、「学位授与方針、教育課程の編成・実施方針及び学生の受け入れ方針を策定するため

の全学的な基本方針（以下、「3 ポリシー策定方針」）」を定めている（資料 2-5【ウェブ】）。 

各学部・研究科における 3つのポリシーは、「3 ポリシー策定方針」を踏まえ、一体性・

一貫性・整合性に留意して、2020 年度に見直しを行った。学務委員会、各教授会、大学院

委員会及び各研究科委員会での審議を経て、2020 年度第 1 回自己点検・内部質保証委員会

（2020 年 4 月 16 日開催）で全体を確認した（資料 2-6【ウェブ】）。その後、2021 年度に

受審した（公財）大学基準協会による第 3期認証評価における 3 つのポリシーに係る指摘

内容を踏まえて、2022 年度第 8回（2022 年 11月 17日開催）において自己点検・内部質保

証委員会から学務委員会、各教授会、大学院委員会及び各研究科委員会に 3つのポリシー

の点検・見直しを依頼し、2022 年度第 11 回、第 12 回及び第 13 回自己点検・内部質保証

委員会（それぞれ 2023 年 2 月 16 日、2023 年 3 月 16 日～3 月 20 日、2023 年 3 月 31 日開

催）での確認を経て、2024 年度以降入学生用として取りまとめ、公式ホームページ上（資

料 2-6【ウェブ】）で公開している。 

 

２．自己点検・評価活動について 

前述のように、本学を含む愛知大学では、自己点検・評価活動として 3つの活動を行う

こととしている。これらの活動は、いずれも毎年度、定期的に実施し、自己点検・内部質

保証委員会が自己点検・評価報告書としてまとめ、愛知大学の公式ホームページ上で公表

している。 

 

（ア）「事業計画・事業報告」 
主に「委員会」に関する活動については「事業計画・事業報告」において自己点検・評

価を行う仕組みとしている。「事業計画・事業報告」は、「基本構想」（資料 1-10【ウェブ】）

と連続性が確保された仕組みとなっている。事業計画書を作成する際には、「基本構想」に
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あるそれぞれの施策について、その進捗状況が常任理事会で確認され、その進捗状況を踏

まえて常任理事会及び各関係委員会等が連携して事業計画書案を作成し、学内理事会、大

学評議会、理事会の議を経て、事業計画書（資料 1-14【ウェブ】）が決定される。その事業

計画書を踏まえて計画を実行し、事業報告書（資料 1-15【ウェブ】）として理事会で総括

がされる。さらに次年度の事業計画書を作成する際には、「基本構想」にあるそれぞれの施

策について、その進捗状況の確認がなされ、それが事業計画に反映されることになってい

る。これらのサイクルを実施することで、自己点検・評価を行っている。 

 

（イ）「学部・研究科の自己点検・評価」 
「学部・研究科の自己点検・評価」は、各学部・研究科の諸活動を点検・評価するもの

として、2018年度にスタートした。短期大学部は、第 4回目（2021 年 12 月実施）からこ

れに加わる形となった。「学部・研究科の自己点検・評価」の点検・評価項目は、第 3期認

証評価の点検・評価項目を踏まえて設定されている。自己点検・内部質保証委員会から、

短期大学部や各学部・研究科に対し依頼をし、それを受けて、短期大学部、各学部・研究

科が、各々の諸活動について、点検・評価を行う（資料 2-7）（資料 2-8）。その結果を自己

点検・内部質保証委員会で全学的に確認し、構成員の間で各単位の取組みや事例を共有す

ることにより、自らの取組みに活かすことを狙いとしている。なお、第 5 回目（2023 年 1

月実施）の「学部・研究科の自己点検・評価」について、短期大学部は、次回認証評価受

審に際し、作成した 2022 年度短期大学部自己点検・評価報告書をもってこの取組みに代え

ることを確認した（資料 2-9【ウェブ】）。同様に、第 6 回目（2024 年 1月実施）の「学部・

研究科の自己点検・評価」についても、短期大学部は、2023年度短期大学部自己点検・評

価報告書（認証評価受審用）をもって、この取組みに代えることとしている。 

 

（ウ）「課室別目標管理」 
「課室別目標管理」は、事務局長が議長となり、各事務部長で構成される局部長会議が

中心となって行う事務部門の点検・評価活動として位置付けられている。「基本構想」に掲

げた項目を確実に達成するため、毎年度、事務局の活動として「課室別目標」を設定し、

その達成状況について、別紙の要領により自己点検・評価を行っている。自己点検・評価

の結果は次年度の改善に反映させることとしている（資料 2-10）（資料 2-11）。 

 

これらの自己点検・評価活動については、毎年度、組織的な対応を行ってきたことを確

認すべく、活動の審議経過を振り返ることで、その適切性や改善点の抽出、改善方策の検

討を行うこととしている。あわせて、次年度の自己点検・評価活動について、その実施予

定を確認している（資料 2-12）。さらには、「第 5 次基本構想」より、本構想に掲げる目標

を効果的に達成するため、取組内容に基づき 5か年の実行計画（アクション・プラン）（資

料 1-12）を策定しており、各年度計画の進捗・達成状況を、定期的に点検・評価している

（資料 2-13）（資料 2-14）。 

 

また、2022年度からは、上記の活動に加え、第 3 期認証評価において大学基準協会から

受けた提言等への対応として、併設する愛知大学と一体となり、各課題に対する改善の取
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り組みを進めている。具体的には、第 3 期認証評価において指摘を受けた是正勧告 1 件、

改善課題 4 件に加え、本学独自の対応として努力課題 15 件を設定し、これらの課題の改

善に向けた状況を、自己点検・内部質保証委員会が中心となり、「認証評価 大学基準協会

からの提言に係る改善状況報告書」としてまとめ、自己点検・評価報告書の中で掲載して

いる。この取り組みは、2024 年度まで毎年度、継続して実施することとしている。 

 

３．行政機関、認証評価機関等からの指摘事項 

本学は、短期大学評価（第 2 期）（2017年度受審）において、「一般財団法人短期大学基

準協会（現在の一般財団法人大学・短期大学基準協会）」の認証評価を受審し、「適格」と

認定された。「早急に改善を要すると判断される事項」は、「なし」とされたものの、「向上・

充実のための課題」として、以下の 2点について助言を受けた。 

第 2 期認証評価「向上・充実のための課題」 

基準Ⅱ 教育課程と学生支援 

［テーマ A 教育課程］ 

・シラバスに、授業評価に規定外の出席点を含んでいたり、15回目の授業でテストを

実施するなどの不備がみられることから、組織的なチェック体制が望まれる。また、

授業の到達目標など、教員の視点での記述が多々あり学生の視点での記述が望まれ

る。 

・授業評価アンケートは、各教員 1 科目のみで実施されている。授業内容及び実施方

法の充実向上を図るために、より多くの科目での実施が望まれる。 

 

上記助言への対応として、シラバスの記載方法について、本学を含む愛知大学全体で統

一して改めた。具体的には、授業への参加を評価対象とする場合、出席そのものが評価さ

れると誤解されないよう、「出席〇％」ではなく「発言、議論への貢献度〇％」や「出席態

度〇％」等の表現をすることとした。また、臨時試験を行う場合、「まとめと試験」など、

15 回の授業回数と各 90 分の授業時間が確保されていることがわかるように記載すること

とした（資料 2-15）。 

また、授業評価アンケートについては、本学独自の取り決めとして、「基礎演習」、「発想・

議論演習」、「卒業研究Ⅰ」、「卒業研究Ⅱ」においても、授業評価アンケートを実施するこ

ととした（資料 2-16）。なお、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）が終息しつつあった

2021 年度秋学期からは、履修者 6 名以上の全ての科目を実施対象とすることを確認してい

る。（資料 2-17） 

 

４．新型コロナウイルス感染症（COVID-19）への対応と内部質保証体制の関係 

「内部質保証システムを機能させる観点から、内部質保証に関する手続や全学及び学部

等を単位とした PDCA サイクルの運営などにおいて、新型コロナウイルス感染症（COVID-

19）への対応・対策としてどのような措置を講じたか」について問われているが、本学を

含む愛知大学では以下のような措置を講じ、対応した。 

2020 年 2月下旬以降に急速に拡大した新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染拡

大防止を図るべく、これまでに経験のない緊急的対応が必要とされた。まさしく学生や教
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職員を中心としたステークホルダーの生命や健康を守りつつ、いかにして大学での教育活

動や研究活動を継続するかが喫緊かつ最重要の課題であったこと、さらには刻々と状況が

変わる中で 2020 年度春学期の授業実施の方向性を早急に確立する必要があり、そのため

には柔軟かつ迅速な意思決定が必要とされたため、危機管理に関する規程に定める学長を

委員長とした「危機管理委員会」にて集中的に対応した。 

学生生活全般や施設設備関係、教職員の働き方など多岐にわたる課題を取り扱ったが、

その中でも授業実施を中心とした教育活動に関しては、危機管理に関する規程第 9 条に基

づき、専門部会として「教学に関する新型コロナウイルス対策委員会」（資料 2-18）を設

置して具体的な取組みを検討し、危機管理委員会で適宜判断し実行した。その中で、2020

年度春学期は、短期大学部だけでなく、学士課程、修士課程、博士後期課程及び専門職学

位課程の全ての授業を遠隔（オンライン）で実施することとし、全学的取組みを行うこと

となった。 

教育の質や授業の到達目標は維持しつつ、どのようにして遠隔（オンライン）で授業を

実施するかについては、「教学に関する新型コロナウイルス対策委員会」で企画立案し、危

機管理委員会での確認を経て実行に移された。また、教員学生双方へのサポート体制とし

て、同じく同規程第 9 条に基づき「遠隔授業実施ワーキンググループ」（資料 2-19）を組

織し、万全を期した。 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）拡大防止を目的とした各施策は、適宜学内理事

会及び大学評議会に報告したが、先に述べたように、これまでに例を見ない緊急的な対応

が必要とされたことにより迅速な意思決定が最優先とされたことから、2019 年度末から

2020 年度秋学期まで、自己点検・内部質保証委員会は関与していないが、2020 年度秋学期

の後半には、教育の質の保証という内部質保証の観点から、特に遠隔（オンライン）授業

の取組みについて把握し評価することが必要とのことで、2020年度春学期終了時に全学の

教員・学生を対象に実施された遠隔（オンライン）授業のアンケート調査結果（資料 2-20）

を自己点検・内部質保証委員会でも確認した。 

遠隔（オンライン）授業では、学生はコミュニケーションの取りづらさやモチベーショ

ンの維持に関して困っていたなどの課題を把握することができた。その一方で、遠隔（オ

ンライン）授業の良かった点として、通学費用や通学時間が削減できたことはもちろんの

こと、自分の都合の良い時間帯で受講できる点がよかった、何度でも復習することができ

た、コンピューター操作に慣れることができたとのアンケート結果も得られており、一定

の有効性があることを確認した。 

従来の対面授業を行いながらも、遠隔（オンライン）を活用した授業と対面授業を組み

合わせた授業の実施がアフターコロナ時代の新たな潮流になりうること、これらに迅速か

つ十分に対応することが大学の新たな教育力の向上につながり、ひいては学生の学習満足

度の向上、さらには大学の価値や魅力の向上につながるものであるとして、学務委員会や

教学委員会に対し、遠隔（オンライン）を活用した授業の実施を一過性のもので終わらせ

るのではなく、これらを活用した新たな授業の実施方法を早急に検討し確立されたいとの

提言を自己点検・内部質保証委員会から行った。 
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点検評価項目④：教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動の状況等を

適切に公表し、社会に対する説明責任を果たしているか。 
 
評価の視点１：教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動の状況等の

公表 

評価の視点２：公表する情報の正確性、信頼性 

評価の視点３：公表する情報の適切な更新 

 

本学では、併設する愛知大学と一体となって情報公開を積極的に進めている。情報公開

の主な媒体として公式ホームページがあげられる。 

本学は、併設する愛知大学と一体となって公式ホームページを運用しており、そこでは

「情報公開」と題して、寄附行為、役員・評議員の名簿、学則、入学試験情報を公開して

いるほか、学校教育法施行規則第 172条の 2 第 1 項の規定に対応する形で以下のような項

目立てを行い、本学を含む愛知大学全体の基本的な情報を公開している（資料 2-21【ウェ

ブ】）。 

1） 寄附行為、役員・評議員 

2） 学則 

3） 大学の教育研究上の目的に関すること 

4） 教育研究上の基本組織に関すること 

5） 教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位および業績に関すること 

6） 入学者の数、収容定員および在学する学生の数 

7） 卒業または修了した者の数並びに進学者数および就職者数その他進学および就職

等の状況に関すること 

8） 授業科目、授業の方法および内容並びに年間の授業の計画に関すること 

9） 成績評価ならびに卒業・修了の認定に当たっての基準に関すること 

10） 校地、校舎等の施設および設備その他の学生の教育研究環境に関すること 

11） 授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること 

12） 大学が行う学生の修学、進路選択および心身の健康等に係る支援に関すること 

13） 入学試験 

 

特に、教育活動の中身に関しては、公式ホームページの中で詳細な情報が掲載されてお

り、カリキュラム、カリキュラム・マップなどを公開し、教育内容や特色などが説明され

ている（資料 2-22【ウェブ】）。そのほかにも、ポータルサイトシステム「愛知大学 LiveCampus」

（以下、「LiveCampus」）の「シラバス検索」を通じて、各科目の担当者、授業の概要、到

達目標、授業形態、内容・スケジュール、成績評価の方法と基準などの情報を含む全科目

のシラバスを公開し、教育活動の透明性を高めている（資料 2-23【ウェブ】）。 

 

また、上記の情報以外にも、公式ホームページでは、「大学の財務及び自己点検・評価活

動状況」として、以下の情報を公開しており、社会に対する説明責任を果たしている（資

料 2-24【ウェブ】）。 
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1） 財務報告（資金収支計算書、事業活動収支計算書、貸借対照表、財産目録など） 

2） 事業計画書・事業報告書 

3） ガバナンス・コード 

4） 大学評価（認証評価結果、自己点検・評価報告書、学修成果のアンケート集計結果

など） 

5） 設置趣意書・履行状況報告書（文学部 歴史地理学科、日本語日本文学科、心理学

科、地域政策学部、大学院収容定員関係学則変更届） 

6） 高等教育の修学支援新制度（大学等における修学の支援に関する法律第 7 条第 1 項

の確認に係る申請書） 

 

上記は、広報戦略委員会（資料 2-25）及び広報課が一元的に管理し、正確性及び信頼性

を担保するとともに、情報を適切に更新している。例えば公式ホームページについては、

各所管部署が作成したコンテンツを、ホームページ運用内規に基づき、広報戦略委員会及

び広報課が確認・承認して公開する手順となっている。 

 

また、本学を含む愛知大学の基本情報を集約した「愛知大学要覧」（資料 2-26）、全体を

網羅的に紹介した「愛知大学大学案内」（資料 1-5【ウェブ】）、その時々のトピックスを掲

載した「愛知大学通信（年 3 回発行）」（資料 2-27【ウェブ】）なども情報公開の媒体とし

て活用されている。 

 

点検評価項目⑤：内部質保証システムの適切性について定期的に点検・評価を行っている

か。また、その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っている

か。 
 
評価の視点１：全学的なＰＤＣＡサイクル等の適切性、有効性の定期的な点検・評価 

評価の視点２：点検・評価における適切な根拠（資料、情報）の使用 

評価の視点３：点検・評価結果に基づく改善・向上 

 

前述の通り、本学を含む愛知大学では自己点検・評価活動として以下の 3 つの取組みを

行うこととしているが、これらは 2017年度に、内部質保証システムの適切性にかかわり、

自己点検・内部質保証委員会を中心に、第 3 期大学認証評価に向けて自己点検・評価活動

の仕組みについて、見直しを行ったものである。従前、本学を含む愛知大学の自己点検・

評価活動は、PDCAサイクルの重複（「重点課題と取組計画」、「事業計画・事業報告」、「課室

別目標管理」）という課題があり、それを解消するため、下記の通り変更することとした（資

料 2-28）（資料 2-29）（資料 2-30）。 

 点検内容 
PDCA サイクル 

従来 今後 

1 
「委員会」に関するこ

と 

「事業計画・事業報告」、「重

点課題と取組計画」の 2 種

類 

「事業計画・事業報告」に

一本化 
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2 
「学部・研究科」に関

すること 
「重点課題と取組計画」 

「学部・研究科の自己点

検・評価」に変更 

3 
「事務組織」に関する

こと 

「重点課題と取組計画」、「課

室別目標管理」の 2 種類 

「課室別目標管理」に一本

化 

 

上述の通り、本学を含む愛知大学は、自己点検・評価活動として「事業計画・事業報告」、

「学部・研究科の自己点検・評価」、「課室別目標管理」をそれぞれ実施している。それぞ

れの取組みの結果は内部質保証推進組織の中心である自己点検・内部質保証委員会に報告

されており、同委員会において、自己点検・評価サイクルの適切性を中心に確認してきた。

また、これらの自己点検・評価活動のまとめとして、大学全体の方針（内部質保証のため

の全学的な方針及び手続き）を踏まえ、活動の適切性や改善点の抽出、改善方策の検討を

行うべく、審議経過の振り返りを行っている（資料 2-12）。さらには、「第 5 次基本構想」

より、本構想に掲げる目標を効果的に達成するため、取組内容に基づき 5 か年の実行計画

（アクション・プラン）（資料 1-12）を策定しており、各年度計画の進捗・達成状況を、定

期的に点検・評価している（資料 2-13）（資料 2-14）。 

一方、「内部質保証方針」では、「関係委員会の自己点検・評価を受けて、自己点検・内

部質保証委員会から、各学部・研究科等の組織の長に対して、改善方策の助言等を行う」

ことを掲げている。この点について、第 3期認証評価において「「自己点検・内部質保証委

員会」のもとで、「事業計画・事業報告」「学部・研究科の自己点検・評価」「課室別目標管

理」の 3 つの自己点検・評価を行い、その結果に基づき改善・向上に取り組む体制を構築

しているものの、点検・評価結果に基づく「自己点検・内部質保証委員会」による改善の

ためのフィードバックが十分には行われていないため、改善が求められる。」との指摘（改

善課題）を受けた。この指摘については、前述した「認証評価 大学基準協会からの提言

に係る改善状況報告書」の中で、「内部質保証」に係る課題として設定し、この中で示した

改善の方向性等に基づき、現在、自己点検・内部質保証委員会が中心となり、本学と併設

する愛知大学と一体となり、改善の取り組みを続けているところである。 

 

（２）長所・特色 
本学を含む愛知大学は、学長を委員長とする自己点検・内部質保証委員会が、内部質保

証の推進に責任を負う全学的な組織となり、同委員会が中心となって自己点検・評価活動

の見直しを進めている。2018 年度からは、従来の課題（点検・評価活動の重複）を解消す

べく、自己点検・評価活動を「事業計画・事業報告」「学部・研究科の自己点検・評価」「課

室別目標管理」の 3 つの取組みに見直した。また、それぞれの活動において、項目ごとに

担当する関係組織（所管する諸活動の運営について責任を負う組織）を設定し、これらの

関係組織が、担当する項目ごとに全学的な観点で自己点検・評価を行うようにしている。 

 

短期大学部や各学部・研究科が行った「学部・研究科の自己点検・評価」は、自己点検・

内部質保証委員会に報告される。また、関係組織が分野ごとに全学的観点で行った自己点

検・評価についても、自己点検・内部質保証委員会に報告される。自己点検・内部質保証

委員会は、自己点検・評価サイクルの適切性を中心に確認を行うことで、全学的な内部質
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保証システムを構築している。 

 

（３）問題点 
前述の通り、内部質保証の推進のための全学的な組織である「自己点検・内部質保証委

員会」のもとで、「事業計画・事業報告」「学部・研究科の自己点検・評価」「課室別目標管

理」の 3 つの点検・評価を行い、その結果に基づき改善・向上に取り組む組織体制を構築

しているものの、同委員会による議論にとどまっている。各単位からの点検報告を、委員

会で共有し、改善向上に向けた指摘を行うなどし、各単位での取り組みを定期的に報告す

るなど、さらに実質化に努める必要がある。 

その他、自己点検・内部質保証委員会の下にインスティテューショナル・リサーチ（IR）

小委員会を設置しているが、組織的なデータの収集、分析を行い改善に活用するといった

機能の強化を図る必要がある。 

 

（４）全体のまとめ 
本学は、併設する愛知大学と一体となって、内部質保証に取り組んでいる。教育研究水

準の向上を図り、本学の目的及び社会的使命を達成するため、本学を含む愛知大学におけ

る教育研究活動等及び管理運営等の状況について自ら点検・評価を行い、内部質保証の全

学的取組みを推進する組織として、自己点検・内部質保証委員会を設置している。 

自己点検・内部質保証委員会では、2021年度の大学・大学院に係る第 3 期認証評価受審

に向けて、「内部質保証方針」や「3 ポリシー策定方針」などの大学全体の方針の整備・見

直しを行ったほか、自己点検・評価活動について、短期大学部や各学部・研究科での点検・

評価及び改善はもちろんのこと、全学的な観点で改善・向上ができる仕組みを構築するこ

とに取り組んだ。また、第 3 期認証評価受審後は、認証評価結果を踏まえ、同委員会が中

心となり、3 つのポリシーの見直し・点検を実施する等、認証評価における指摘内容への

対応に全学をあげて取り組んでいる。 

内部質保証に関しては、第 3 期認証評価において、「事業計画・事業報告」「学部・研究

科の自己点検・評価」「課室別目標管理」の 3 つの点検・評価に基づく、改善・向上の助言

や指摘が十分にできているとは言えないとの指摘（改善課題）を受けた。今後は、同委員

会としての役割を実質化すべく、自己点検・評価サイクルの適切性の確認に加え、外部評

価委員会を活用した改善・向上に努めていくとともに、同委員会として各会議体における

審議経過の中で出された意見等を集約し、同委員会から対象の単位に対して改善・向上の

助言や指摘ができるよう努めていく。 
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第３章 教育研究組織 

 

（１）現状説明 
点検評価項目①：短期大学の理念・目的に照らして、学科・専攻科、その他の組織の設置

状況は適切であるか。 
 
評価の視点１：短期大学の理念・目的と学科・専攻科、附置研究所、センター等の組織

構成との適合性 

評価の視点２：学問の動向、社会的要請、短期大学を取り巻く地域の環境等に配慮した

組織編制 

１．教学組織 

本学を含む愛知大学は、「建学の精神」である「世界文化と平和への貢献」、「国際的教養

と視野をもった人材の育成」、「地域社会への貢献」を具現化させるべく、それぞれに活動

を展開している。これら建学の精神の中でも、本学は、「地域社会への貢献」を特に反映さ

せた、「女子短大として自立した社会人・職業人としての素養を備えた女性を育成すること」

を教育理念の核としている。これは、本学設立当時から現在に至るまで本学が一貫して考

える「女子短大の使命」である。学則（資料 1-3）第 1 条においては、本学の「目的」を定

めており、「教育基本法及び学校教育法並びに設立趣意書に基づき、専門の学芸を教授研究

し、教養を培い、豊かな人間性を涵養することを目的とする」としている。 

 これらの理念・目的に基づき、本学は、2023 年 4月 1日現在、ライフデザイン総合学科

の 1 学科を設置している。学則（資料 1-3）第 2 条の 2においては、「ライフデザイン総合

学科」の教育研究上の目的を定めている。「教員個々が自発的にその専門とする分野の学識、

能力を高め、それらを次の各号に掲げるとおり、教育及び社会に還元する」としている。 

1) 自分らしい生き方や職業について主体的に考え、自分らしさを表現し、自分の考える

自らの将来像の具現化を図ることのできる能力や教養を養成する。 

2) 日本と国際社会を基盤に自らの文化や生活を見つめ、人とコミュニケーションので

きる個性や能力を養成する。 

3) 健康で自立的な社会人・職業人やライフデザインについて理解を深め、受動的な消費

生活からの脱却をめざす意識や実行力を養成する。 

4) 生涯にわたって学ぶことの意義や豊かさを自覚しつづけられる意識を養成する。こ

れを通じて、地域文化やコミュニティーの向上発展をめざした生涯学習社会の実現に

貢献する。 

  

２．研究所、センター等 

本学では、併設する愛知大学と一体となって、研究所及びセンター等（以下、「研究機関

等」）を運営しており、本学教員が所員等として所属して教育研究活動を展開している。研

究機関等においては、本学を含む愛知大学の「建学の精神」である「世界文化と平和への

貢献」、「国際的教養と視野をもった人材の育成」、「地域社会への貢献」を具現化させるべ

く、設置の目的及び事業内容等を各研究機関等規程に定め、それに基づき、文化、国際及

び地域社会等、さらには幅広い学際領域の研究分野において、それぞれ活動を展開してい
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る。 

具体的には、豊橋校舎に 5研究機関等（綜合郷土研究所、中部地方産業研究所、東亜同

文書院大学記念センター、三遠南信地域連携研究センター、人文社会学研究所）、名古屋校

舎に 5研究機関等（国際問題研究所、中日大辞典編纂所、経営総合科学研究所、国際中国

学研究センター（ICCS）、国際ビジネスセンター）、計 10 研究機関等を設置している。 

これらの研究機関等においては、独自の研究活動の遂行とともに、本学を含む愛知大学

が定める特別重点研究（本学を含む愛知大学の専任教員が研究代表者となる研究であって、

外部資金によるプロジェクト研究等への申請を視野に、本学において戦略的研究を含むグ

ローバルな研究課題やローカルな研究課題、学際的な研究課題、喫緊の今日的研究課題等

について共同で行う研究）への取組みが推奨されており、2023 年 10 月現在、2件の特別重

点研究助成が採択、実施されている。2018～2020 年度に選定された文部科学省私立大学研

究ブランディング事業は、2021年度～2022年度まで学内予算をもとに実施され、三遠南信

地域を主な地域研究対象とする三遠南信地域連携研究センター（豊橋校舎）と名古屋市さ

さしま地区における越境地域マネジメント研究を進めるささしま分室（名古屋校舎）の 2

拠点を中心に連携しながら事業を推進した。 

また、豊橋校舎における「地域社会・文化への貢献」を総合的に強化する観点から、同

校舎に存在する地域にかかる研究機関等の相互の情報交換、交流・連携を促進することを

主たる目的として「地域研究機構」（構成機関：三遠南信地域連携研究センター、中部地方

産業研究所、綜合郷土研究所、地域政策学センター）を設置し、さらには、名古屋校舎に

存在する国際関係分野の研究機関等の相互の情報交換、交流、連携を促進することを主た

る目的として「国際研究機構」（構成機関：国際問題研究所、国際中国学研究センター（ICCS）、

中日大辞典編纂所、国際ビジネスセンター、国際コミュニケーション学会、現代中国学会）

を設置し、研究機関等の枠を超えた共同シンポジウム・セミナーの開催が検討、実施され

ている（資料 3-1）（資料 3-2）。 

なお、豊橋校舎に設置している東亜同文書院大学記念センターは、東亜同文書院大学に

関する総合的研究を通じて、その教育研究上の業績を追究するとともに東亜同文書院大学

及びそれを継承した愛知大学の大学史に係る資料の蒐集、保存を進め、大学記念館にて研

究成果を公開している。 

校舎 研究機関等 設立年月 資料 

豊橋 綜合郷土研究所 1951 年 6月 （資料 3-3【ウェブ】） 

 中部地方産業研究所 1953 年 3月 （資料 3-4【ウェブ】） 

 東亜同文書院大学記念センター 1993 年 5月 （資料 3-5【ウェブ】） 

 三遠南信地域連携研究センター 2004年 10月 （資料 3-6【ウェブ】） 

 人文社会学研究所 2015 年 4月 （資料 3-7【ウェブ】） 

名古屋 国際問題研究所 1948 年 6月 （資料 3-8【ウェブ】） 

 中日大辞典編纂所 1955 年 4月 （資料 3-9【ウェブ】） 

 経営総合科学研究所 1962 年 4月 （資料 3-10【ウェブ】） 

 国際中国学研究センター（ICCS） 2002年 10月 （資料 3-11【ウェブ】） 

 国際ビジネスセンター 2012 年 9月 （資料 3-12【ウェブ】） 
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点検評価項目②：教育研究組織の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。ま

た、その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 
 
評価の視点１：適切な根拠（資料、情報）に基づく教育研究組織の定期的な点検・評価 

評価の視点２：点検・評価結果に基づく改善・向上 

 

本学を含む愛知大学では、1990 年代より、5～8年ごとに期間を定め、将来を見据えた中

期計画として「基本構想」（資料 1-10【ウェブ】）を策定している。教育研究組織の適切性

に関しては、この「基本構想」の中で構想したものを毎年度の事業計画書（資料 1-14【ウ

ェブ】）及び事業報告書（資料 1-15【ウェブ】）の中で、点検・評価を繰り返し行っており、

それがまた次の「基本構想」につながることにより、持続的な点検・評価・改善が実施さ

れるよう仕組みを構築している。 

現在は、2021～2025年度を期間とした「第 5 次基本構想」（資料 1-10【ウェブ】）を進め

ている。大学将来像（VISION）として「10 年後の愛知大学将来像」を示し、それを実現す

るために、中期計画における 4つの基本目標を設定した。さらには、基本目標を達成する

ため、7 分野にわたる「事業項目」を設定し、「事業項目」それぞれに示す「取組内容」に

基づき、5か年（2021～2025 年度）の事業計画を策定し、実行することしている。 

 

１．教学組織 

「第 5 次基本構想」の 1 つの項目として、「新たな社会ニーズに対応した教学プログラ

ムの開発を推進する。」ことをあげている。そこでは、「時代の変化に即応した教育プログ

ラムを提供する。エリアマネジメント、データサイエンス、リベラルアーツ、SDGs 教育等

を検討する。」とされた。具体的には、「数理・データサイエンス・AI 教育」について検討

がなされたが、教学組織の変更までには至らず、「数理・データサイエンス・AI 教育」を正

規課程に取り入れ、教育課程の充実を図ることとなった。また、大学評議会のもとに設置

されている学務委員会では、現行カリキュラムの評価と次期カリキュラムの具体的な検討

を進めており、「数理・データサイエンス・AI 教育」などの拡充についても検討を進めて

いる。 

「学生受け入れ」の観点からも、短期大学部の将来計画について検討がなされている。

「第 5次基本構想」においては、「短期大学部の入学定員規模は維持し、4 年制大学併設等

の環境を活かした教育を展開する。」とされた。これを踏まえて検討を進めた結果、2022年

6月 2日の大学評議会で「短大将来計画とりまとめ案」（資料 1-11）が承認され、改革を行

うこととされた。具体的には、質の高い教学プログラムを発信・展開するために、各学部

の特別聴講科目の拡充により、編入学への取組を強化するとともに、単位互換協定に基づ

く授業科目についても、追加開設の検討を進めることとし、また、学部新カリキュラムと

も情報を共有しつつ、併設環境を活かしたカリキュラム改革の検討も継続的に行うことと

した。 
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２．研究組織 

研究組織については、「研究体制・政策に関する答申」（2011 年 12月）の中で、「各機構

を構成する機関の将来的な再編・統合も視野に入れる」とされ、「第 3次基本構想」（2013

年 12月改定）の中では、「国際研究機構の構成機関による共同研究、共同企画などを促進

することと並行して、同研究機構内の連携、再編を進める。」とされた。さらには、「第 4

次基本構想」の中では、「学内研究組織の再編・統合を引き続き検討し、実現する(研究所

と学会との統合など)。」とされた。 

こうした一連の答申・構想を踏まえ、2013 年度から 2014 年度にかけて、国際研究機構

会議（構成機関：国際問題研究所、国際中国学研究センター（ICCS）、中日大辞典編纂所、

国際ビジネスセンター、国際コミュニケーション学会、現代中国学会）において、構成機

関間の再編・統合に関して度重なる議論が行われたが、実現には至らなかったものの、研

究分野における相互連携については活発に行っていくことが確認されており、実際、2022

年度以降は、機構内の共同シンポジウムが毎年開催されている（資料 3-2）。 

なお、本件を含めた同答申の課題に関しては、一定程度対応実施したとの結論に至り、

2018 年 7 月 5 日開催の大学評議会に対応状況を報告し、同答申に関する検討を終了する

ことを確認している。これらは、2018年度事業報告書にも記されている。 

 

以上のように、基本構想、事業計画、事業報告を活用して、教育研究組織の適切性につ

いて自己点検・評価が行われている。 

 

（２）長所・特色 
本学を含む愛知大学全体の「理念・目的」は「愛知大学設立趣意書」に基づいて「世界

文化と平和への貢献」、「国際的教養と視野をもった人材の育成」、「地域社会への貢献」と

定めている。本学の教育理念は、これら建学の精神の中でも「地域社会への貢献」を特に

反映させた、「女子短大として自立した社会人・職業人としての素養を備えた女性を育成す

ること」が核である。これは、本学設立当時から現在に至るまで本学が一貫して考える「女

子短大の使命」である。これらの背景・理念に基づき、これを踏まえて「教育研究上の目

的」を学則（資料 1-3）に定めている。教育基本法及び学校教育法並びに設立趣意書に基

づき、専門の学芸を教授研究し、教養を培い、豊かな人間性を涵養することを目的として

いる。 

 

本学を含む愛知大学の研究機関等の特徴として、豊橋校舎の 5研究機関等、名古屋校舎

の 5 研究機関等、計 10 研究機関等がそれぞれ、本学の「建学の精神」を具現化させるべ

く、各研究機関等の規程に基づいて独自の研究活動を展開していることがあげられる。2020

年度以降の新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の拡大の中においても、従前より各研

究所で実施しているシンポジウム等は、オンライン形式を取り入れながら、継続的に実施

してきている。 

本学は、短期大学でありながら、併設校の強みを活かし、4 年制大学と同一・同等の研

究組織を利用できる点も長所・特色であると考える。 
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（３）問題点 
前述の通り、2013 年以来、豊橋校舎に地域研究機構を、名古屋校舎に国際研究機構を設

置しているが、近年はこの機構区分が必ずしも適切でなくなってきている。例えば、地域

研究機構傘下にある中部地方産業研究所は、東南アジアのラオス、タイでの研究活動を、

機構所属でない人文社会学研究所、東亜同文書院大学記念センターも広く国際研究を進め

ている。将来的に機構自体の見直しを検討する必要がある。 

また、各研究所における外部資金獲得状況は、2023 年度は国立大学法人や地方自治体と

の間で行われている受託研究（受入先：地域連携室他）が 3 件、民間企業との間で行なっ

ている共同研究が 1 件（共同研究先：三遠南信地域連携研究センター）のみである。独自

の研究や大学の定めた重点研究を進めてきているものの、獲得数が決して多いとはいえな

い。科学研究費助成事業等外部資金獲得を念頭に置いたさらなる取組みが必要である。さ

らに、研究所等を担う研究員は研究所長等責任者を含めほぼ全て学部等所属の兼任であり、

研究専念規程や研究助教規程等、一定の制度化がなされているが、教学負担の軽減など、

本学を含む愛知大学全体として課題がある。 

 

（４）全体のまとめ 
本学を含む愛知大学は、「建学の精神」である「世界文化と平和への貢献」、「国際的教

養と視野をもった人材の育成」、「地域社会への貢献」を具現化させるべく、それぞれに活

動を展開している。これら建学の精神の中でも、本学は、「地域社会への貢献」を特に反

映させた、「女子短大として自立した社会人・職業人としての素養を備えた女性を育成す

ること」を教育理念の核としている。 

本学は、これらの理念を具現化させるべく、ライフデザイン総合学科を設置し、ま

た、併設する愛知大学と一体となって、10の附置研究所・センターを運営し、本学教員

も所員等として所属して教育研究活動を展開している。 

教育研究組織の適切性に関しては、「基本構想」の中で構想したものを毎年の事業計画

書・事業報告書の中で、点検・評価を繰り返し行っており、「基本構想」の結果を、また

次の「基本構想」につなげることにより、持続的な点検・評価が実施されるよう仕組みを

構築している。  
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第４章 教育課程・学習成果 

 

（１）現状説明 
点検評価項目①：授与する学位ごとに、学位授与方針を定め、公表しているか。 
 
評価の視点 ：課程修了にあたって、学生が修得することが求められる知識、技能、態

度等、当該学位にふさわしい学習成果を明示した学位授与方針の適切な

設定（授与する学位ごと）及び公表 

 

１．学習成果を明示した学位授与方針の適切な設定及び公表 

本学では併設する愛知大学と一体となり、3 つのポリシー（学位授与方針（ディプロマ・

ポリシー）、教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）、入学者受入方針（ア

ドミッション・ポリシー））の策定に取り組み、自己点検・評価活動としてポリシーの内容

を適宜点検している。必要に応じて修正を行い、その都度、公式ホームページ上に最新版

を公開することで、学内外に周知及び公表している（資料 2-6【ウェブ】）。 

2016（平成 28）年 3 月に文部科学省中央教育審議会大学分科会大学教育部会から「「卒

業認定・学位授与の方針」（ディプロマ・ポリシー）、「教育課程編成・実施の方針」（カリ

キュラム・ポリシー）及び「入学者受入れの方針」（アドミッション・ポリシー）の策定及

び運用に関するガイドライン」が示され、「三つのポリシーの策定に当たっては、学長を中

心に全学的なポリシーの基本方針や策定単位等について検討した上で検討を進めることが

必要と考えられる」とされた。これを踏まえ、本学を含む愛知大学では、前述した「3 つの

ポリシー策定方針」（資料 2-5【ウェブ】）を定めた。「3 つのポリシー策定方針」では、学

位授与方針（ディプロマ・ポリシー）に「何ができるようになるか」に力点を置き、どの

ような学修成果を収めれば卒業を認定し、学位を授与するのかという方針をできる限り具

体的に示すこととしている。また、学生の進路先等社会における顕在・潜在ニーズも十分

に踏まえた上で策定することとしている。さらには、教育の質向上に係る自己点検・内部

質保証活動の起点とし、学修成果の評価に係る基準を示すものとし、学生が身につけるべ

き資質や能力の目標を明確にしている。 

この「3 つのポリシー策定方針」に基づき、2019 年度に 3 つのポリシーの点検を行った

（資料 4-1）。修正内容は自己点検・内部質保証委員会で確認され、公式ホームページのほ

か、入学時に配布する「学生便覧」（資料 1-6  P.6）にも掲載し、公表している。また、

2021 年度に受審した学部・大学院の第 3 期認証評価における 3つのポリシーに係る指摘内

容を踏まえて、2022 年 11 月に自己点検・内部質保証委員会から学務委員会、各教授会、

大学院委員会及び各研究科委員会に依頼し、3 つのポリシーの見直し・点検を行った（資

料 4-2）（資料 4-3）。本指摘は、学士課程・修士課程等に付されたものであるが、本学は併

設する愛知大学と一体となって教育活動を行っていることから、本学でも本指摘を踏まえ

た見直し・点検を行った。新たなポリシー（資料 2-6【ウェブ】）は、既に公式ホームペー

ジに掲載し公表しており、また、2024 年度以降の学生便覧にも掲載する予定である。 
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点検評価項目②：授与する学位ごとに、教育課程の編成・実施方針を定め、公表している

か。 
 
評価の視点１：下記内容を備えた教育課程の編成・実施方針の設定（授与する学位ごと）

及び公表 

・教育課程の体系、教育内容 

・教育課程を構成する授業科目区分、授業形態等 

評価の視点２：教育課程の編成・実施方針と学位授与方針との適切な連関性 

 

１．教育課程の編成・実施方針の設定及び公表 

本学では併設する愛知大学と一体となり、3 つのポリシー（学位授与方針（ディプロマ・

ポリシー）、教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）、入学者受入方針（ア

ドミッション・ポリシー））の策定に取り組み、自己点検・評価活動としてポリシーの内容

を適宜点検している。必要に応じて修正を行い、その都度、公式ホームページ上に最新版

を公開することで、学内外に周知及び公表している（資料 2-6【ウェブ】）。 

2016（平成 28）年 3 月に文部科学省中央教育審議会大学分科会大学教育部会から「「卒

業認定・学位授与の方針」（ディプロマ・ポリシー）、「教育課程編成・実施の方針」（カリ

キュラム・ポリシー）及び「入学者受入れの方針」（アドミッション・ポリシー）の策定及

び運用に関するガイドライン」が示され、「三つのポリシーの策定に当たっては、学長を中

心に全学的なポリシーの基本方針や策定単位等について検討した上で検討を進めることが

必要と考えられる」とされた。これを踏まえ、本学を含む愛知大学では、前述の「3つのポ

リシー策定方針」（資料 2-5【ウェブ】）を定めた。 

教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）は、学位授与方針（ディプロマ・

ポリシー）に定める卒業までに学生が身につけるべき資質・能力と、それを達成するため

の具体的な教育課程とが、一体性・整合性をもったものとなるよう策定している。 

 

２．教育課程の編成・実施方針と学位授与方針との適切な連関性 

教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）と学位授与方針（ディプロマ・

ポリシー）との連関性は、「3 つのポリシー策定方針」（資料 2-5【ウェブ】）の中でその必

要性を明確にしている。 

「3 つのポリシー策定方針」の中で、教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシ

ー）は、「学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）を踏まえた教育課程編成、当該教育課程

における学修方法・学修過程、学修成果の評価の在り方等を、能動的学修の充実等、大学

教育の質的転換に向けた取組みの充実を重視しつつ、具体的に示す」こととしており、こ

れにより「教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）」と「学位授与方針（デ

ィプロマ・ポリシー）」のつながりを明確化している。具体的な教育課程の編成として、大

きく全体を「ベーシックフィールド科目」と「セレクトフィールド科目」に分け、さらに

ベーシックフィールド科目の中に「ゼミナールエリア」「基幹エリア」「教養エリア」及び

「外国語エリア」の 4 つのエリアを、セレクトフィールド科目の中に「日本文化エリア」

「英語コミュニケーションエリア」「オフィスエリア」「情報エリア」及び「心理・社会エ
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リア」の 5 つのエリアを設け、教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）の

中で示している。 

また、学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）で示される「学生が身につけるべき資質

や能力」がどのように修得できるかを示すものとして、「カリキュラム・マップ」（資料 4-

4）を整備している。「カリキュラム・マップ」は、教務システム「LiveCampus」上で学生

に公開し、周知している。ここでは、学生が身につけるべき資質や能力を「学習目標」と

して平易な表現に置き換え、それぞれの学習目標と科目の到達目標がどのように関連して

いるかを表している。これにより、学生が履修を希望する科目がどの「学習目標」＝「学

生が身につけるべき資質や能力」に対応するかが明確になり、学生の学習計画に資するも

のとなっている。「カリキュラム・マップ」（資料 4-4）の点検及び見直しは、短期大学部に

おける個別のカリキュラム改正時に加え、本学を含む愛知大学全体のカリキュラム改革が

行われる際、また学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）や教育課程の編成・実施方針（カ

リキュラム・ポリシー）の見直しを行う際に必要に応じて行われている。 

上記のような状況であるが、本学の教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシ

ー）には、「教育課程の編成」に関する基本的な考え方は記載されているものの、「教育課

程の実施」に関する基本的な考え方が十分に記載されておらず、課題となっていた。この

課題は、第 3期認証評価において、学士課程・修士課程等に対して指摘されたものである

が、本学は併設する愛知大学と一体となって教育活動を行っていることから、本学でも本

指摘を踏まえた見直し・点検を行った。2022 年 11 月、自己点検・内部質保証委員会から

学務委員会、各教授会、大学院委員会及び各研究科委員会に依頼し、3 つのポリシーの見

直し・点検が行われた（資料 4-2）（資料 4-3）。この中で、教育課程の編成・実施方針（カ

リキュラム・ポリシー）については、「教育課程の実施」に関する基本的な考え方を示すこ

とができるよう、見直し・点検を進めた。新たなポリシー（資料 2-6【ウェブ】）は、既に

公式ホームページに掲載し公表しており、また、2024 年度以降の学生便覧にも掲載する予

定である。 

 

点検評価項目③：教育課程の編成・実施方針に基づき、ふさわしい授業科目を開設し、教

育課程を体系的に編成しているか。 
 

評価の視点１：各学科・専攻科において適切に教育課程を編成するための措置 

・教育課程の編成・実施方針と教育課程の整合性 

・教育課程の編成にあたっての順次性及び体系性への配慮 

・授業期間の適切な設定 

・単位制度の趣旨に沿った単位の設定 

・個々の授業科目の内容及び方法 

・授業科目の位置づけ（必修、選択等） 

・短期大学士課程及び専攻科課程それぞれにふさわしい教育内容の設定

（初年次教育・高大接続への配慮、教養教育と専門教育の適切な配置

等） 

・教育課程の編成における全学内部質保証推進組織等の関わり 
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評価の視点２：学生の社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を育成する教育の

適切な実施 

 

１．適切に教育課程を編成するための措置 

(1) 教育課程の編成・実施方針と教育課程の整合性 

教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）において、学位授与方針（ディ

プロマ・ポリシー）に示された人材の養成を実現するための教育課程を編成している。具

体的には、全員に共通する科目「ベーシックフィールド科目」と専門の科目「セレクトフ

ィールド科目」を設け、さらにベーシックフィールド科目の中に「ゼミナールエリア」「基

幹エリア」「教養エリア」及び「外国語エリア」の 4つのエリアを、セレクトフィールド科

目の中に「日本文化エリア」「英語コミュニケーションエリア」「オフィスエリア」「情報エ

リア」及び「心理・社会エリア」の 5つのエリアを設け、エリアには主として担当する専

任教員を配置している。2 年間を通じて体系的な学びとなるよう、それぞれのエリアに科

目を配置し、卒業必要単位数を規定している。 

 
(2) 単位制度の趣旨に沿った単位の設定 

学則（資料 1-3）第 12 条（授業科目の単位数）に定められている通り、単位制度の趣旨

に沿って科目の形態に応じて単位数を設定し、これに基づき、各授業科目の単位数を適切

に設定している。 

 

(3) 授業期間の適切な設定 

1セメスターの授業回数を 15 回とし、加えて 1 週間の定期試験期間を設けることで学生

の学習時間を確保している。そのため、一部の国民の祝日や月曜日の振替休日も授業日と

して設定しているが、長期休暇期間に開講される集中講義や海外短期語学セミナー等の実

施に支障を来たさないような大学暦を作成している（資料 4-5）。 

 

(4) 教育課程の編成にあたっての順次性及び体系性への配慮、授業科目の位置づけ 

教育課程については、学則を基に、短期大学部授業科目履修規程（以下、「履修規程」）

（資料 4-6）にて科目ごとの科目区分（エリア、ユニット）、配当年次（履修年次）及び履

修要件（必修・選択、必要単位数）を定めている。1年次には基礎的科目を、2 年次には応

用的科目をそれぞれ配置し、基幹的な科目については必修科目として位置付けている。履

修規程に加えて、前述の「カリキュラム・マップ」（資料 4-4）において「学習目標」と科

目の関連性を示しており、「学習目標」の達成を「カリキュラム・マップ」で確認すること

ができ、これらを組み合わせることで、カリキュラムの順次性と体系性、授業科目の位置

付けを明確にしている。 

 

(5) ポリシーに対応した教育内容 

教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）に基づき配置した科目と、学位

授与方針（ディプロマ・ポリシー）で示した「学生が身につけるべき資質や能力」＝「学

習目標」と関連付けるために、本学では、シラバスの必須項目である授業科目の「到達目
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標」をカリキュラム・マップに基づいて設定するよう、シラバス作成依頼時に担当教員に

対して依頼している（資料 4-7）。ここでは、教員により行われる授業の学問的・教育的な

独自性や創意工夫を尊重しつつ、大枠としては学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）と

教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）の内容に沿ったものとするよう留

意している。「シラバス作成依頼」（資料 4-7）については、教学委員会において毎年度シ

ラバス作成方針を見直し、教授会の審議を経た上で担当教員に依頼している。 

 

(6) 初年次教育、共通教育と専門教育の配置 

1 年次で初年次教育科目を導入している。短期大学での学びの基礎的知識をはじめとし

て、専門教育科目から卒業研究に向けての体系的な学修方法の紹介を行っている。 

本学では、特定の分野に限定せず、学生のニーズに合わせて柔軟に対応した多彩な授業

科目に触れる中で徐々に自分の将来を決定していける自立した女性の養成を目指している。

その実現のために、以下の方針に沿ってカリキュラムを作成している。 

１）全員に共通する科目 

○ベーシックフィールド科目 

ゼミナール、基幹、教養、外国語の 4エリアで構成される。 

ゼミナールエリアは少人数で口頭発表や議論を行い、レポートや論文作成へ発展さ

せていく科目群である。 

基幹エリアは、短大における学習・研究に必要な基礎的能力を養成することを主た

る目的とする科目群である。 

教養エリアは多様な科目構成により、学生の学習・研究を各自の目的に基づいた選

択によって発展、展開する科目群であり、学期、年次を通じて履修することになる。 

外国語エリアは英語、中国語、ドイツ語、フランス語から構成され、外国語の運用

能力を高め、異文化理解を促進する科目群である。 

２）専門の科目 

○セレクトフィールド科目 

専門専攻領域に関する科目群である。セレクトフィールドは日本文化、英語コミュ

ニケーション、オフィス、情報、心理・社会の 5 エリアで構成され、それぞれのエリ

アに、より豊かで専門的な知識を身につける科目が配置されている。5 エリアのうち、

主たるエリアを各自で選択する。 

３）その他の科目 

○特別フィールド科目 

海外セミナー、資格取得など、正課カリキュラム以外の学びを柔軟にサポートし、

特別フィールド科目として認定している。 

 

(7) 教育課程の編成における全学内部質保証推進組織等の関わり 

教育課程の編成は、学則（資料 1-3）及び履修規程（資料 4-6）に定めている。これらの

規程と全学内部質保証推進組織との直接の関係はないが、カリキュラムの見直し等による

改正手続きでは、短期大学部教授会、常任理事会、学内理事会（必要に応じて事前に教学

委員会）の議を経た後、本学を含む愛知大学の教学に関する最終的な審議機関と位置付け
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ている大学評議会で審議されており、適切に手続きを行っている。また、自己点検・内部

質保証委員会との関わりにおいては、短期大学部は、2021 年度から「学部・研究科の自己

点検・評価」に参加した。2022 年度は、次回認証評価受審を念頭において作成した「短期

大学部自己点検・評価報告書」をもって、「学部・研究科の自己点検・評価」に代えること

とした。2023 年度は、認証評価用の「短期大学部自己点検・評価報告書」をもって、「学

部・研究科の自己点検・評価」に代えることとした。このように自己点検・内部質保証委

員会において、短期大学部での自己点検・評価の結果を確認している。 

 

２．学生の社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を育成する教育の適切な実施 

学生の社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を育成する教育を適切に実施す

べく、教育課程内での取組みとして、将来のキャリアプランニングを在学中の学びに結び

付けて展開することが重視されていることを鑑み、卒業後の進路やキャリアプランについ

て理解し、その実現のために在学中に何をすべきかを考えさせ、学生時代の学びの目的を

明確にさせるとともに、主体的な取組姿勢と意欲を育むことを目的とした科目を配置して

いる（資料 4-6）。その中では、社会で生きる力＝社会人基礎力として「汎用的技能（論理

的思考力、問題発見・解決力、プレゼン力等）」の醸成にも取り組んでいる。 

これらを実現するために、基幹エリア、オフィスエリア及び特別フィールド科目にキャ

リア教育科目を複数配置している。 

1年次春学期には、「ライフプランニング」、「インターンシップ入門」及び「キャリアデ

ザイン演習」が履修できる。「ライフプランニング」では、ライフキャリアの視点から、人

生におけるイベントについて、心理的変化とその成長を中心に捉え、これまでの自分自身

を振り返り、これからの自分自身について考える機会としている。「インターンシップ入門」

では、現代社会との接点において、自分自身の働く意義や価値観を確認し、キャリアとい

う視点から将来を描写することを目指している。「キャリアデザイン演習」では、ドリーム

マップの制作を通じて、自らのキャリアデザインの可視化を図り、将来へのイメージを明

確化することにつなげている。 

1年次秋学期には、「キャリアプランニング」、「インターンシップ演習」及び「特別講座

Ⅱ」が履修できる。「キャリアプランニング」では、やや長期的な見通しを持って人生設計

を考える。この授業では企業など現代の社会の仕組みを学ぶとともに、自己の位置付けを

考える。また、授業展開においても、本学教員と外部講師とのオムニバス形式で実施され、

実務的な視点からの理解も促している。「インターンシップ演習」では、地域企業など学外

での就業体験や学内に地元企業と協働できるプロジェクトを発足させ、学生の成長や目標

に合わせて選択できるようにしている。さらに、就業体験による成果物は、学内外に公表

し、共有され、授業成果が可視化できるようにしている。「特別講座Ⅱ」では、社会人に求

められる「書く力」「話す力」「聴く力」「考える力」「発想力」「表現力」を実践的に学ぶこ

とができ、就職活動を意識した講義内容になっている。 

2年次春学期には、「企業研究」や「ビジネスマナー演習」が履修できる。「企業研究」で

は、企業内外の活動を学ぶことを通じて、企業に対する理解を深めるとともに、自らが興

味・関心のある企業に対して、主体的に分析することができる力を養う。「ビジネスマナー

演習」では、社会での即戦力となるべく、場面別の実践的なマナーの習得を目指している。
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授業ではロールプレイを中心に行い、「知っている」だけではなく「できる」ことを目標と

している。 

これらのキャリア教育科目では、その教授方法において、アクティブ・ラーニングの手

法である「グループワーク」や「ディスカッション」などを積極的に取り入れ、学生の主

体的な取組姿勢と意欲を醸成させ、自らのキャリアに対する行動力を高めるような工夫が

なされている。 

これら以外にも、「医療事務」、「特別講座Ⅰ」、「ビジネスマナー入門」、「簿記会計実務Ⅰ・

Ⅱ」、「サービス接遇」など資格取得を支援する授業も配置されており、学生の希望する進

路に合わせてキャリア開発ができるよう配慮されている。とりわけ、地域社会の労働ニー

ズに応える目的から、医療事務資格については、検定試験対策講座を別途開催するなど資

格取得に向けた支援を強化している。 

また、正課外においても、本学独自のキャリア支援では、産業界ニーズ事業に係る予算

措置を講じ「地元企業・工場見学会」や「聴く力を身につける講座」、「メイク講座」、「企

業の基礎知識講座」などを独自開催している。なお、2020 年度からは、新型コロナウイル

ス感染症拡大防止のため、「聴く力を身につける講座」を除き、これらの講座の開催は中止

しており、2022 年度においても同じ状況が続いている。 

 

このほかにも、短期大学での学びを知識のままで終わらせず、絶えず変化する社会で学

生自身が持つ能力を十分発揮できるよう、キャリア支援センターの下で企業や官公庁と連

携した産官学連携キャリアデザインプログラム「Learning＋」（ラーニングプラス）を展開

している（資料 4-8【ウェブ】）。ここでは、自立・自走型人材の育成を目指し、学生による

主体的な学びを重視した課題解決型学習を導入している。 

また、ボランティア活動を推奨し、学生がボランティア活動を通じて人間性や社会性を

培う機会を提供している（資料 4-9【ウェブ】）。「建学の精神」で掲げた「地域社会への貢

献」実現化に加え、大学として学生自身のキャリア形成の一環と捉え、学生への支援に取

り組んでいる。具体的には、ボランティア活動に意欲を示す学生に対し、大学主催の海外

ボランティアプログラムの提供、学外で募集されている各種ボランティアの紹介、ボラン

ティア Bank 制度、ボランティア活動保険等のあっせんを行う。実際に、様々な学生がボラ

ンティアサークル等により、地域の種々活動へ積極的に参加している。さらに、正課授業

に「ボランティア活動」を開設し、地域の福祉施設のご協力を得て施設での活動を体験す

る機会を持つとともに、その意義を再認識する機会としている。 

なお、本学を含む愛知大学では、社会情勢や学生の変化に対応し、2011 年より「愛知大

学･包括的キャリア形成支援システム（CISA：Career Integrated Systems for Aichi 

University）」（資料 4-10【ウェブ】）を導入した。前述の取組みを含め、学生生活･課外活

動、キャリアデザインや就職活動支援を相互に連携させ、1 年次から 2 年次まで体系的に

実施することにより、望ましい職業観と社会人スキルを備えた自立･自走型人材の育成を

目指す包括的な取組みである。 

これらの社会と直結する実践的な学部教育や独自のキャリアデザインプログラムを通

じて、多くの有為な人材を輩出している。 
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点検評価項目④：学生の学習を活性化し、効果的に教育を行うための様々な措置を講じて

いるか。 
 

評価の視点 ：各学科・専攻科において授業内外の学生の学習を活性化し効果的に教育

を行うための措置 

・単位の実質化を図るための措置（1 年間又は学期ごとの履修登録単位

数の上限設定等） 

・シラバスの内容（授業の目的、到達目標、学習成果の指標、授業内容

及び方法、授業計画、授業準備のための指示、成績評価方法及び基準

等の明示）及び実施（授業内容とシラバスとの整合性の確保等） 

・授業の内容、方法等を変更する場合における適切なシラバス改訂と学

生への周知 

・学生の主体的参加を促す授業形態、授業内容及び授業方法（教員・学

生間や学生同士のコミュニケーション機会の確保、グループ活動の活

用等） 

・学習の進捗と学生の理解度の確認 

・授業形態に配慮した１授業あたりの学生数 

・授業の履修に関する指導、その他効果的な学習のための指導 

・授業外学習に資する適切なフィードバックや、量的・質的に適当な学

習課題の提示 

・各学科等における教育の実施にあたっての全学内部質保証推進組織等

の関わり（教育の実施内容・状況の把握等） 

 

１．授業内外の学生の学習を活性化し効果的に教育を行うための措置 

(1) 単位の実質化を図るための措置（1 年間又は学期ごとの履修登録単位数の上限設定等） 

単位の実質化を図る措置として、1セメスターの授業回数を 15回とし、加えて 1週間の

定期試験期間を設けることで学生の学習時間を確保している。そのため、一部の国民の祝

日や月曜日の振替休日も授業日として設定しているが、長期休暇期間に開講される集中講

義や海外短期語学セミナー等の実施に支障を来たさないような大学暦を作成している（資

料 4-5）。セメスターごとの授業時間割については、学生の順次的な履修に配慮して、教学

委員会において授業時間帯及び授業時間割編成方針を定め、それに沿って授業科目を開講

している（資料 4-11）。 

履修できる単位数の上限については、履修規程（資料 4-6）の中で、1 年次は 1 セメスタ

ー22 単位、通年 44単位を上限とし、2年次は 1 セメスター24 単位、通年 48単位を上限と

してそれぞれ定めており、単位制度の趣旨に照らして適切に設定されていると言える。 

なお、司書課程科目のうち卒業単位に含まない科目や、単位互換科目・特別聴講科目等

については、上記の履修登録単位数の制限に含めていない（資料 1-6 P.15）。 
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(2) 授業の履修に関する指導、その他効果的な学習のための指導 

学生が履修する授業を適切に選択できるよう、各学期の成績発表にあわせて、次学期の

授業及び履修登録に関する資料等を「LiveCampus」に掲載し、Web 上での閲覧を通して学

生に必要十分な情報を提供している。「LiveCampus」はスマートフォンからも利用可能であ

り、学生は学内外問わずいつでも授業及び履修登録に関する資料を閲覧することができ、

履修する授業の選択や時間割作成に役立てている。なお、「LiveCampus」上での情報提供の

ほか、各学期成績発表時には必ず履修ガイダンスを開催し、学生自らが時間割を作成し、

履修登録を問題なく行えるようサポートしている（資料 4-12）。これらに加えて、

「LiveCampus」上の案内や、履修ガイダンスに参加できなかった学生などを含め、教務課

及び学習・教育支援センター（詳細は、下記参照）の窓口において、随時履修登録に関す

る質問を受け付け、適切に指導している。さらに、新入生に対しては、4 月上旬の新入生

オリエンテーション期間中に履修登録及び授業時間割作成のためのガイダンスを設け、集

中的に説明を行っている。そこでの疑問等は、新入生オリエンテーション期間中に「履修

登録・時間割作成相談会」を開催（資料 4-13）し、同期間中はもちろんのこと、期間終了

後も教務課及び学習・教育支援センター窓口で随時質問を受け付け、疑問の解消に努めて

いる。なお、2020 年度春学期は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）感染拡大防止を

目的とした大学構内立ち入り禁止に伴い、例年の対面での窓口対応や相談会が実施できな

かったため、履修登録や時間割作成の説明をオンデマンド（動画）型で学生向けに公開し、

不明な点はメールや電話での質問を受け付けるなどの対応を実施した。2021 年度以降は、

対面でのガイダンス及び相談会の実施を再開している。 

本学を含む愛知大学では、「学習・教育支援センター」を設置している。「学習・教育支

援センター」は、学生の学習活動と教員の教育活動の両面を支援する組織として 2007年度

にスタートした。同センターは、学生の学習相談、学生への学習指導、正課外活動、授業

補助、そのほか学習支援、教育支援に関する諸活動を行う機能を持ち、後述するスチュー

デント・アシスタント制度も同センターによって運営されている。同センターは副学長（教

学担当）が所長を務め、学生の学習相談に対応するため学部の教学主任、学生部委員及び

教務課長・学生課長からなるアドバイザーを擁し、学生に対する履修指導や学習上の相談

に応じている（資料 4-14【ウェブ】）。 

 

(3) シラバスの作成と点検、適切なシラバス改訂と学生への周知 

シラバスについては、次年度授業計画を前年度 10～12 月にかけて策定した後、その計画

案を踏まえて授業科目担当予定の教員に対して次年度シラバス作成依頼を行っている（資

料 4-7）。シラバスに記載する項目として、「テーマ」「概要」「到達目標」「授業形態」「使用

言語」「アクティブ・ラーニング」「内容・スケジュール」「準備学習・事後学習」「準備学

習・事後学習の時間」「学外授業」「成績評価の方法と基準」「定期試験期間中の試験実施方

法」「課題（試験やレポート）に対するフィードバックの方法」「テキスト」「参考図書」「関

連する科目、履修者への要望など」「リンク」を設定している。これらは、シラバス作成依

頼（資料 4-7）の中で提示する要領において各項目の目的、記載内容、記載例等を明示し

ている。特に「到達目標」は学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）及びカリキュラム・

マップを踏まえた記載内容とするよう指示をしている。なお、「準備学習・事後学習」を全
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授業科目で明示することで、学生の授業外での学習を促し、学習時間確保と単位の実質化

に努めている。また、例年 2～3 月にかけて、正課授業の全科目についてシラバス点検を、

教学委員会及び教授会等の組織的な対応として、教員相互で実施し、内容の精査及び改善

に努めている（資料 4-15）。授業の内容、方法等の変更が発生した場合は、事務局（豊橋教

務課）で変更内容を把握した上で、担当教員自身又は事務局（豊橋教務課）の代行により、

シラバスの改訂を行い、その都度学生に周知している。 

 

(4) 授業の実施 

実際の教育実践の場である授業については、講義・演習を基本としつつも、科目の特性

や教育目標達成に向けた手段として、アクティブ・ラーニング、PBL(Project Based 

Learning、課題解決型学習）的な手法を取り入れた調査研究活動、実験、実習、実技やフ

ィールドワークを積極的に取り入れ、時には複数の手法を取り入れながら、知識を伝授す

る座学にとどまることなく、知識を基盤とした能動的学修を通じて学士力を高める実践的

な教育を目指している。このように本学では、教育効果を十分にあげられるよう適切な授

業形態を採用している。どのような形態で授業を行うかについては、全授業科目でシラバ

スに「授業形態」として明示し、シラバス検索機能を通じて予め学生に周知している（資

料 2-23【ウェブ】）。LMS（Learning Management System:オンラインによる学習管理システ

ム）として「Moodle」を導入し、教員の利用者や利用量の増大、利用方法の拡大により、

学生との双方向的な教育が推進されている。LMS としてオープン性の高い「Moodle」を本

学では採用し、また「Moodle」の運営方針については、全国でも珍しく、教員と職員と外

部技術サポートの三者のバランスのいい運営組織が維持されており、教員たちの作成プロ

ブラムがアップされている。 

それぞれの授業においては、その授業の内容や特性に応じて、小テスト、リアクション

ペーパー、課題レポートを課すなどして、学習の進捗と学生の理解度を確認している。 

また、外国語の授業や演習・実習形式の授業における少人数クラスなどをはじめとして、

さらに教育効果をより高めるため授業科目の内容に応じて適切な履修者数を設定する場合

がある。定員に満たない場合は改めて履修希望者を募り、学生の履修機会確保に努めてい

る（資料 4-16）（資料 4-17）。 

教員に対する授業補助として、2008年度には「愛知大学スチューデント・アシスタント

規程」（資料 4-18）を定め、学部生または大学院生が授業を補助することで履修者数の多

い授業科目を担当する教員の過重な負担を軽減すると同時に、履修学生への学習支援を行

っている。 

 

(5) 授業外学習に資する適切なフィードバックや、量的・質的に適当な学習課題の提示 

授業外学習に資する取組みとして、シラバスには、項目として「準備学習・事後学習」

及び「準備学習・事後学習の時間」を設け、必要となる授業外学習の内容や時間を予め学

生に周知している。また、「課題（試験やレポート）に対するフィードバックの方法」とい

う項目も設け、小テストを実施した際は次の授業時に解説するほか、提出された課題やレ

ポートは授業時に口頭にて、もしくは「Moodle」を活用してフィードバックを行う等、学

生へのフィードバックを推進する取組みを進めている。 
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(6) 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）感染拡大防止に伴う対応 

2020 年度においては、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）感染拡大防止を目的とし

て春学期の全授業科目を遠隔（オンライン）による授業実施とした。政府による緊急事態

宣言を踏まえ、春学期の開講を当初の 4 月 8 日から 5 月 11 日に変更したことに伴い大学

暦を変更した。授業回数を変更し（15 回から 12 回）、対面での学期末定期試験（筆記試験

及び単位レポート提出）を中止して全ての科目を平常点評価に変更した。あわせてシラバ

スの記載内容（授業形態、内容・スケジュール、学外授業、成績評価の方法と基準、定期

試験期間中の試験実施方法）を修正するよう、春学期の授業科目を担当する全教員に依頼

し修正した。また、「Moodle」の各授業科目コース上にも詳細な授業の実施概要（試験実施

及び成績評価方法含む）を記載することにより、当初のシラバス記載事項からの変更を遺

漏なく学生に周知し、学生の時間割作成及び履修登録に支障が出ないよう十分に注意して

対応した。なお、遠隔（オンライン）による授業実施に変更した場合においても、当初の

授業の到達目標は変更せず、授業の内容や質自体は低下させないよう、質の確保に努める

ことを念頭に置き、各授業科目の担当教員にもその旨を要請した（資料 4-19）。 

遠隔（オンライン）で授業を実施する方法として、①資料配布・提示型、②事前収録（オ

ンデマンド）型、③同時双方向（ライブ中継）型の 3 つの方法を採用した。特に、従来か

らアクティブ・ラーニングを重視していた演習系科目や外国語科目などは主に同時双方向

（ライブ中継）型が採用され、大人数科目を中心とした講義科目は資料配布・提示型ある

いは事前収録（オンデマンド）型が採用された。これらの授業の実施に当たっては第 6章

「教員・教員組織」で後述する通り、大学全体として「遠隔授業実施ワーキンググループ

（以下、「遠隔 WG」）」（資料 2-19）を組織し、非常勤教員に対する支援も含めて、教員学生

双方のサポートに万全を期した。特に遠隔（オンライン）授業で利用するシステムの操作

サポート、授業用教材の作成、教材動画の収録、同時双方向（ライブ中継）型授業の支援

等を中心に実施し、問題なく授業が開始できるよう必要なサポートを行った。また授業開

始後も、授業の進捗状況や、機器操作を含めた教員による遠隔（オンライン）授業実施の

慣れ具合、学生の受講状況を踏まえつつ、前述の 3つの方法を柔軟に変更するなどしてよ

り良い授業の実施に努めた。 

秋学期については、「新型コロナウイルス感染症に係る愛知大学活動制限指針」（以下、

「活動制限指針」）（資料 4-20）のレベルに応じて授業の実施形態を変更できるよう、春学

期中の 6 月頃から協議を開始し、準備を進めた。学期途中での活動制限指針レベルが変更

になった場合に備え、シラバスにレベル 1及びレベル 2のそれぞれでの授業形態を記載す

ることで、学生が時間割を作成し、履修登録する際に誤りがないよう努めた。これらの協

議や準備を経て、2020 年 10 月 5 日から、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）感染拡

大防止策を最大限実施しながら対面授業を順次再開し、秋学期開講の授業科目のうち、対

面授業の割合を約 7 割とした。なお、対面授業を再開した場合でも、遠隔地に居住する場

合や健康上不安を抱える場合などの理由から対面授業に出席できないこともあり得ること

から、教室に対面授業を同時配信できるよう「授業中継システム」を導入した。また、先

に述べた理由などから対面授業に出席できない学生からは配慮願を提出してもらい、必要

に応じて対面授業と資料配布・提示型や事前収録（オンデマンド）型を併用するとともに、
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授業によっては「授業中継システム」を利用することで対面授業をリアルタイムで自宅等

から受講できる環境を整えた。 

 2021 年度、2022年度及び 2023 年度春学期においても、同様の取組みが継続されており、

本学ではごく一部の科目を除いて、対面授業で実施している。これら対面授業においても、

Moodle を利用した教材の配布やフォーラム、課題提出などのオンラインシステムを併用す

る授業も多く、学生・教員双方に定着しているといえる。なお、2023 年度秋学期からは、

これまで実施していた新型コロナウイルス感染回避にかかわる配慮願を提出し認められた

学生（基礎疾患がある学生等）に関しては、他の配慮と同様に扱うこととした。 

 

点検評価項目⑤：成績評価、単位認定及び学位授与を適切に行っているか。 
 

評価の視点１：成績評価及び単位認定を適切に行うための措置 

・単位制度の趣旨に基づく単位認定 

・既修得単位等の適切な認定 

・成績評価の客観性、厳格性、公正性、公平性を担保するための措置 

・短期大学士課程の卒業要件、専攻科の修了要件の明示 

・成績評価及び単位認定に関わる全学的なルールの設定その他全学内

部質保証推進組織等の関わり 

評価の視点２：学位授与を適切に行うための措置 

・学位審査及び卒業認定の客観性及び厳格性を確保するための措置 

・学位授与に係る責任体制及び手続の明示 

・適切な学位授与 

・学位授与に関わる全学的なルールの設定その他全学内部質保証推進

組織等の関わり 

 

１．成績評価及び単位認定を適切に行うための措置 

(1) 卒業・修了要件の明示 

学則（資料 1-3）第 13 条（修得科目及び単位）を定め、公式ホームページ（情報公開）

（資料 4-21【ウェブ】）にて広く公開している。また学生には、入学時に配布する「学生便

覧」（資料 1-6 P.10）に記載するとともに、新入生オリエンテーション（教務関係説明会）

をはじめ、履修登録ガイダンスなどで重ねて説明し、周知徹底に努めている。 

 

(2) 単位制度の趣旨に基づく単位認定 

本学では、単位制について、学則第 12 条（資料 1-3）及び「学生便覧」（資料 1-6 P.9）

に具体的に明示しており、学修時間と単位の関係、授業期間（定期試験期間は除く）は各

学期 15 週（年間 30 週）であること、各授業科目の単位計算は①講義・演習科目、②外国

語科目、③実験・実習・実技科目、④講義・演習、実験・実習・実技科目の併用の 4 種類

に分けるとしており、単位制度の趣旨に基づき、単位認定している。学期区分については、

学則第 37条において「学年は、春学期と秋学期に分け」るとし、2学期制であることを定

めている。 
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また、学則第 13条の 2（成績評価基準等の明示等）及び「短期大学部の試験及び成績評

価に関する規程」（資料 4-22）を設け、成績評価の基準及びその評語について以下の通り

規定している。 

 

S：特に優れた学修成果を示したもの（100点～90 点） 

A：優れた学修成果を示したもの（89 点～80 点） 

B：平均的な学修成果を示したもの（79点～70点） 

C：合格と認められるに必要な最低の学修成果を示したもの（69点～60点） 

F：学修成果が合格に及ばなかったもの（59点～0 点） 

Z：評価不能（出席不足） 

*：未受験（試験を受験しなかった者） 

 

学則第 19条及び第 20条（試験及び成績）で試験及び成績について定めており、「春学期

末又は秋学期末において、所定の履修科目について試験を行う。ただし、平常の成績をも

って試験に代えることを認められた授業科目については、この限りでない。」、「定期試験の

ほかに、必要があるときは臨時に試験を行うことがある。」、「成績評価は、S、A、B、C及び

F で示し、S、A、B 及び C を合格とし、F を不合格とする。」、「履修科目の試験に合格した

者には、所定の単位を与える。」ことを規定している。 

 

(3) 成績評価の方法の明示 

成績評価の方法については、短期大学部の試験及び成績評価に関する規程第 3 条（資料

4-22）において「総合評価」「試験評価」「平常評価」「卒業研究評価」と定めている。学則

（資料 1-3）第 13条の 2（成績評価基準等の明示等）に従い、科目ごとに担当教員に対し

てシラバスの作成時に「成績評価の方法と基準」の記入及び明示を義務づけている。学則

や規程は公式ホームページや「学生便覧」（資料 1-6）に掲載することで予め学生に明示し

ている。 

「卒業研究評価」については、ゼミクラスごとに提出・評価する卒業研究論文等に加え

て、卒業研究要旨（各自 1ページの所定書式）を執筆させ、これをまとめて「学習の記録」

（卒業研究要旨集）（資料 4-23）として刊行配布している。「学習の記録」は当該年度及び

翌年度の学生たちにも配布しており、他学生の成果を公開・閲覧することで、学習目標の

設定や執筆の目安を与えるとともに、成績評価基準の平準化にも寄与している。 

各学期の途中に、「試験実施方法の照会」として試験の実施方法を担当教員に照会してい

る（資料 4-24）。これにより、履修者数等の状況に応じて、シラバスで当初示した成績評

価の方法を見直し、より適切な成績評価の方法へと変更することも可能としている。なお、

シラバスの作成依頼及び「試験実施方法の照会」の際には、科目の特性に応じて適切な方

法を採用すること、成績評価方法の種別を授業期間内に改めて周知徹底するよう促してい

る（資料 4-25）。照会した試験実施方法は、授業内での教員からの周知に加え、教務課か

らも、学生に対して各学期末に「LiveCampus」上及び掲示板で周知している。なお、2020

年度は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）感染拡大防止を目的として春学期及び秋

学期のいずれも学期末定期試験を中止し、学士課程の全ての科目を平常点評価に変更した
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ことに伴い、「試験実施方法の照会」は行わなかったが、2021 年度以降はこれまでどおり

の方法に戻っている。 

 

(4) 成績評価の客観性、厳格性、公正性、公平性を担保するための措置 

(1)や(3)で記載の通り、卒業・修了要件や成績評価の方法と基準を学生や社会に明示す

ることにより客観性を、シラバスに記載した成績評価の方法と基準による成績評価を行う

ことで厳格性を担保していると言える。主に採用される総合評価の場合、筆記試験（定期

試験・追試験）や平常の学修状況等を合わせて成績評価を実施している。 

各授業科目の成績評価は、定められた期間内に担当教員が Webにて入力することとして

いる（資料 4-26）。Web 上で入力する際に入力誤りや入力漏れなどのエラーを自動チェック

することにより、入力の正確性を確保している。 

学生に対する成績発表は、成績表を、学生当人のみに閲覧権限を付した上で、期日を定

めて「LiveCampus」上で pdfファイル形式にて公開（閲覧開始）することで実施している。

成績評価に学生が疑問を見つけた場合には、成績発表後 2 日以内に限り豊橋教務課を通し

て当該授業科目担当の教員に問い合わせることができる制度（「成績評価にかかわる問い

合せ制度」）がある（資料 4-27）。この制度では、学生は全ての評価（「S」「A」「B」「C」「F」

「Z」「*（未受験）」）に対して問い合わせができ、セメスターごとに問い合わせの実態（件

数・種別）が記録され、教学委員会及び短期大学部教授会で報告されている（資料 4-28）。 

 

成績評価の分布について、学務委員会において短期大学部及び愛知大学の各学部の成績

評価分布の実態及び課題事項を抽出し、短期大学部教授会及び愛知大学の各学部教授会に

対し同分布状況の提供とあわせて課題事項の検討を要請し、各単位による実態及び問題点

の把握、改善へとつなげる取組みを実施している（資料 4-29）。短期大学部においては、

最頻値が S 評価の科目が毎年継続しているケースがあることから、評価基準の見直しを要

請するなど、大学全体での取り組みが必要であること、同一科目複数開講クラスについて

は、非常勤教員が担当する場合が多く、シラバス執筆時点で担当者間の評価基準を調整す

る仕組みづくりが必要であること、大学・短大の科目は、その内容に大きな開きがあるう

えに、必修、選択必修、自由選択科目であるかによっても、その性質が異なることから、

ばらつきがあること自体が、履修する学生の本来の実力を正確に反映する公平な成績評価

であると考えられるなどの課題があることを確認している（資料 4-30）。 

 

(5) 既修得単位等の適切な認定 

本学以外で修得した単位の取扱いについては、学則（資料 1-3）第 14 条（他の短期大学

又は大学における修得単位の取扱い）、第 14 条の 2（短期大学又は大学以外の教育施設等

における学修）、第 15 条（入学前の既修得単位の取扱い）及び「他の短期大学等における

授業科目の履修に関する規程」（資料 4-31）に基づき、教授会の議を経て本学で修得した

ものとして単位認定を行っている。外国留学の学修成果についても、上記の関連規程及び

「学生の外国留学に関する規程」（資料 4-32）に基づき、留学先の大学等のシラバスに記

載された内容を精査し、かつ授業時間数を正確に把握した上で、適切に単位認定を実施し

ている。本学では、国際的視野を養うこと及び国際社会で活躍できる人材の育成を目的と
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して、海外の大学との積極的な交流を推進しており、夏季・春季休暇を利用した海外短期

語学セミナーを実施している（「学生便覧」（資料 1-6 P.30、43）参照）。海外短期語学セ

ミナー参加学生の学修成果についても、関連規程に基づき単位認定を行っている。 

学外での履修機会を広げ、学生の学習意欲を高めるために、愛知県内の 51 大学（愛知学

長懇話会加盟大学）と単位互換に関する包括協定を締結するとともに、豊橋創造大学短期

大学部とも協定を締結し、単位互換制度を継続している。また、併設する愛知大学との単

位互換科目の単位認定も行っており、主に、卒業後、愛知大学 7 学部への編入学を希望す

る学生に特別聴講科目の積極的履修を指導している。これらについては、「学生便覧」（資

料 1-6 P. 29、30、33）にその内容を記載し、学生に周知している。 

 

(6) 成績評価を踏まえた学習意欲向上の取組み 

成績優秀者「学業奨励学生」（在学中の成績優秀者から選定）の表彰は、「愛知大学及び

愛知大学短期大学部の学業奨励学生に関する規程」（資料 4-33）に基づき、前年度の成績

評価から平均点を算出して「学業奨励学生」を選定している。 

 

(7) 成績評価及び単位認定に関わる全学的なルールの設定その他全学内部質保証推進組

織等の関わり 

成績評価及び単位認定に関わるルールとしては、本学では前述の通り学則（資料 1-3）

第 12 条、第 13条の 2、第 19 条、第 20条、第 21 条のほか、短期大学部の試験及び成績評

価に関する規程（資料 4-22）があげられる。これらの設定と全学内部質保証推進組織との

直接の関係はないが、これらの条文及び規程の改正手続きでは、短期大学部教授会、常任

理事会、学内理事会（必要に応じて事前に教学委員会）の議を経た後、大学の教学に関す

る最終的な審議機関と位置付けている大学評議会で審議されており、適切に手続きを行っ

ている。 

具体的には、本学独自の「卒業再試験制度」については、2022 年度をもって廃止するこ

ととし、関係会議の審議を経て学長が決定している。（資料 4-34）これは、併設大学と兼

務する教員の成績評価に係る日程等についての誤認を防ぐとともに、より一層の成績評価

基準の厳格化を図ることを目的としている。 

 

(8) 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）感染拡大防止に伴う対応 

2020 年度においては、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）感染拡大防止を目的とし

て春学期の全授業科目を遠隔（オンライン）による授業実施とした。政府による緊急事態

宣言を踏まえ、春学期の開講を当初の 4 月 8 日から 5 月 11 日に変更したことに伴い大学

暦を変更し、遠隔授業日 12回及び補講 3 回（遠隔）と定め、対面での学期末定期試験（筆

記試験及び単位レポート提出）を中止して全ての科目を平常点評価に変更した。あわせて

シラバスの記載内容（授業形態、内容・スケジュール、学外授業、成績評価の方法と基準、

定期試験期間中の試験実施方法）を修正するよう、春学期の授業科目を担当する全教員に

依頼し修正した。また、「Moodle」の各授業科目コース上にも詳細な授業の実施概要（試験

実施及び成績評価方法含む）を記載することにより、当初のシラバス記載事項からの変更

を遺漏なく学生に周知し、問題なく成績評価を行うことができた。秋学期も春学期同様に
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感染拡大防止の観点から対面での学期末定期試験（筆記試験及び単位レポート提出）を中

止して全ての科目を平常点評価に変更した。春学期同様に適切な成績評価に努めるととも

に、シラバス上で成績評価の方法と基準にその旨を記載することで学生に明示している。 

 2021 年度以降は、予め活動制限指針レベル（資料 4-20）に応じて、科目ごとに対面での

定期試験実施可否を定め、結果、いずれの学期においても対面での定期試験を実施してい

る。なお、定期試験期間中に新型コロナウイルス感染症陽性者または濃厚接触者となった

学生に対しては、2021 年度は「定期試験にかわる課題（又はレポート、試験）」を課し、

2022 年度は追試験対象とする措置を講じた。2023 年度も 2022 年度と同様、追試験対象と

する措置を講じたが、取り扱いについては「病気又はけが」の事由と同様とすることとし

た。 

 

２．学位授与を適切に行うための措置 

本学では学位に関して、学則（資料 1-3）のほか、「愛知大学短期大学部学位規程」（資料

4-35）（以下、「学位規程」）の諸規程がある。 

 

(1) 学位授与の要件の明示 

学則第 21条第 1 項（卒業及び学位）で「本短期大学部に 2 年以上在学し、所定の授業科

目を履修して、第 13条所定の単位数を修得した者については、教授会の議を経て、卒業を

認定する。」とし、同第 3 項で「卒業を認定した者には、愛知大学短期大学部学位規程の定

めるところにより、短期大学士の学位を授与する。」と規定するとともに、学位規程第 5条

（学位授与の要件及び決定）第 1 項から第 3 項においても「短期大学士の学位は、短期大

学部において卒業の資格を認定された者に授与する。」、「短期大学部長は、教授会を招集し、

卒業の資格を審議する。」、「学長は、前項の審議結果を踏まえ、学位を授与すべき者に学位

記（様式第 1）の授与を決定する。」と規定している。また、授与する学位に付記する専攻

分野の名称については、学則第 21条（卒業及び学位）第 4 項に明示している。 

学則には「卒業要件」が定められ、「学生便覧」（資料 1-6）には学則及び学位規程を掲載

するとともに、履修規程（資料 4-6）もあわせて掲載し、さらに「卒業に必要な単位数」の

ページを設けている。このように、学生は「学生便覧」を通じて卒業の要件等を予め知る

ことができる。前述の通り、卒業要件については学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）

でも明示している。 

 

(2) 学位授与に係る責任体制及び手続きの明示 

実際の卒業判定の手続きについては、学位規程第 5 条（学位授与の要件及び決定）第 1

～3 項で「短期大学士の学位は、短期大学部において卒業の資格を認定された者に授与す

る。」、「短期大学部長は、教授会を招集し、卒業の資格を審議する。」、「学長は、前項の審

議結果を踏まえ、学位を授与すべき者に学位記(様式第 1)の授与を決定する。」と規定され

ている。「学生便覧」（資料 1-6）に学位規程を掲載することにより、学生に対して学位授

与に係る責任体制及び手続きを明示している。また、短期大学部教授会規程（資料 4-36）

（以下「教授会規程」）第 5 条（審議事項）第 1 項において「教授会は、教育研究に関する

次の事項を審議し、学長が決定を行うに際して意見を述べるものとする。」とし、同項第 3
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号に「学生の入学、退学、転学、休学及び卒業に関する事項」を規定し、卒業に関する事

項を教授会で審議し、学長が決定する手続きを明確にしている。 

 

(3) 適切な学位授与 

前述の学位規程第 5 条に従い、学則第 21条（卒業及び単位）を満たすか否かを短期大学

部教授会で審議している。手順としては、教学主任が事務局（教務課）の作成した資料に

基づいて学生がそれぞれ科目区分ごとに卒業に必要な単位を取得しているかを確認した後、

教授会に卒業判定案が諮られ、卒業の資格を審議し、合否を判断することになっている。

このプロセスは厳格に行われている。 

 

(4) 学位授与に関わる全学的なルールの設定その他全学内部質保証推進組織等の関わり 

学位授与に関わる全学的なルールは前述の学則及び学位規程並びに教授会規程（資料 4-

36）に規定の通りである。 

ルールの設定等に全学内部質保証推進組織は直接的な関わりはないが、学則及び学位規

程並びに教授会規程の変更及び改正に際しては短期大学部教授会、常任理事会及び学内理

事会の議を経た後、大学の教学に関する最終的な審議機関と位置付けている大学評議会で

審議されており、適切に手続きを行っている。 

 

点検評価項目⑥：学位授与方針に明示した学生の学習成果を適切に把握及び評価してい

るか。 
 
評価の視点１：分野の特性に応じた学習成果を測定するための指標の適切な設定（特に

専門的な職業との関連性が強いものにあっては、当該職業を担うのに必

要な能力の修得を適切に把握できるもの。） 

評価の視点２：学位授与方針に明示した学生の学習成果を把握及び評価するための方法

の開発 

≪学習成果の測定方法例≫ 

・アセスメント・テスト 

・ルーブリックを活用した測定 

・学習成果の測定を目的とした学生調査 

・卒業生、就職先、進学先への意見聴取 

評価の視点３：学習成果の把握及び評価の取り組みに対する全学内部質保証推進組織等

の関わり 

 

１．分野の特性に応じた学習成果を測定するための指標の適切な設定 

(1) 学習成果を測定するための指標の設定 

短期大学士課程において、短期大学部が学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）で定め

ている教育目標を達成した結果が学習成果であり、短期大学部が定める教育目標が達成さ

れたかは卒業の認定（学位の授与）により測ることができる。短期大学部において、学生
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が身につけるべき能力等を修得し、卒業に必要な単位数を修得した場合に学位を授与する

ことを明記しており、これに基づいて適切に学位を授与している。 

学習成果の結果は卒業の認定（学位の授与）に集約されると言い換えることができるが、

それによって教育目標とカリキュラムの適切性の検討や個々の教育目標の達成具合の測定

が不必要になる、ということではない。そのため、学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）

に示した学生の学習成果を把握し、さらに検証・評価を行うべく、2020年度第 4回自己点

検・内部質保証委員会（2020 年 6 月 18日開催）において、「学修成果の評価方針（アセス

メント・ポリシー）」（資料 4-37）を踏まえて学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）に示

す「資質、能力及び知識」の達成状況を検証・評価する際に用いる指針の設定を検討する

よう教授会に要請し、それを踏まえ、短期大学部教授会にて一定の検討がなされた（資料

4-38）。その後、教授会で検討された指標に応じ、具体的なデータを用いて検証・評価を行

うこととなった。 

検証・評価で用いる具体的の指標としては、修得単位数（入学年度ごと）、成績分布（当

該年度の全科目平均）、留年率・退学率（入学年度ごと）、学修成果アンケート等を利用す

ることとしている。 

 

(2) 学習成果の把握及び評価の取組みに対する全学内部質保証推進組織等の関わり 

前述の学習成果の達成状況の検証・把握に関しては、自己点検・内部質保証委員会が中

心となって全学的な取組みを進めている。2019 年度までは学生の主観的評価（間接評価）

として「学修成果アンケート」を実施して学修成果を測る取組みを進めていたが、2019 年

度中に「学修成果の評価方針（アセスメント・ポリシー）」（資料 4-37）を策定し、2020 年

度より、同方針を踏まえて学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）で示す学習成果の達成

状況を測る取組みを開始した。本学を含む愛知大学全体での検討状況を自己点検・内部質

保証委員会で集約し情報共有することで取組みの活性化に努めている。学習成果の達成状

況の検証・評価はまだ緒に就いたばかりであるが、取組みの成果を共有し、問題点や課題

を把握し、さらに改善を行っていく中で、本学の特色や独自性を踏まえた、本学にとって

ふさわしい学習成果の検証・把握の仕組みの整備に努めている。 

 

２．学習成果を把握及び評価するための方法の開発 

学生の主観的な評価（間接評価）を測定する代表的な取組みとして、自己点検・内部質

保証委員会が主導して、「学修成果アンケート」を実施している（資料 4-39）。卒業を迎え

た学生に対し、大学生活を振り返る機会を設け、教育目標に準じた設問を用意してアンケ

ートを行い、その結果を検証し、改善していくことを目的としている。2013年度の開始以

降、本アンケートは毎年度実施され、2022 年度で 10 回目を迎えた。アンケート集計結果

は、「学修成果の評価方針（アセスメント・ポリシー）」（資料 4-37）に基づき、「教育研究

上の目的」や学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）の到達具合を測るための評価指標と

して活用することとしている。回答された集計結果は、自己点検・内部質保証委員会で確

認し、本学を含む愛知大学全体のカリキュラムの見直しに反映するよう努めている。また、

同委員会でアンケート結果（資料 1-19）を共有し（資料 4-40）、短期大学部教授会にも報
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告を行うことで、教授会としての評価を行うとともに、教授会においても教育目標の達成

度合を確認し、さらに向上させるべく、カリキュラムの見直しに利用している。 

 具体的には、各項目で大きな変動はないが、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）影

響下の課題であった「チームで協力する力」について、改善傾向がみられる。また、「建学

の精神の理解」「課題解決力」などでは比較的高い評価があり、引き続き、基礎演習や卒業

研究ゼミなどでの取り組みを継続強化することが確認されている。一方で「自分らしい生

き方や職業観」「ライフデザインについての理解」に比べ、「国際社会やコミュニケーショ

ン力」「地域社会の向上発展」については肯定的意見が少ない傾向にあることから、これら

の能力をさらに発展させるカリキュラムや授業内容を工夫することとしている。（資料 4-

41）（資料 4-42） 

また、短期大学部教授会で確認された課題に対する対応の検討案は、改めて自己点検・

内部質保証委員会にフィードバックされ、取組内容の共有及び事例紹介がなされている（資

料 4-43）（資料 4-44）。 

加えて、2023 年度から「アセスメントテスト」を実施し、コンピテンシーの把握と、学

位授与方針（ディプロマ・ポリシー）に示した学生の学習成果と関連させた検証評価を行

うよう、検討を進めた。2023 年 6～7 月に「基礎演習」及び「卒業研究Ⅰ」の授業を通じ

て「アセスメントテスト PROG」受験を学生に呼びかけたところ、1 年次生 51 名、2 年次

生 25 名が受験した。2023 年 10 月 26 日の短期大学部教授会にて、同テスト開発業者の

協力を得て結果報告を受け、教授会構成員で情報共有を行った（資料 4-45）（資料 4-46）

（資料 4-47）。 

 

学習成果の検証・評価の指標に採用している学籍や履修、成績などの教務データは、従

来は「LiveCampus」の利用権限を教務関係課室に限定するなどにしていたが、データ利用

の要望が拡大したことや、学習成果の検証・評価には一定のスピード感をもって対応する

必要があることから、主にデータ出力機能の利用権限を必要に応じて緩和するなどして、

データ利用の汎用性を高めている。ただし、全学的な IR 機能を有した統合システムが未導

入のため、手作業でデータを集約・集計・分析する必要があることが課題である。 

 

点検評価項目⑦：教育課程及びその内容、方法の適切性について定期的に点検・評価を行

っているか。また、その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行

っているか。 
 
評価の視点１：適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

・学習成果の測定結果の適切な活用 

評価の視点２：点検・評価結果に基づく改善・向上 

 

１．適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価 

教育課程に係る取組みについては、第 2章「内部質保証」「点検・評価項目③」「2．自己

点検・評価活動について」で述べた本学の自己点検・評価活動のうち、「事業計画・事業報
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告」及び「学部・研究科の自己点検・評価」の中で、点検・評価している。また、事務局

からの視点として、「課室別目標管理」においても、点検・評価を実施している。 

これら以外にも、常任理事会のもとに設けられた短大将来計画検討プロジェクトで、検

討が重ねられてきた。その中で、学生の実態に合わせたカリキュラムの改訂と、人事計画

などの概要を取りまとめている（資料 1-11）（資料 4-48）。これらを受けて、学生生活やカ

リキュラム全般について、在学生アンケートを実施した（資料 4-49）（資料 4-50）。入学動

機や男女共学、編入学や就職に関わる能力や学習などについて学生たちの意識を把握する

努力をしている。これらからは、本学の特徴などを再確認するとともに、併設大学との科

目相互乗り入れなど男女共学への抵抗感の薄さなどを確認することができた。必要な能力

として「会話力」「一般常識」「文章力」などがあげられることから、次期カリキュラムで

は、さらに補強・改善する検討を進めている（資料 4-51）。 

 

また、教育課程を構成する科目単位での点検・評価として、シラバス作成後の「シラバ

ス点検」があげられる。シラバスに記載する各科目の到達目標は、カリキュラム・マップ

で定められた内容に即し設定することをシラバス作成要領において全教員に求めている

（資料 4-7）。作成されたシラバスは、本学を含む愛知大学全体で共通のシラバス点検に関

する基本方針（資料 4-52）に基づいて組織的に行われる教員の相互チェックを経て、

「LiveCampus」で学生に公開している。シラバスは各学期履修登録前に公開され、教員と

学生が当該科目の内容や到達目標、成績評価について認識を共有するよう努めている。こ

れらを踏まえ、毎学期末に実施する授業評価アンケートでは、当該科目が「おおむねシラ

バス通り授業を進めているか」「授業の教材や資料が内容理解の理解を助けるのに役立っ

たか」「授業内容を理解できたか」等、教育課程の内容や方法の適切性、学習成果について

問う質問を設けている。直近 2回（2023 年度春学期、2022 年度秋学期）のアンケート結果

によれば、教材や資料の役立ち度の平均値は 5 段階評価で 4.4以上の評価を、先生の授業

理解への配慮、視野・関心の広がり、履修して良かったかについては同様に 4.2以上の評

価をそれぞれ得ており、2023 年春学期においては 7 項目中 5 項目で、2022 年秋学期にお

いては全項目で、本学を含む愛知大学全体の平均を上回っている（資料 4-53）（資料 4-54）。 

現在のカリキュラムに対する総括としては、多様な語学や情報系科目などで、学びの多

様性と機会を保証できていること、正課内外で医療事務資格などの取得支援を充実させて

いる点などが評価できる。一方で非常勤教員への依存度が高いこと、卒業研究ゼミでの履

修人数の偏りなど、改善すべき点も多い。このため、短期大学部教授会で検討を重ね、カ

リキュラムの改訂検討を行っている（資料 4-51）。 

 

２．点検・評価結果に基づく改善・向上 

科目単位について、授業評価アンケートの結果は、学習・教育支援センター委員会にお

いて毎年度確認している。また、各教員は、授業評価アンケートの結果を毎学期受領し、

その結果に対する分析及び評価、今後の改善点について指定様式に記載し、学習・教育支

援センター委員会に提出することとしており、それらは、学生に対しても公表されている。 
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（２）長所・特色 
本学では、特定の分野に限定せず、学生のニーズに合わせて柔軟に対応した多彩な授業

科目に触れる中で徐々に自分の将来を決定していける自立した女性の養成を目指している。

その実現のために、教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）を定め、カリ

キュラムを作成している。具体的には、全員に共通する科目「ベーシックフィールド科目」

と専門の科目「セレクトフィールド科目」を設け、さらにベーシックフィールド科目の中

に「ゼミナールエリア」「基幹エリア」「教養エリア」及び「外国語エリア」の 4 つのエリ

アを、セレクトフィールド科目の中に「日本文化エリア」「英語コミュニケーションエリア」

「オフィスエリア」「情報エリア」及び「心理・社会エリア」の 5つのエリアを設け、エリ

アには主として担当する専任教員を配置している。2 年間を通じて体系的な学びとなるよ

う、それぞれのエリアに科目を配置している。 

2020 年度、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）感染拡大防止を目的とした全科目の

遠隔（オンライン）授業実施については、本学としては過去に例を見ない緊急的な対応と

なったが、学生の学びを止めてはならないという使命をもって本学を含む愛知大学全体で

取り組んできた。「遠隔授業実施ワーキンググループ」（資料 2-19）を組織し、ICT 技術に

明るい職員を機動的に配置して、非常勤教員も含め教員・学生へのサポートをしっかりと

行った。その結果、大きな問題もなく春学期の授業を実施することができ、成績評価まで

行うことができた。春学期末に全学生・春学期担当全教員に向けて実施したアンケートで

は、遠隔（オンライン）授業に対し肯定と否定のいずれの意見も寄せられ、新たな課題を

見出すとともに従来の対面授業では想定しえなかった新たなメリットもあることが判明し

た。これらのアンケートを踏まえ、秋学期は感染状況の拡大・縮小のいずれにも対応でき

るよう準備を進めた。様々な理由で対面授業に出席できない学生への対応として「授業中

継システム」を短期間で導入するなど、全ての学生の学びを止めない姿勢で取り組み、滞

りなく対面と遠隔（オンライン）の授業が混在する形で順調に授業が進められた。これも

本学を含む愛知大学の教職員と学生の努力の賜物であり、長所として判断してよい事項と

考える。2021年度はゼミなど演習科目を中心に 8 割程度、2022年度以降はほぼ全ての授業

で対面授業を行っている。 

 

（３）問題点 
 本学では、特定の分野に限定せず、学生のニーズに合わせて柔軟に対応した多彩な授業

科目を配置しているが、時間割編成にあたり、学習単位であるユニットや、語学科目の週

2 コマ履修も十分には実現できていない点なども課題として認識しており、改善が必要で

あるため、2023 年 10月現在、教授会にて 2025 年度に向けてカリキュラムの見直しを検討

している。 

 

（４）全体のまとめ 
本学は、「教育研究上の目的」の実現に向けて、学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）

及び教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）を策定し、公表している。上

記のポリシーに基づき、順次性に配慮しながら短期大学士課程にふさわしい教育課程を体

系的に編成し、教育・学修効果を高める取組みを講じるとともに、厳格な成績評価に基づ
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き学位授与を適切に行っている。学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）に明示した学修

成果については、卒業要件単位数の修得により総合的に達成したと判断している。これに

加え、本学では、自己点検・内部質保証委員会が主導して、卒業年次生を対象に学修成果

アンケートを実施している。このアンケートの目的は、教育目標とカリキュラムの適切性

の検討や個々の教育目標の達成具合を多面的に測定し評価することである。また、卒業年

次生にとっては、大学生活を振り返る機会になっている。回答された集計結果は、自己点

検・内部質保証委員会で分析し、本学を含む愛知大学全体のカリキュラムの見直しや中期

計画の策定に反映するよう努めている。また、同委員会でアンケート結果を共有し、教授

会にも報告を行うことで、教授会としての評価を行うとともに、教授会においても教育目

標の達成度合を確認し、さらに向上させるべく、カリキュラムの見直しに利用している。

これに加えて、2020 年度第 6 回自己点検・内部質保証委員会（2020 年 9 月 24日開催）に

おいて、学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）に明示した学修成果を測定する直接及び

間接的指標を設定し、具体的なデータを用いて測定する取組みを開始している。 

なお、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）感染拡大防止を目的とした教育環境の急

激な変化にも可能な限り対応し、教育の質を確保しつつも、大学の使命である学生の学び

を止めることなく実施できている。 
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第５章 学生の受け入れ 

 

（１）現状説明 
点検評価項目①：学生の受け入れ方針を定め、公表しているか。 
 
評価の視点１：学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針を踏まえた学生の受け入れ

方針の適切な設定及び公表 

評価の視点２：下記内容を踏まえた学生の受け入れ方針の設定 

・入学前の学習歴、学力水準、能力等の求める学生像 

・入学希望者に求める水準等の判定方法 

 

１．学生の受け入れ方針の適切な設定及び公表 

本学では、3 つのポリシー（学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）、教育課程の編成・

実施方針（カリキュラム・ポリシー）、入学者受入方針（アドミッション・ポリシー））を

策定し、自己点検・評価活動としてポリシーの内容を適宜点検し、必要に応じて修正を行

い、都度学内外に周知及び公表している（資料 2-6【ウェブ】）。 

近年では、2022 年 11月～2023 年 3 月にかけて、自己点検・内部質保証委員会及び入学

試験委員会を経て 2024 年度以降の入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）の点検・

見直しを行い、現在に至っている（資料 5-1）。 

入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）の公表については、公式ホームページへ

の掲載（資料 2-6【ウェブ】）、大学案内（資料 1-5【ウェブ】P.168～P170）及び各種入学

試験募集要項（資料 5-2 P.2）への掲載、オープンキャンパスや高等学校教員向け入試説

明会での告知等をより広く行い、求める学生像、習得しておくべき知識等の内容・水準を

明示して入学試験を実施している。また、オープンキャンパスや進学相談会等では、各種

入学試験過去問題集の配布を行っており、インターネット等の資料請求システムによる請

求者にも無料で配布している。これらにより、求められる学力について広く周知をしてい

る。 

 

２．入学前の学習歴、学力水準、能力等の求める学生像、判定方法 

本学は、入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）において、入学者に対して、高

等学校卒業までに様々な科目を広く学び基礎学力を身につけていることを求め、次のよう

な学生像を示し、広く門戸を開放している。 

（1）豊かな教養を求め、自国のことばや文化に関心の高い人。 

（2）英語をはじめとする外国語の習得に強い意欲をもち、異文化理解に興味のある人。 

（3）社会人・職業人になることの意味を積極的に考え、それに向かって努力できる人。 

（4）人と人、人と社会の関係などに問題意識をもち、自ら成長したいと思っている人。 

（5）高校時代までにサークル活動、ボランティア活動等に熱中したことがあり、その経

験を語れる人。 

一般選抜においては、外国語及び国語を基本とする 2 科目以上の試験を課し、基礎学力

を身につけているか測定している。一般選別以外のいずれの入学試験においても基礎学力
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を有することを求めているが、それに加え、学校推薦型選抜に関しては、豊かな経験を持

つ学生に門戸を開いており、調査書、筆記試験（外国語または国語）、面接により、選抜し

ている。キャリアデザイン特別入試においては、キャリア形成のための取組み、働くこと

の意味やその目的など、あわせて論理的思考力、的確な主張、文章の表現力などを問うた

め、小論文を課しており、それに加えて、調査書、面接・志望理由書により、総合的に選

抜している。社会人入試においては、社会人としての豊かな経験に基づく学習意欲を求め

ており、出願書類、小論文、面接を総合して選抜している。外国人留学生入試においては、

日本語による会話・コミュニケーション能力を重視して選抜している。 

 

点検評価項目②：学生の受け入れ方針に基づき、学生募集及び入学者選抜の制度や運営体

制を適切に整備し、入学者選抜を公正に実施しているか。 
 
評価の視点１：学生の受け入れ方針に基づく学生募集方法及び入学者選抜制度の適切な

設定 

評価の視点２：授業料その他の費用や経済的支援に関する情報提供 

評価の視点３：入試委員会等、責任所在を明確にした入学者選抜実施のための体制の適

切な整備 

評価の視点４：公正な入学者選抜の実施 

評価の視点５：入学を希望する者への合理的な配慮に基づく公平な入学者選抜の実施 

 

本学では、次のような入学試験を実施している。（資料 5-2～5-8） 

一般選抜 

 

短大前期入試 A、短大前期入試 B、短大 M 方式入試、短大共通テスト

プラス方式入試、短大共通テスト利用入試（前期）、短大後期入試、

短大共通テスト利用入試（後期） 

学校推薦型選抜 公募制推薦入試（短大一般推薦（専願制・併願制）） 

指定校制推薦入試 

総合型選抜 

 

短期大学部キャリアデザイン特別入試、短大海外帰国生選抜入試、

短大社会人入試、外国人留学生入試 

本学では、入学試験を適切に実施するため、併設する愛知大学と一体となって取組みを

行っている。入学者の確保及び入学志願者の開拓のため、学生募集及び入学試験全般に関

する企画・戦略を策定することを目的とした「入学試験戦略委員会規程」（資料 5-9）と、

学生募集活動及び入学試験の実施にあたることを目的とした「入学試験委員会規程」（資料

5-10）を定めている。入学試験戦略委員会は、学長・理事長を委員長とし、入学試験委員

会委員長を副委員長、副学長、入学試験委員会副委員長及び事務局長を委員として組織し

ており、幹事として企画部長、教務事務部長、入試課長及び広報課長をあてている。入学

試験委員会は、学長が委嘱する委員長及び副委員長と、短期大学部教授会及び愛知大学の

各学部教授会から選出された委員 8 名で組織しており、企画部長及び入試課長を幹事とし

ている。 

学生募集については、入学試験戦略委員会、入学試験委員会、常任理事会、学内理事会
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で審議・決定の上、実施している。 

学生募集の具体的な活動としては、①入試説明会、②高等学校での説明会、大学見学会、

大学展（愛知県私大広報委員会主催）・進学相談会、③高等学校への訪問、④オープンキャ

ンパス、⑤高等学校等での模擬授業、⑥各種入試広報媒体への参画等があげられる。こう

した活動において、受験生が安心して受験できるように、情報開示と説明責任を学生募集

活動の基本と考えており、入学試験における公平性・透明性・客観性を示し、各ステーク

ホルダーとの信頼関係を構築することを目的としている。各種入学試験における合格最低

点（合格最低得点率）や合格者数を入試ガイド・募集要項等にて明示・公開することで、

本学入学試験における公平性、透明性、客観性を保持している（資料 5-11【ウェブ】）（資

料 5-12【ウェブ】）。学納金及び奨学金の情報は、大学案内や受験生向けサイトを通じ、入

学金、授業料、教育充実費、その他実習費等を詳細に記載している（資料 1-5【ウェブ】 

P.165～P.167）（資料 5-13【ウェブ】）（資料 5-14【ウェブ】）。また経済的な支援として、

各種奨学金制度について、案内チラシの作成、受験生向けサイトによって広く情報提供し

ている。 

入学試験については、日程等を含めた実施内容を入試課にて検証し、公正かつ適切に入

学試験を行うべく次年度の計画等を作成し、入学試験戦略委員会、教授会、常任理事会、

学内理事会に提案、審議、決定の上、実施している。10 月に実施する総合型選抜、11 月に

実施する学校推薦型選抜（指定校推薦と公募制推薦）は、本学豊橋校舎で実施しているが、

一般選抜においては、受験生の利便性に配慮し、地方試験会場を設け、受験生における経

済的、精神的負担の軽減に努めている。障がいのある学生に対しては、各種入学試験募集

要項（資料 5-2 P.11）に、受験及び修学上、特別な配慮を必要とする場合は、出願に先立

ち問い合わせを受け付ける旨を記載し、個別状況を把握した上で、大学入試共通テスト試

験特別措置の事例等を参考としながら、別室受験等の必要な措置を講じている。2021 年度

入学試験からは、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）感染拡大防止のため、試験室の

収容者数、地方試験会場の拡充に加え、会場入り口には、手指消毒のための消毒液を設置

する等、感染防止対策を十分に講じて入学試験を実施した。（2024 年度入学試験からは通

常時対応。） 

また、入学試験の実施に際しては、各入学試験の実施要領を作成し、実施体制や不測の

事態における対応を確認の上、志願者数に応じた適切な人員を配置し、入学試験を実施し

ている。入試問題については、入試問題の作成、校閲及び管理のために入試問題委員会（資

料 5-15）を設置しており、毎年度計画的な作問を行っている。複数回にわたる複数人数に

よる入念なる事前内部チェックと、入学試験実施前後に実施する外部チェックの二重のチ

ェック体制により、出題ミス等による受験生への影響を未然に防止するよう努めている。 

合格者の判定については、厳正な採点に基づき、入学試験戦略委員会で合格判定原案を

作成し、短期大学部合格者判定委員会（資料 5-16）において公平かつ客観的に判定を行っ

ている。短期大学部合格者判定委員会は、学長を議長とし、副学長、短期大学部長、事務

局長、短期大学部代表者 1名で組織している。なお、本学では、志願者数、合格者数、競

争倍率、合格最低点等のデータを積極的に情報公表し、成績開示制度も設けている。2019

年度入学試験からは、一般選抜の解答例を受験生向けサイトにて一定期間公表し、入学試

験の一層の透明性を確保している（資料 5-17）。 
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点検評価項目③：適切な定員を設定して学生の受け入れを行うとともに、在籍学生数を収

容定員に基づき適正に管理しているか。 
評価の視点 ：入学定員及び収容定員の適切な設定と在籍学生数の管理 

・入学定員に対する入学者数比率 

・収容定員に対する在籍学生数比率 

・収容定員に対する在籍学生数の過剰又は未充足に関する対応 

 

本学は、2005 年 4 月に組織再編を行い、それまで設置していた「言語文化学科」、「現代

生活学科」を廃止するとともに、新たに「ライフデザイン総合学科」を設置し、1 学科・入

学定員 200 名（収容定員 400 名）体制へと移行した。その後、2012 年には、文部科学省へ

入学定員を減ずる届出を行い、1学科・入学定員 100名（収容定員 200名）の体制となり、

現在に至っている。 

学生の受け入れについては、収容定員に対する在籍学生数も考慮に入れて、各年度の入

学予定者数を大学評議会で決定し、それを基に入学試験戦略委員会で合格判定原案を作成

し、短期大学部合格者判定委員会で決定している。 

本学の入学定員（100 名）に対して、この 5 年間の入学者数と入学定員充足率は、2019

年度から 2023年度まで順に、124名（1.24）、119名（1.19）、86 名（0.86）、69名（0.69）、

74名（0.74）、平均 94 名（0.94）となっている。また、収容定員は 200 名であり、2023 年

度の在籍学生数は 149 名、収容定員充足率は 0.75 となっている。2023 年度は、入学定員

充足率が前年度より多少回復したものの、2021 年度以降 3 年連続で募集定員を満たすこと

ができておらず、大きな課題として認識している。 

上記については、以前から課題として意識しており、「第 5 次基本構想」においては、「5．

学生受入」の項目において、「（1）③短期大学部の入学定員規模は維持し、4年制大学併設

等の環境を活かした教育を展開する。」としていた。2022年 6月には、「短大将来計画とり

まとめ案」（資料 1-11）の中で方向性を定め、2023 年度第 5回入学試験戦略委員会（2023

年 9 月 25 日開催）においては、現行の入学試験制度や奨学金制度等の見直し案について

短期大学部教授会より入学試験戦略委員会に提案がなされたため、今後、関係会議におい

て具体的に検討を進めていくことになる。（資料 5-18） 

 

点検評価項目④：学生の受け入れの適切性について定期的に点検・評価を行っているか。

また、その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 
 
評価の視点１：適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

評価の視点２：点検・評価結果に基づく改善・向上 

 

 学生募集活動及び入学試験については、本学と併設する愛知大学が一体となって検証を

行っており、毎年度、入学試験が終了した時点で学生募集活動と入学試験の両面から、実

績、課題、問題点等を検証した結果を「入試総括」（資料 5-19）、「入学試験集計資料」（資

料 5-20）として取りまとめている。入試課にて、出願状況から志願者の動向、特徴等を分
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析し、入学試験戦略委員会、常任理事会、学内理事会で審議の上、教授会、合同課長会議、

入学試験委員会にて報告を行い、全学に周知し情報を共有する体制を確立し、あわせて次

年度以降の入試制度改革の検討材料として活用している。 

特に、本学の定員管理に関する課題については、「第 5 次基本構想」の中で課題として取

り上げており、また、「第 5 次基本構想」に連動した「事業計画・事業報告」の中でも取り

上げ、毎年度、点検・評価を行っている。点検評価項目③の中で記載した通り、2022 年 6

月に、「短大将来計画とりまとめ案」（資料 1-11）の中で方向性を定めたため、今後、具体

的に検討を進めていくことになるが、その進捗については、「事業計画・事業報告」の中で、

点検・評価していくこととしたい。 

 

（２）長所・特色 
入学者選抜に関わる組織が、学長のリーダーシップの下、教育職員、事務職員の協働に

より運営されており、入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に定める学生像の具

現化、高等学校から高等教育へとつながる高大接続を意識した入試制度改革につき、学内

の意思決定が迅速に行われている。 

入試広報活動に関わっては、豊橋校舎に設置されている愛知大学の文学部・地域政策学

部と本学が共同で、2022 年度に独自のキャンパス情報誌「toyo can」を作成し、2023年度

にも改訂版を作成した（資料 5-21）。各学部・短大の特徴を広報するばかりでなく、学生

による地域連携活動など学部横断的な取組みも紹介することで、豊橋校舎一体となった魅

力を発信し、愛知県内の高校生はもちろんのこと、隣接する静岡県内の高校生に向けた本

学の PR を試みている。直近 3 か年の入学者減少の状況の中でも、静岡県方面からの入学

者は比較的堅調であり、こうした地域性を意識した広報活動は、今後も継続していく必要

がある。 

 

（３）問題点 
この 5 年間の平均入学定員充足率について、2023 年度の時点で 0.94 となり、直近 3 か

年では 3 年連続で入学定員割れの状態が続いている。この課題に対応するべく、2022 年 6

月には、「短大将来計画とりまとめ案」（資料 1-11）の中で方向性を定め、2023 年度には入

学試験制度の見直しなどを含めた短期大学部教授会から入学試験戦略委員会への提案もな

されたため、今後、関係会議において具体的に検討を進めていくことになる。（資料 5-18） 

 
（４）全体のまとめ 

本学は、「教育研究上の目的」の実現に向けて、学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）

及び教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）を踏まえ、入学者受入方針（ア

ドミッション・ポリシー）を策定・公表している。学生の受入れについては、入学者受入

方針（アドミッション・ポリシー）に基づき、公正性、透明性、客観性を担保している。 

入学者に対しては、高等学校卒業までに様々な科目を広く学び基礎学力を身につけてい

ることを求めている。一般選抜においては、外国語及び国語を基本とする 2科目以上の試

験を課し、基礎学力を身に付けているかを測定している。学校推薦型選抜に関しては、豊

かな経験を持つ学生に門戸を開いており、調査書、筆記試験（外国語または国語）、面接に
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より、選抜している。キャリアデザイン特別入試においては、キャリア形成のための取組

み、働くことの意味やその目的など、あわせて論理的思考力、的確な主張、文章の表現力

などを問うため、小論文を課しており、それに加えて、調査書、面接・志望理由書により、

総合的に判定している。社会人入試においては、社会人としての豊かな経験に基づく学習

意欲を求めており、出願書類、小論文、面接を総合して判定を行っている。外国人留学生

入試においては、日本語による会話・コミュニケーション能力を重視して選抜している。

今後、入学試験制度や奨学金制度など制度面での見直しも検討を進めるとともに、本学へ

の入学希望者を増加させるための広報活動の強化について、関係部門も交えて検討し、実

行していく必要がある。 
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第６章 教員・教員組織 

 

（１）現状説明 
点検評価項目①：短期大学の理念・目的に基づき、短期大学として求める教員像や各学科・

専攻科等の教員組織の編制に関する方針を明示しているか。 
 
評価の視点１：短期大学として求める教員像の設定 

・各学科・専攻科で求める専門分野に関する能力、教育に対する姿勢

等 

評価の視点２：各学科・専攻科等の教員組織の編制に関する方針（分野構成、各教員の

役割、連携のあり方、教育研究に係る責任所在の明確化等）の適切な明

示 

 

本学では、併設する愛知大学と一本化し、「大学として求める教員像及び教員組織の編制

方針に関する方針」を定めている。2011 年度第 13回学内理事会（2011 年 12月 5 日開催）

において、「大学として求める教員像及び教員組織の編制方針に関する方針」（以下、「教員・

教員組織方針」）（資料 6-1【ウェブ】）を策定し、その後も、定期的に見直しや確認がなさ

れ、2022 年度第 7回自己点検・内部質保証委員会（2022 年 11 月 14日開催）での確認を最

後に、現在に至っている。この「教員・教員組織方針」は、策定段階で短期大学部教授会、

併設する愛知大学の各学部の教授会及び関係委員会並びに事務局各課室に照会・配付し意

見を求めているほか、公式ホームページにも掲載し、学内関係者の間で共有され、学外に

対しても広く周知されている。 

 また、上記の「教員・教員組織方針」を前提として、別途、短期大学部としての「教員

組織の編制方針」も定めている（資料 6-2）。 

 

大学として求める教員像として、「教員・教員組織方針」の中で「本学として求める教員

像は、これらの「教育研究上の目的」及び 3 つのポリシーについての十分な理解、優れた

教育力と研究力、豊かな人間性、を兼ね備えた人材である。」と示している。また、「愛知

大学教育職員の採用及び昇格に関する規程」（資料 6-3）第 3 条、第 4 条及び第 5 条におい

て、それぞれ教授、准教授、助教の採用及び昇格の基準を定め、本学において教育を担当

するにふさわしい教育上の能力を有するものを選任することにしている。また、専門分野

に関する能力、教育に対する姿勢等は、具体的な採用人事手続きの中で、教員の採用を必

要とする学部・学科によって作成される「教員配置要望書」に募集する研究分野や担当科

目に応じて求められる教育上の能力や業績を記載している。実際の採用人事を進める中で、

応募者に対してこれらの能力や業績を確認し、適切な人材を採用するよう努めている。 

 

「教員・教員組織方針」で示された専任教員数（枠）を踏まえ、採用できる教員数（枠）

の範囲内で、短期大学部の「教育研究上の目的」を実現するためのカリキュラムを維持で

きるよう、各分野の教員をバランス良く確保することに努めている。 

学則（資料 1-3）に基づき、教員の組織的な連携体制と教育研究に係る責任の所在を明
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確にしている。 

学則第 9 条に基づき、専任教員で組織する教授会を置いており、同第 10 条において、

「教授会は、教育研究に関する次の事項を審議し、学長が決定を行うに際して意見を述べ

るものとする。」と定めている。これにより短期大学部教授会における責任範囲は明確に示

していると言える。 

1） 教育課程の編成並びに授業の計画及び実施に関する事項 

2） 試験に関する事項 

3） 学生の入学、退学、転学休学及び卒業に関する事項 

4） 単位認定に関する事項 

5） 学位の授与に関する事項 

6） 学生の指導及び賞罰に関する事項 

7） 教員の教育研究業績の審査に関する事項 

8） 教育研究の質保証に係る自己点検・評価に関する事項 

9） 法令並びに学校法人及び大学の諸規程において、教授会の議を経ることを要すると

定められた事項 

 

本学を含む愛知大学全体の連携体制に関わっては、教学及び経営に係る重要事項を審議

する大学評議会に、職務上の委員及び各学部選出委員のほか短期大学部教授会より選出さ

れた委員 1 名が加わって運営にあたっている。また、専門分野別の各種委員会活動に関わ

っては、教学委員会、学生部委員会、研究委員会、入学試験委員会、国際交流委員会、図

書館委員会、ICT 委員会、キャリア支援センター委員会、語学教育研究室運営委員会、一

般教育研究室運営委員会、学習・教育支援センター委員会、ハラスメント防止人権委員会

等において、短期大学部教授会より委員を選出して運営にあたっており、本学を含む愛知

大学における組織的連携が構築されている。 

 

点検評価項目②：教員組織の編制に関する方針に基づき、教育研究活動を展開するため、

適切に教員組織を編制しているか。 
 
評価の視点１：短期大学全体及び学科・専攻科等ごとの専任教員数 

評価の視点２：適切な教員組織編制のための措置 

・教員組織の編制に関する方針と教員組織の整合性 

・教育上主要と認められる授業科目における専任教員の適正な配置（教

授又は准教授） 

・短期大学士課程及び専攻科課程の目的に即した教員配置（国際性、男

女比） 

・教員の授業担当負担への適切な配慮 

・教員と職員の役割分担、それぞれの責任の明確化と協働・連携 

・特定の範囲の年齢に偏ることのないバランスのとれた年齢構成への配

慮 
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評価の視点３：指導補助者を活用する場合の適切性（資格要件、授業担当教員との責任

関係や役割の明確化、指導計画の明確化等） 

評価の視点４：教養教育の運営体制 

 

１．専任教員数、教員組織の編制に関する方針と教員配置 

2023 年 5月 1日現在の本学専任教員数は 8名（実人数）である。 

大学基礎データ（表 1）に示す通り、これらの専任教員数は、短期大学設置基準に定め

られている必要な専任教員数を満たしており、また、必要とされる専任教員数の 3 割以上

の教授が配置されている。 

専任教員の配置は、上述の「教員・教員組織方針」に従ったものであり、適正な専任教

員の配置がなされている。欠員が生ずることになれば、「教員・教員組織方針」に定めた基

準数（枠）を超えない範囲で採用人事を行うことになる。定年退職者の後任補充の場合、

機械的に前任者と同じ科目で募集するのではなく、カリキュラム上もっとも必要性が高い

科目で募集するなど、常に時代の要請に応えるべく対応を心掛けている。研究領域ごとの

教員の過不足状況や短期大学部の将来構想を踏まえ、採用すべき科目担当者を議論した上

で、教授会で採用人事の実施を審議している。募集・選考の結果、「適格者なし」として採

用が見送られることもあるが、直ちに再募集または別の形での採用人事を行っており、「教

員・教員組織方針」に沿った教員数を確保するよう努めている。 

 

２．「教育研究上の目的」等に応じた教員の配置及び担当科目 

本学において、教育上主要と認められる授業科目には、多くの場合専任教員を配置して

いる。必修科目、選択必修科目における専任教員の配置状況は、大学基礎データ（表 4）で

示す通りであり、「教育研究上の目的」を達成するために適切な教員配置が行われている。 

専任教員数は短期大学設置基準上最小限であるが、カリキュラム・ポリシーに示した各

分野にバランスよく配置されている。また併設する大学との兼担教員のほか、実務経験を

有する教員もあり、多様でかつ質の高い教育を提供できている。 

 

３．授業担当負担及び年齢構成、国際性、男女比 

教員の授業担当負担については、専任教員の責任授業時間を、教授・准教授は週 5 回、

助教は週 4 回としている。上限については、特別の事情のない限り、併設する愛知大学を

含め、週 10 回未満を原則としている。2023 年度における専任教員一人当たりの年間担当

コマ数の平均は 5.125コマであり、授業負担への配慮がなされている。 

2023 年 5月 1日現在の専任教員の年齢構成は、大学基礎データ（表 5）に示す通りであ

る。50 歳代、60 歳代の教員がそれぞれ 50％の割合であり、その他の世代に専任教員が配

置されていない現状である。学生定員規模を縮小してきた中、最低限の教員数で教育研究

活動を行ってきた影響が表れていると考える。 

男女比については、専任教員 8名の内、男性が 6 名、女性が 2名となっている。 

 

４．教養教育の運営体制 

本学では、所属する教員が専門科目と教養科目の両方を担当し、一体的に教授会におい
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て議論して運営している。教養教育については、語学科目を中心に非常勤教員が多く担当

しているが、教学主任を中心に、内容的な調整は専任教員、時間割編成などは事務職員で

対応している。 

 

点検評価項目③：教員の募集、採用、昇任等を適切に行っているか。 
 
評価の視点１：教員の職位（教授、准教授、助教等）ごとの募集、採用、昇任等に関す

る基準及び手続の設定と規程の整備 

評価の視点２：規程に沿った教員の募集、採用、昇任等の実施 

 

教員の募集・採用・昇格は、「愛知大学教育職員の採用及び昇格に関する規程」（資料 6-

3）、「学部枠及び専門職大学院枠採用人事手続き取扱要領」（資料 6-4）、「大学枠採用人事

手続き取扱要領」（資料 6-5）、「昇格人事手続き取扱要領」（資料 6-6）に基づき実施してい

る。 

本学を含む愛知大学では「愛知大学教育職員の採用及び昇格に関する規程」第 7条に定

める通り、専任教員を①学部枠、②専門職大学院枠、③大学枠、の 3 つに大別しており、

この種別によって募集・採用・昇格の手続きが分けられている。 

①学部枠とは、短期大学部や併設する愛知大学の各学部の「教育研究上の目的」を実現

するために必要な教育職員の採用枠であり、その枠により採用される者及び既に採用され

ている者を学部枠教員という。②専門職大学院枠とは、併設する愛知大学専門職大学院の

「教育研究上の目的」を実現するために必要な教育職員を採用するための採用枠であり、

その枠により採用される者及び既に採用されている者を専門職大学院枠教員という。③大

学枠とは、本学を含む愛知大学全体の「教育研究上の目的」を実現するために必要な教育

職員の採用枠であり、その枠により採用される者及び既に採用されている者を大学枠教員

という。具体的な分野としては、教職課程枠、司書課程枠、日本語教育枠、嘱託助教Ⅰ（主

に学士課程共通教育科目の外国語分野を担当）枠、文部科学省補助金事業推進枠、会計人

養成枠が設けられている。大学枠教員の所属先学部は、学内理事会で審議、決定される。 

 

学部枠教員を採用するためには、「愛知大学教育職員の採用及び昇格に関する規程」（資

料 6-3）に基づき、教授会が中心となって、募集・採用を行うことになる。採用人事を開始

するためには、「教員配置要望書」を作成し、常任理事会、学内理事会、大学評議会の審議

を経て、採用枠について学長の承認を得ることになる。採用枠が認められた後は、教授会

の中に採用選考委員会を構成し、そこで選考した候補者について教授会が審議を行い、常

任理事会、学内理事会、大学評議会の議を経て、最終的に学長が採用を決定する。募集要

項には、必要となる専門分野に関する能力を記すように努め、適切に採用している。 

 

大学枠教員を採用するためには、「愛知大学教育職員の採用及び昇格に関する規程」（資

料 6-3）及び「大学枠採用人事手続き取扱要領」（資料 6-5）に基づき、学内理事会や大学

評議会が中心となって、募集・採用を行うことになる。大学枠教員を必要とする組織の代

表者は「教員配置要望書」を作成し、常任理事会の議を経て、学内理事会に提案する。学
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内理事会が所属組織や採用方針等を決定の後、大学評議会の議を経て、学長の承認を得る

ことになる。採用枠が認められた後は、大学評議会の中に採用選考委員会を構成し、そこ

で選考した候補者について、常任理事会、学内理事会の議を経て、大学評議会が審議し、

最終的に学長が採用を決定する。 

募集を行う際も、採用を決定する際も、必ず各段階の会議体を経ることになっており、

募集要領、選考報告書、候補者の履歴書・教育研究業績書は、各会議体で配付・審議され、

公平性・透明性が担保されたものとなっている。 

 

教育職員の採用においては、面接審査を行うことにしており、その際、多くの場合にお

いて、模擬授業を課している。当然のことながら、平時であれば、対面にて上記審査を行

うことになるが、2020 年度以降においては、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の市

中の感染状況を考慮して、面接審査や模擬授業を実施している。併設する愛知大学の例で

は、Web 会議システムを活用したオンラインによる面接審査を実施した他、模擬授業は動

画（オンデマンド）教材の提出を求めたケースもあった。 

本学における 2023年 4月採用の教育職員については、2022年 9月に学内手続きを終え、

2023 年 1 月にかけて公募選考を行った。書類応募 11 名のうち、3 名の模擬授業と面接を

行ったのち、採用に至っている。 

 

昇任（本学では「昇格」という）については、「愛知大学教育職員の採用及び昇格に関す

る規程」（資料 6-3）及び「昇格人事手続き取扱要領」（資料 6-6）に基づき、学部枠教員に

ついては教授会、大学枠教員については大学評議会が中心となって昇格審査を行っている。

昇格の基準に該当する者に対して、昇格審査についての意思確認を行い、昇格審査を希望

した者がある場合、昇格審査委員会が構成されることになる。学部枠教員については、教

授会のもとに昇格審査委員会が設置され、そこでの審査結果を踏まえ教授会で昇格の可否

について審議を行い、最終的な昇格の決定は、学長が行っている。大学枠教員については、

大学評議会のもとに昇格審査委員会が設置され、そこでの審査結果を踏まえ、常任理事会、

学内理事会を経て、大学評議会で昇格の可否について審議を行い、最終的な昇格の決定は、

学長が行っている。 

昇格審査を行う際には、上記の通り必ず各段階の会議体を経ることになっており、また、

審査対象者の「履歴書」、「教育研究業績書」、「教育活動・研究活動・大学運営協力・社会

貢献活動に関する自己評価報告書」を各会議体で配付・審議しており、公平性・透明性が

担保されたものとなっている。 

 

点検評価項目④：ファカルティ・ディベロップメント（FD）活動を組織的かつ多面的に実

施し、教員の資質向上及び教員組織の改善・向上につなげているか。 

 
評価の視点１：ファカルティ・ディベロップメント（FD）活動の組織的な実施 

評価の視点２：教員の教育活動、研究活動、社会活動等の評価とその結果の活用 

評価の視点３：指導補助者に対する研修の実施 
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１．ファカルティ・ディベロップメント（FD）活動の組織的な実施 

本学では、愛知大学と一体となってファカルティ・ディベロップメント（FD）活動を展

開しており、2000 年に FD（ファカルティ・ディベロップメント）委員会を設置した。同委

員会は、大学の三大機能（教育、研究、地域貢献）のうちの二つである教育と研究の発展

について検討を進め、関係する諸機関と協力して、特に教育機能の改善を推進することに

よって、本学を含む愛知大学全体の質的向上を図ることを目的とし、教員の資質向上を図

ってきた。これを発展的解消する形で、2007 年に FD（ファカルティ・ディベロップメント）

委員会を廃止し、学習・教育支援センター及び同委員会（資料 6-7【ウェブ】）を設置した。

2011 年度初めに従前の取組みを踏まえて新たな基本方針「愛知大学 FD 基本方針（以下、

「FD 基本方針」）」（資料 6-8【ウェブ】）を策定し、現在はその「FD 基本方針」に沿って FD

活動を行っている。なお、当該「FD 基本方針」は公式ホームページにて公表している。 

同委員会では、様々な FD 活動を展開しているが、主なものとして、「学生による授業評

価アンケート」（資料 6-9【ウェブ】）があげられる。 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染拡大に伴い、本学では多くの科目が遠隔

（オンライン）授業での実施となった。これまで併設する愛知大学と一体となって行って

きた「学生による授業評価アンケート」の設問は対面授業を想定されていることや、アン

ケートの実施及び回収についても対面で実施してきたことから、2020 年度から 2021 年度

春学期の間、これまで行ってきた内容でのアンケートの実施を見合わせた。これとは別に、

2021 年度春学期には、学生と教員を対象に「2021 年度春学期における授業実施に関するア

ンケート」（資料 6-10）（資料 6-11）を実施した（実施期間は 2021 年 7 月 12 日～8 月 1

日）。このアンケートは、2021 年度春学期に実施した授業について、授業を担当された先

生方がどのように取り組んできたのか、どのような点が課題として残されているのか等を

把握し、今後の本学授業運営に活かすことを目的として、実施した。アンケート結果は

「LiveCampus」で学生と教員に対して公表した。なお、「2021 年度春学期における授業実

施に関するアンケート」の回答率は、本学単独の集計で、学生については 49.76％、教員

について 62.50％であった（資料 6-12）（資料 6-13）。 

2021 年度秋学期においては、2019 年度まで実施してきた「学生による授業評価アンケー

ト」を復活させた。2019 年度からの変更点として、アンケート用紙を配付し、記載しても

らう方法から、Web上で回答してもらう方法に切り替えた。2021 年度秋学期に実施した「学

生による授業評価アンケート」の実施率は、本学単独の集計で 59.26％であった（資料 6-

14）。2022年度以降についても、2021年度秋学期に実施した方法にて、授業評価アンケー

トを継続して実施し、実施率は 2022 年度春学期が 46.99％、2022 年度秋学期が 45.78％、

2023 年度春学期が 46.67％であった（資料 6-14）。 

なお、授業評価アンケートについては、愛知大学においては専任教員が実施している授

業評価アンケートは 1 科目であるが、本学においては、担当している全ての科目（履修者

少数の場合は除く）について実施対象としている。（資料 2-17） 

 

そのほかの取組みとしては、2003 年度から継続している授業改善研修制度があげられる。

これは専任教職員が、個人レベルでの授業改善努力を支援する授業改善に資する研修（他

大学開催の FD講演会等）への参加助成を行う制度であり、具体的にはその参加費や交通費
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を助成するものである。制度開始以降これまで、本学を含む愛知大学全体で 200名を超え

る教職員が参加し、その研修結果はホームページ（資料 6-15【ウェブ】）にて公表し、間接

的に他の構成員との共有化を図っている。新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響

を受け、年間の利用実績は、本学を含む愛知大学全体で、2020 年度は 0件、2021 年度は 1

件、2022 年度は 5件であった。 

 

加えて、大学教育問題全学講演会（4 月）、FDフォーラム（10月）も 2001 年より継続し

て開催し、その時機に即したテーマを設定し、有識者の見解や理論を構成員で共有しつつ、

自己の授業等に生かすことを継続的に意識づけている（資料 6-16【ウェブ】）（資料 6-17

【ウェブ】）。 

大学教育問題全学講演会は、2022 年 5 月には、「学修成果の可視化ツールに関するモニ

タ実施結果の紹介」とのテーマのもとに開催された。本学を含む愛知大学全体で、113 名

の参加者があった。愛知大学国際コミュニケーション学部と現代中国学部の事例紹介がな

され、学修成果可視化ツールによってどのような学修指導上の問題点が明らかになったか、

今後の学修指導にどのように活用できるか、などについて、報告がなされた。また、2023

年 4 月には、「次期カリキュラムについて」をテーマに副学長（教学担当）より講演がなさ

れ、151 名の参加者があった。第 5 次基本構想に掲げられた「学修者本位の観点から、カ

リキュラム改革を行う」の実現に向け理解を深める機会とした。 

FD フォーラムについては、2022 年 11 月には、「学修成果の可視化の意義とカリキュラ

ムデザイン」をテーマとして、開催された。本学を含む愛知大学全体で、101 名の参加者

があった。「学修者本位の教育の確立」にむけて、FD フォーラムを通じて学修成果の可視

化とカリキュラムデザインの関係について考える機会とした。また愛知大学経済学部の「学

修成果の可視化ツールに関するモニタ実施結果の紹介」についても、報告がなされた。2023

年 12 月には「合理的配慮の義務化に伴う学生対応の在り方について」をテーマとして開催

された。本学を含む愛知大学全体で、154名の参加者があった。 

 

２．教員の教育活動、研究活動、社会活動等の評価とその結果の活用 

教員の教育活動、研究活動、社会活動等の活性化を図るため、その成果を公表する場と

して、研究業績データベースを設けて、毎年更新することとしている（資料 6-18【ウェブ】）。

そこでは、以下の項目に分類して業績の公表を行っている。 

(1)専門分野／研究テーマとその内容 

(2)過去 5年間に発表した著書・学術論文・学会報告 

(3)教育活動 

(4)社会貢献等（社会における主な活動） 

また、顕著な研究業績をあげている教員の研究プロジェクトの最新情報や、学内の研究

制度（特別研修、短期学術交流、出版助成、特別重点研究助成）利用による研究成果を、

公式ホームページ（資料 6-19【ウェブ】）を通じて発信し、これらの公表内容に対する意

見等について、メールで受付ける仕組みを取っている。 
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昇格審査の際には、「教育活動・研究活動・大学運営協力・社会貢献活動に関する自己評

価報告書」を提出することになっており、その点も含めて昇格の可否が決定されることに

なっている。 

 

点検評価項目⑤：併設大学がある場合、各々の人員配置、人的交流等、短期大学と併設大

学の教員及び教員組織の関係を適切に保っているか 
評価の視点１：短期大学と併設大学における各々の人員配置、人的交流の適切性 

評価の視点２：併設大学における兼務の状況 

 

学校法人愛知大学は、本学と愛知大学の 2 つの学校を設置している。本学と愛知大学は、

学校種の違いから、別々の学校として位置付けられているが、実質的には、様々な場面で

連携をとり、一体となって、教育研究活動を展開している。 

例えば、本学の学長は、愛知大学の学長が兼務することになっており、副学長も愛知大

学の副学長が兼務することになっている。 

会議体では、本学を含む愛知大学全体の重要事項を審議する機関として、大学評議会を

設置し、議長である学長のほか、副学長、愛知大学の各学部長及び選出委員等が委員とし

て参加している。短期大学部からは、短期大学部長、短期大学部選出委員も、委員として

参画しており、大学及び短期大学部にわたる全学的な重要事項の意思決定に携わっている。

大学評議会に限らず、教学委員会、学生部委員会、図書館委員会など専門分野ごとに委員

会組織を設置しているが、各学部の選出委員と同様に、短期大学部からも委員を選出し、

一体となって委員会の運営にあたっている。なお、教授会については、短期大学部教授会

として独立して組織されており、短期大学部としての意思決定を行っている。 

教育課程についても、相互に協力しながら、運営にあたっている。短期大学部の授業担

当を愛知大学の専任教員が担っている科目もあれば、逆に短期大学部の専任教員が愛知大

学で授業を担当している科目もある。2023年度の実績で、本学の専任教員 5人が愛知大学

の授業科目合計 7科目を担当した。逆に、愛知大学の専任教員 6 人が本学の授業科目合計

15科目を担当した。 

研究所・センターの活動についても、同様である。大学・短期大学部のどちらの所属で

あるかに関係なく、各教員の専門分野に従って各研究所・センターに所属し、研究の深化

に努めている。 

 以上のように、本学と愛知大学の間では、活発に人的交流が行われている。 

 

点検評価項目⑥：教員組織の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、

その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 
評価の視点１：適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

評価の視点２：点検・評価結果に基づく改善・向上 

 

教員・教員組織に係る取組みについては、第 2章「内部質保証」「点検・評価項目③」「2．

自己点検・評価活動について」で述べた本学の自己点検・評価活動のうち、「事業計画・事

業報告」及び「学部・研究科の自己点検・評価」の中で点検・評価している。また、事務
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局からの視点として、「課室別目標管理」においても、点検・評価を実施している。 

「第 5次基本構想」では、「7．持続的発展への経営」の中で、「（4）教職員がやりがいを

持ち、能力を活かし、活躍できるように、人事に関する施策を推進する。」としており、取

組内容としては、「⑤大学全体として教員の年齢、職位、人数、ST比、人件費等を総合的に

勘案した教育職員人事計画を策定する。」ことを掲げた。さらには、同じく「7．持続的発

展への経営」の中で、「（1）教学組織、学生数、教職員数を見直し、少子化時代に対応した

組織、体制を目指す。」としており、取組内容としては、「②18 歳人口の減少・政府の政策

動向等大学を取り巻く環境変化、本学の経営見通し、他大学の状況等を多角的に検討の上、

学生定員、教職員数、授業負担やその配分について柔軟に見直す。」ことを掲げた。 

これらの課題を総合的に検討する組織として、常任理事会の下に経営戦略チームを発足

させた。適正な学生規模とそれに相応しい教員組織のあり方を中心に、検討を重ねた。そ

の結果、2023 年 4 月の採用人事では、任期付き教員としての採用と、長く兼担・非常勤教

員に依存していた心理学分野の教員を採用することとなった。現カリキュラムの 5 つのエ

リアの中で、心理・社会エリアを主選択とする学生数は、例年 20 名弱であるものの、「心

理コミュケーション論」は 60～70名、心理系の卒業研究ゼミは 30 名を超える履修希望者

があるなど、学生の関心は高い。これらの中から、例年、文学部心理学科や他大学心理学

科へ編入学する学生も輩出している。一方、家庭や自己との葛藤や課題を抱える学生も多

くなる傾向にあり、正課科目としての学びだけではなく、より幅広く丁寧に個々の学生に

寄り添う指導体制が求められていることへの対応でもある。（資料 6-20） 

 

（２）長所・特色 
本学では、教員の募集・採用・昇格を「愛知大学教育職員の採用及び昇格に関する規程」

（資料 6-3）、「学部枠及び専門職大学院枠採用人事手続き取扱要領」（資料 6-4）、「大学枠

採用人事手続き取扱要領」（資料 6-5）、「昇格人事手続き取扱要領」（資料 6-6）に基づき、

実施している。教員の募集・採用・昇格の仕組みが、十分に整備されており、長所・特色

であると考える。 

FD 活動については、上記「（1）現状」に記載の通りであるが、他大学に先立って FD 活

動を整えたことは長所であると考えている。 

遠隔（オンライン）授業の実施にあたって、本学を含む愛知大学全体での対応と短期大

学部や愛知大学の各学部単位での対応がそれぞれ効果的に実施され、授業の質を確保しつ

つ滞りなく授業を実施するよう努めており、長所と言える。 

 

（３）問題点 
教育職員の年齢構成について、50 歳代、60 歳代の教員がそれぞれ 50％の割合であり、

その他の世代に専任教員が配置されていない現状である。学生定員規模を縮小してきた中、

最低限の教員数で教育研究活動を行ってきた影響が表れていると考える。 

FD活動については、授業評価アンケートがルーチンワーク化していることに加えて、ア

ンケート結果に基づく組織的な改善が不十分である。 
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（４）全体のまとめ 
本学では、併設する愛知大学と一体となって「建学の精神」に基づく大学の目的を実現

するために、「大学として求める教員像及び教員組織の編制方針」を定め、それに則した教

員組織の編制に努めている。学則において、教育研究に係る責任の所在を明確にし、また、

学内の連携体制に関わっては、大学評議会や専門分野別の各種委員会活動において、短期

大学部、併設する愛知大学の各学部より委員を選出して運営にあたっており、学内におけ

る組織的連携が構築されている。 

教員の募集・採用・昇格は、「愛知大学教育職員の採用及び昇格に関する規程」、「学部枠

及び専門職大学院枠採用人事手続き取扱要領」、「大学枠採用人事手続き取扱要領」、「昇格

人事手続き取扱要領」に基づき実施している。 

専任教員数に関しては、教育研究活動を展開するために必要な教員数を確保している。 

FD活動については、「FD 基本方針」に基づき、学習・教育支援センターを中心に組織的

な取組みが実施されている。 
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第７章 学生支援 

 

（１）現状説明 
点検評価項目①：学生が学習に専念し、安定した学生生活を送ることができるよう、学生

支援に関する短期大学としての方針を明示しているか。 
 
評価の視点 ：短期大学の理念・目的、入学者の傾向等を踏まえた学生支援に関する短

期大学としての方針の適切な明示 

 

本学では、併設する愛知大学と一本化し、「学生支援に関する方針」（以下、「学生支援方

針」）（資料 7-1【ウェブ】）を定めている。2011 年度第 13 回学内理事会（2011 年 12 月 5

日開催）において、「学生支援方針」を策定し、その後も、定期的に見直しや確認がなされ、

2019 年度第 7回自己点検・内部質保証委員会（2020 年 1月 16 日開催）での確認を最後に、

現在に至っている。この「学生支援方針」は、策定段階で短期大学部教授会、併設する愛

知大学の各学部の教授会、関係委員会並びに事務局各課室に照会・配付し意見を求めてい

るほか、公式ホームページにも掲載し、学内関係者の間で共有され、学外に対しても広く

周知されている。 

 

点検評価項目②：学生支援に関する大学としての方針に基づき、学生支援の体制は整備さ

れているか。また、学生支援は適切に行われているか。 
 

評価の視点１：学生支援体制の適切な整備 

評価の視点２：学生の修学に関する適切な支援の実施 

・学生の能力に応じた補習教育、補充教育 

・正課外教育 

・自宅等の個々の場所で学習する学生からの相談対応、その他学習支

援 

・オンライン教育を行う場合における学生の通信環境への配慮（通信

環境確保のための支援、授業動画の再視聴機会の確保など） 

・留学生等の多様な学生に対する修学支援 

・障がいのある学生に対する修学支援 

・成績不振の学生の状況把握と指導 

・留年者及び休学者の状況把握と対応 

・退学希望者の状況把握と対応 

・奨学金その他の経済的支援の整備 

・授業その他の費用や経済的支援に関する情報提供 

評価の視点３：学生の生活に関する適切な支援の実施 

・学生の相談に応じる体制の整備 
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・ハラスメント（アカデミック、セクシュアル、モラル等）防止のた

めの体制の整備 

・学生の心身の健康、保健衛生及び安全への配慮 

・人間関係構築につながる措置の実施（学生の交流機会の確保等） 

評価の視点４：学生の進路に関する適切な支援の実施 

・学生のキャリア支援を行うための体制（キャリアセンターの設置等）

の整備 

・進路選択に関わる支援やガイダンスの実施 

評価の視点５：学生の正課外活動（部活動等）を充実させるための支援の実施 

評価の視点６：その他、学生の要望に対応した学生支援の適切な実施 

 

本学は、併設する愛知大学と一体となって、学生支援に係る体制を整備している。事務

局における学生支援としては、「愛知大学事務分掌規程」（資料 7-2）に基づき、①履修指

導及び支援を豊橋教務課が、②学生生活の指導及び支援を豊橋学生課が、③キャリア支援

を豊橋キャリア支援課が、所管する体制としている。それぞれの課室が学生支援を適切に

遂行しているが、単独の課室で処理できない問題は、関係課室が連携して対応することと

している。 

委員会組織としては、学籍や履修、試験、成績など教学に関わる事項を教学委員会で、

学生生活に関わる事項を学生部委員会で、キャリア支援に関わる事項をキャリア支援セン

ター委員会でそれぞれ取り扱い、各委員会に構成員を選出し、愛知大学との連携を図って

いる。学生支援に関わる重要な事項は各委員会から大学評議会に上程され、検討される。 

 その他、学生の要望に対応した学生支援については、本学学生により組織されている「短

大学友会」による交流支援活動がある。詳しくは、「３．生活支援に関する取組み」「（ウ）

学生の交流機会の確保」で記述する。 

 

１．修学支援に関する取組み 

（ア）修学支援体制の整備 
修学支援に関する取組みは、豊橋教務課を中心に行われている。これに加えて、学生の

学習活動や教員の教育活動の両面を支援する組織として「学習・教育支援センター」が設

置されている。同センターは、「学習・教育支援センター規程」（資料 7-3）第 3 条に定め

る通り、「学生の学習相談、学生への学修指導、正課外活動、授業補助、そのほか学習支援、

FD（ファカルティ・ディベロップメント）」に関する諸活動を行う機能を有している。同セ

ンターは、同規程第 4 条及び第 5 条に定める通り、副学長（教学担当）を所長とし、副所

長 2 名（名古屋及び豊橋の各校舎の所員から 1名）、所員（教学部長、本学及び併設する愛

知大学の各学部より選出された各 1 名、教務事務部長をあて、学長が委嘱）、アドバイザー

（本学及び愛知大学各学部教学主任、本学及び愛知大学各学部学生部委員会委員の中から

1 名ずつ、豊橋及び名古屋校舎の教務課長並びに学生課長）で構成される。所員及びアド

バイザーを中心にして、学生に対する履修指導や学習上の相談に応じている（資料 4-14【ウ

ェブ】）。 

学習相談及び履修指導は、従来は対面式で行い、直接学生と会ってコミュニケーション
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を取ることできめ細やかで適切な対応を行ってきたが、新型コロナウイルス感染症（COVID-

19）感染拡大に伴い、2020 年度以降、学生指導の形式・方法等を多様化させてきた。すな

わち、2020年度春学期の全授業が遠隔（オンライン）授業となったことや、大学構内への

入構が禁止となり学生が来校できなくなったことから、対面式での対応に代えて、それら

の学生にも対応できるよう電話や Web会議システムでも対応できる体制を整え、相談対応

や指導を行った（資料 7-4）。また、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）への対応とし

て、特に 2020 年度秋学期以降の対面授業と遠隔（オンライン）授業を並行して実施するこ

とに対応すべく、情報システム課や豊橋教務課と協力して、対面授業を同時双方向（ライ

ブ中継）するための教材提示システムの更新や、授業を収録したものを動画にてオンデマ

ンド配信するための機材を充実させるなど、来校できない学生が自宅で受講できる環境整

備を整えた。2021 年度、2022 年度はほぼ全ての授業が対面授業となったが、授業期間中に

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に罹患した学生への対応で遠隔授業システムを継

続して活用した。2023年度は、対面授業が原則となったため、遠隔授業システムを支援す

る機会は少なくなったが、補講への対応で活用している。 

また、通信環境確保のための支援として、パソコンやモバイルルータの機器等を、経済

的な理由や、当時の社会情勢による商品の不足により、すぐに購入することができない学

生に向け、各自での準備が整うまでの緊急的な支援措置として、ノートパソコンやモバイ

ルルータの機器等（ノート PC、Web カメラ及びモバイルルータ、各500台）を用意し、無償

で貸与した（資料7-5）。現在は、この支援を終了している。 

 

（イ）留年者及び休・退学者の状況把握と対処、補習・補充教育に関する支援体制 
休学・退学、留年等学籍に関する事項は、短期大学部教授会において規程に基づき審議

されており、逐次状況を把握している。学籍異動に関する学生からの相談については、ま

ずは豊橋教務課が申し出を受け付け、その後、ゼミ担当教員か、あるいは教学主任が異動

を申し出た理由を対面による面談で確認した後、同教授会に諮っている。 

前述の学習・教育支援センターでは、教学主任、学生部委員会委員、豊橋教務課長及び

豊橋学生課長がアドバイザーとなり、随時、学生を対象に学習上の相談の受付や履修指導

を行っており、学生の相談に応じる体制を整備している。 

学習上の相談を受けた結果、補習の必要がある学生については、学習・教育支援センタ

ー（資料7-6）のアドバイザーが学習方法等について適宜アドバイスを行っている。とりわ

け留年者に対しては、「留年生の学修指導」制度を2014年度から開始し、学生の学習意欲の

維持・向上の支援を目的として、卒業判定後に学修指導を行うこととしている。卒業判定

の結果を踏まえ、同教授会において留年生の学修指導対象者を確認し、ゼミ担当教員や教

学主任が面談をしている。面談を経て、継続して学習しても卒業が困難と判断される場合

は、学生の将来に配慮して進路変更を含めた適切な助言をしている。 

また、各セメスター終了後、単位修得状況によって、学年ごとに設定している基準に則

り、修得単位数不足（成績不振）学生に対して、指導教員または教学主任等が面談による

学修指導を実施している（資料7-7）。具体的には、該当学生本人及び保証人宛に郵送で案

内文書を送付し、ゼミ担当教員や教学主任等が面談や指導を行い、学生面談の結果は、面

談票に記載し、豊橋教務課へ提出する。面談票の情報は、「LiveCampus」に記録し、豊橋教
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務課内で情報共有を図り、その後の学生指導の際に活用している。 

なお、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）への対応を契機として、修得単位数不足

（成績不振）学生への学修指導については従前の対面による面談に加えて、電話や Web会

議システムを利用し、感染防止を図りながら柔軟な対応を行っている。 

 

（ウ）正課外教育 
正課の授業以外にも修学支援に関する取組みを行っている。 

2022年度は2021年度に比較して新型コロナウイルス禍が好転した影響で活動指針レベ

ルが引き下げられ、対面授業が増加し、2023年度には対面授業が原則となった。そのため

学習支援についての相談回数も漸減していく好循環が見られた。2022年度より、学修・教

育支援センターの新規事業の一環としてラーニングコモンズでの企画講座があり、4月～

11月末にかけて6回開催し、2023年度においても同様に開催した。いずれも新入生を対象と

したリアクションペーパーの書き方や、レポート・論文についての心構え、レポート・論

文を書くために知っておかなければならない「引用・参考文献の書き方」、「調査・アンケ

ートの調べ方」をテーマとして開催した(資料7-8)。また、卒業研究におけるテーマの選び

方や文書の添削等を1対1で行う「学習相談」を実施した（資料7-9）。 

さらには、国際交流に係る取組みとして、豊橋教務課管轄の「語学教育研究室」におい

て「Language Café」を毎週開催し、学生が外国語母語話者との会話を通して語学力を伸ば

し、異文化理解を深める試みを実施している。また、留学生と日本人学生の交流の場とし

て「Global Cafe」を週に一度開催し、ゲームやイベントを通じて日本や各国を相互に理

解する機会を提供している（資料7-10）。 

 

（エ）障がいのある学生に対する修学支援措置 
学生相談室、保健室、豊橋学生課、豊橋教務課、豊橋キャリア支援課との間で、障がい

のある学生への支援に係る情報を共有する場を適宜設けており、学生支援関連課室全体で

の支援を適宜行っている。情報共有の結果、学生相談室カウンセラーによるカウンセリン

グを勧めることもあり、カウンセリングを受けることによって自己理解が深まり、通院、

診断につながったケースもある。 

これまでも個別の状況に応じ、試験時間の延長、ノートテイカーの配置、履修している

授業担当者への配慮願の通知、機器対応等、様々な支援を行ってきた。 

また、「障害者差別解消法」が、2016年4月1日から施行されたことを受けて、「愛知大学

における障害のある学生支援に関するガイドライン」を策定した（資料7-11）。ガイドライ

ンには、社会的障壁の除去の実施について、合理的な配慮を行うことに努める旨を記載し、

今後は、主に、受入支援・学修支援・生活支援・キャリア支援などの観点から、障がいの

ある学生に対する差別的取扱いの問題の解消に努めている。 

さらには、「障害者差別解消法」の改正に伴って「合理的配慮の提供」が義務化されるこ

とを受けて、本学を含む愛知大学全体において、2024年4月1日より、新たに「学生生活支

援室規程」を制定し、「学生生活支援室」を設置することとした（資料7-12）。障がいのあ

る学生からの合理的配慮の提供に関わる相談から実施に至るまでのコーディネートを行い、

学生生活における障がいを理由とする差別の解消を目的としている。 
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（オ）自習環境・グループ学習環境整備 
豊橋図書館 1階にラーニングコモンズ（資料 7-13）を設置し、使用目的に応じてそれぞ

れ利用を促進している。このことにより、学生の自主的な学習活動を支援している。 

 

（カ）新型コロナウイルス感染症（COVID-19）への対応 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染拡大に伴い、2020年度春学期は全面遠隔

（オンライン）授業となり、2020 年度秋学期において一部の科目で対面授業を再開した。 

対面授業の再開にあたっては、何らかの事情により対面授業に出席できない学生が学修

上の不利益を被ることがないように「配慮願」を提出させる措置を講じた。あわせて、「配

慮願」を出した学生が自宅において対面授業を学修できるように、対面授業を同時双方向

（ライブ中継）型にするための教材提示システムの更新や、授業を収録したものを動画に

てオンデマンド配信するための機材を充実させた。これにより、対面授業を行いながら同

時に遠隔（オンライン）授業を行うことができるようになった。 

また、対面授業の再開にあたっては、学内において遠隔（オンライン）授業を受講でき

るように、上記（オ）に加えて自主学習のための教室を確保した。 

さらには、2020 年 9 月に新入生歓迎イベントを開催した（資料 7-14）。4月の入学以来、

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から全ての授業が遠隔（オンライン）で実施され

ており、一人で悩みや疑問を抱える学生が多かった。新入生歓迎イベントを開催すること

により、一緒に学ぶ仲間や教員、先輩学生と交流を深め、大学生活を実感してもらう機会

を提供した。2020 年度秋以降、徐々に対面授業を再開したため、上述のようなイベントは

開催していない。 

 

２．奨学金等の経済的支援に関する取組み 
「学生支援方針」に沿って、本学では経済的支援措置として様々な奨学金制度を設けて

いる。学内の奨学金等の各種支援措置を目的別に分類すると以下の通りである（資料5-14

【ウェブ】）。 

目 的 種 類 

経済援助目的 教育ローン援助奨学金 

愛知大学奨学金 

応急奨学金 

成績優秀者対象 学業奨励金 

就職支援 公務員試験合格者奨励制度 

キャリア開発講座合格奨励制度 

留学する在学生支援 交換留学奨励金 

認定留学奨励金 

留学生支援 私費外国人留学生学習奨励金 

愛知大学外国人留学生入学試験スカラシップ 

愛知大学私費外国人留学生授業料減免 
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新型コロナウイルス対応 新型コロナウイルス感染症対応緊急奨学金 

（2022年度をもって終了） 

 

また、学内制度に準ずるものとして、公益財団法人「愛知大学教育研究支援財団」が運

営する奨学金制度も整えられている。目的別に分類すると以下の通りである。 

 

目 的 種 類 

経済援助目的 一般給付奨学金 

後援会応急奨学金 

成績優秀者対象 後援会学業奨励金 

留学生支援 後援会私費外国人留学生給付奨学金 

学内の奨学金制度と愛知大学教育研究支援財団の奨学金制度を合わせると、2022年度の

採択実績は、延べ人数10人、支給金額969,600円である。 

また、日本学生支援機構奨学金（新規採用者と継続者）の 2022年度の受給者数は、給付

11人、貸与 38 人、合計 49人である。学内外の奨学金制度を合計すると、受給者の総数は

延べ 59 人にものぼり、学生数 158 人（2022 年 5 月現在）の 37.3％にも及ぶ。 

さらには、学生の修学機会の確保を目的として、高等教育の修学支援新制度の対象校に

認定されており、2023年度は21名の学生が授業料減免の対象となった。 

 

３．生活支援に関する取組み 

（ア）学生生活の相談、心身の健康保持・増進及び安全・衛生への配慮 
学生相談室及び保健室を設置し、学生生活の相談、心身の健康保持・増進及び安全・衛

生への配慮を行う体制を整えている。 

 

(1) 学生相談室 

学生相談室では、嘱託あるいは非常勤の公認心理師、臨床心理士、非常勤の精神科医及

び専任教育職員が相談業務に従事している。主な業務は個人面接である。自発的に、ある

いは誰かに勧められて来室した学生に対し、必要に応じて個人面接を行っている。面接を

進める過程で、学生自身が抱える問題を整理し、課題解決の糸口を見つけ、心の成長を支

援している。また、必要に応じて教職員が保護者と連絡を取り合い、学生の周囲にいる人

を支援するコンサルテーションや地域医療機関、関係機関を紹介するという形で連携を取

っている。 

また、学生の定期健康診断の際には、問診票に最近のこころの状態(悩んでいること・相

談したいこと)を尋ねる項目があり、気になる項目にチェックをした学生に対して、カウン

セラーがその場で面談し、継続面接につなげている。特に、新入生の健康診断は、入学時

の不安を受け止め、適応を促すことや、病歴や相談歴の把握により支援ニーズの早期発見

と来談へのつなぎとして機能している。下宿生活をする新入生には、必要に応じて下宿先

から近い病院を紹介している。直接カウンセラーと 1 対 1 で話をするため、オリエンテー

ションに比べてその後の来談につながっている。在学生については、継続来談をしている
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学生の経過のフォローや、春休み後の再会と相談予約を入れる場としても機能している。 

2020 年度入学の学生の中には、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に伴う遠隔（オ

ンライン）授業の影響で、友人関係を築きにくい学生もいた。また 2 年生に進級するとす

ぐに就職活動が始まり、十分な自己分析ができないまま卒業期を迎え、将来への不安や焦

りを抱え、学生相談室に支援を求めて来室する学生も見られた。このようなケースでは、

卒業研究の指導教員や地域のハローワークと連携をしつつ、卒業後に向けた支援につなげ

た。 

2021 年度以降においても、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響を受け、電話

相談やオンライン相談、メールでの相談申し込みを継続している。近年は、保護者からの

相談が多く、また、メールでの相談受付が増えた。 

また、2021年に「障害者差別解消法」が改正され、「合理的配慮の提供」が義務化される

こともあって、配慮を希望する学生が増加することとなり、相談室から配慮願を発行する

ことが増加した。配慮を求める内容は授業に係ることが主なため、豊橋教務課と連携をし、

サポートを行っている。 

これらの支援体制は、「LiveCampus」掲載の「学生生活」（資料 7-15 P.37）、「学生相談

室のご案内」、学生相談室ホームページ（資料 7-16【ウェブ】）にて学生へ周知している。 

 

(2) 保健室 

保健室には、嘱託や臨時職員等の保健師や看護師が配置されている。 

学生の定期健康診断は、各校舎にて毎年 3月末から 4 月上旬にかけて実施している。新

型コロナウィルス（COVID-19）に対応して、でき得る限りの感染防止対策を講じながら実

施している。学生の協力もあり、結果的に健康診断会場でのクラスターは一件も発生する

ことなく終えることができている。短大は例年健康診断の受検率が非常に高く、2023 年度

は、1年生は 95.9％、2 年生は 95.4％の受検率であった。 

健康診断時には、問診により心身の状態を確認し、必要に応じて面談を実施している。

そして、疾患等を抱えていることで授業に不安を感じている学生には、必要に応じて配慮

願も発行し、安心できる環境づくりに努めている。また、「学生生活」や保健室ホームペー

ジ（資料 7-17【ウェブ】）により、注意喚起や健康情報の提供も実施している。 

 

（イ）各種ハラスメント防止に関する体制及び学生への案内 
2011 年 8月、従来のセクシュアル・ハラスメント相談体制から、アカデミック・ハラス

メント、パワー・ハラスメント及びアルコール・ハラスメント等を含めたハラスメント全

般を対象とした体制へと発展させた。関連規程等としては、「ハラスメント防止ガイドライ

ン」（資料 7-18）、「愛知大学ハラスメント防止人権委員会規程」（資料 7-19）、「愛知大学ハ

ラスメント及び職員懲戒に係る事実関係調査に関する規程」（資料 7-20）、「愛知大学ハラ

スメント相談窓口に関する規程」（資料 7-21）が整備されている。各種ハラスメント問題

については、短期大学部、愛知大学の各学部、及び事務局から選出された教職員を委員と

し、人事課長を幹事とするハラスメント防止人権委員会が扱うことになっている。また、

本学、愛知大学の各学部及び各校舎事務局において相談員が選任されており、学生相談室

及び保健室が相談窓口となっている。このほか、学外における相談窓口を設置し、心理カ
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ウンセラーがこの任に当たっている。また、ハラスメントに関する相談、救済及びその対

応のためにコーディネーターを配置している。相談者（訴えた者）は、直接、学外の相談

窓口又はコーディネーターに相談することも可能となっている。なお、コーディネーター

は、現職の弁護士に委嘱している。 

学生への周知については、「LiveCampus」へ掲載し、学生へ配付している「学生生活」（資

料 7-15 P.61～66）、学内掲示等で行っている。 

本学の学生は女子学生のみであり、より一層の配慮が必要となる。そこで、本学では卒

業研究及び就職指導における教員の指導のあり方について見直し、「学生指導等における

配慮と方法に関する指針について（お知らせ）」（資料 7-22）を本学の取組みとし、

「LiveCampus」に掲載するとともに、1 年生対象のガイダンス等を通じて直接全学生に周

知している。 
 

（ウ）学生の交流機会の確保 
学生の要望に対応した学生支援として、本学学生により組織されている「短大学友会」

による交流支援活動がある。例えば、先輩である 2年生の経験から発案・企画されたもの

では、入学直後の不安な 1年生をサポートするため、新入生オリエンテーション期間に「学

友会相談ブース」を設置し、教職員には聞けない些細なことや諸手続きのための案内、サ

ークル・クラブ紹介、学内施設説明、履修登録相談、就活・編入学相談、情報機器操作補

助など、1 年生がスムーズに学生生活がスタートできるよう寄り添う活動を行っている。

毎年、多くの 1 年生の相談・サポートを行い、1 年生と 2 年生が交流する貴重な機会にも

なっている。さらに、このサポートを受けた 1 年生が、短大学友会役員に参加し、翌年の

活動の中心的存在になるなど、学年の垣根を超えた主体的な取組みが継承されている。 

学友会では、豊橋学生課や学生部委員の支援を受けながら、七夕会やクリスマス会、卒

業祝賀会などを企画運営し、学年を超えた交流活動を行っている。 

 
４．進路支援に関する取組み 

（ア）進路選択に関わる指導・ガイダンスの実施 
本学を含む愛知大学では、学生の進路支援に関しては、キャリア支援センターが「愛知

大学･包括的キャリア形成支援システム（CISA：Career Integrated Systems for Aichi 

University）」にて学生のキャリアデザイン形成支援、就職活動の支援を行っており、多彩

な事業を展開している。具体的には、①キャリアデザインプログラム、②就職活動支援プ

ログラム、③キャリア開発講座の企画・運営、の 3つの事業分野に分けられる。 
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(1) キャリアデザインプログラム（資料 7-23）（資料 7-24）（資料 7-25）（資料 7-26） 

卒業をゴールとせず、2 年間の学生生活をトータルにサポートしている。そのため、本

学を含む愛知大学では、正課外の産官学連携プログラムとして、低年次向けキャリアデザ

インプログラムである「CAREER FIELD」を実施している。 

また、本学卒業生の進路を具体的に明示するとともに、有意義な学生生活を送るヒント

を記載した「キャリアデザインガイド」を作成し、新入生オリエンテーション時に配布の

上、「ミライ発見セミナー」を開催し、キャリアデザインプログラムへの参加を促している。 

2023 年度春季の低年次向けキャリアデザインプログラム「CAREER FIELD」としては、企

業や自治体と連携したプログラムとして、「名鉄商店新商品開発プロジェクト」、「豊根村い

ただきファーム」、Career Field Basic（通年アラカルト型）といった 9 種類の体験型プ

ログラムを実施した。夏季には「金城ふ頭まちづくりチャレンジ」など 4 プログラムを実

施、秋季も「越前おおので新商品をプロデュース」など 6 プログラムを用意している。 

これらのキャリア形成支援を通じて将来の目標を持つことで学業や学生生活をより充

実させ、成長を促している。 

 

(2) 就職活動支援プログラム 

1 年次 4 月の第 1 回キャリア支援ガイダンスを皮切りに、業界研究セミナー、企業セミ

ナーまで、多彩な支援活動を展開している。主な活動内容は以下の通りである。 

 

キャリアデザイン形成・就職活動支援 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

キャリアデザイン 就職活動・ 
編入学支援 キャリア開発講座 

CAREER FIELD 
・新商品開発型 

・農業体験型 

・課題解決型 

・業界企業理解型 

・地域創生型 

など 

 

就職活動支援 
・キャリア支援 

ガイダンス 

・業界研究セミナー 

・企業セミナー 

・オンデマンド 

配信講座 

・カウンセリング 

編入学支援 
・編入者座談会 

・個別添削、面接練習 

・日商簿記検定講座 

・FP 技能検定講座 

・秘書技能検定講座 

・旅行業務取扱講座 

・IT パスポート講座 

など 
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■キャリア支援ガイダンス 

年 3 回開催。具体的には、就職活動の概要説明、最近の企業の採用動向や特徴、卒業生

の就職実績、自己分析・業界研究の方法、就職活動に関するイベント実施案内など就職活

動を網羅的説明し理解を促している。また、初回ガイダンスで本学を含む愛知大学で作成

しているオリジナル就活手帳「CAREER GUIDE BOOK」を配布している。新型コロナウイルス

感染症（COVID-19）の感染拡大防止のため、2020 年度からはオンライン中心の実施として

いたが、2022年 9月以降のガイダンスでは、感染防止対策を徹底したうえで豊橋キャリア

支援課との連携により、対面での実施とした。学生の参加率も高くキャリア意識向上に役

立っている。 

 

■業界研究セミナー・企業セミナー 

本学を含む愛知大学では、10 月～3月を中心に業界研究セミナー、企業セミナー、官公

庁セミナーを実施しており、業界研究と企業理解と研究ができるようにしている。例年延

べ 400社の企業・官公庁に参加いただいており、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

拡大の影響を受け、2020、2021 年度はオンライン実施としていたが、2022 年度からは感染

拡大対策を徹底したうえでの対面説明会も実施している。 

 

■就職支援イベント・個別支援 

上記のほか、オンデマンド配信にて、エントリシート書き方講座、志望動機作成講座自

己分析講座、グループディスカッション対策講座・インターンシップ講座なども展開して

いる。さらに 1 対 1 での進路カウンセリングを重視しており、カウンセラーを配置し、学

生個々の相談に対応している。2022 年度の個別相談等の延べ履歴件数は 253 件となってい

る。2020 年度以降、感染防止対策及び学生の利便性向上の観点から、対面だけではなくオ

ンラインによる個別面談を実施、全員面談も展開し学生支援を行っている。また、就職活

動状況に応じ個別の声がけと相談受付を実施している。キャリア支援センター豊橋（豊橋

キャリア支援課）では、学生が気軽に利用できるフリースペースがあり、PCを設置、自由

に閲覧、貸し出しも可能な就職関連書籍を配架、求人票やインターンシップ、会社説明会、

合同企業説明会案内などの資料も掲示し、キャリアに関する情報提供を行っている。あわ

せて、防音・照明を完備した個別ブースを設置し、昨今のオンライン面接にも対応してい

る。 

また障がいのある学生への支援については、学生相談室と情報共有し、連携してキャリ

アカウンセリングを実施する体制を整えている。豊橋キャリア支援課内に担当者を置き、

学生の情報を集約するとともに学生相談室と相互の協力を確認し、支援を行う体制として

いる。さらに障がいをもつ学生へのガイダンスも実施、ハローワークの担当者とも連携し、

継続的なフォローの体制も整えている（資料 7-27）。 

 

■大学進学（編入者）への対応 

 本学から愛知大学、及び他大学への編入を希望する学生は毎年一定数いる。2023 年度愛

知大学編入学指定校制推薦入試では、志願者 24名、2024年度では志願者 18名である。編

入学は本学学生にとって重要なキャリアパスの一つとなっていることから、キャリア支援
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課の主導による支援を行っている。本学卒業生で愛知大学に編入した学生と、編入志望者

との座談会を開催し、在学生に進学についての知識や心構えを知ってもらう機会を設けて

いる。あわせて個人面談において志望理由書の添削や面接練習など受験者へのフォローを

行い、直前期の 8 月 1 か月間では 2021 年度には延べ 18 件、2022 年度は延べ 38 件、2023

年度には延べ 40 件対応している。また、2022 年度、2023 年度の他大学への進学者は、金

城学院大学、椙山女学園大学、日本大学となっている。 

 

(3) キャリア開発講座の企画・運営（資料 7-28） 

正課授業においても簿記会計実務や、特別講座で FP関連の講義を実施しているが、より

深く学べるように、公務員講座、教員採用試験講座の運営や、各種資格試験（秘書技能検

定、FP技能検定など）対策、語学力修得対策のための講座を運営している。2022年度の受

講者数は各講座合わせて延べ 32 名であり、将来に向けて実践的な学びを求める学生に対

応している。学生のアンケートをもとに質の高い授業を提供し、多くの資格試験では全国

平均を超える実績を残している。また、DX化の観点から、一部の講座を除き、オンライン

＋オンデマンド＋対面のハイブリッド講義を展開している。 

 

（イ）キャリア支援に関する組織体制の整備 
学生の就職に関わる学内組織として、各学部から選出された委員からなるキャリア支援

センター委員会を設置している。隔月で委員会を開催し、キャリア支援に関する情報や取

組みについて議論した上で、教授会に発信することで、学生の就職支援の強化に結び付け

ている。また、キャリア支援センター長、学生支援事務部長、名古屋・豊橋キャリア支援

課長及び係長の間では定期的に情報交換を実施し、愛知大学名古屋校舎と豊橋校舎が一体

となりオールセンター・ワンセンター体制を推進している。さらに、学内のグループウェ

アをより活用できるようにするため、リアルコミュニケーションを促進し、キャリア支援

課全体のチーム力を強化している。 

また、2018年度に内定者から社会で活躍する卒業生までを一体化した、新たな「キャリ

アサポートコミュニティ」として、「Ai-CONNEX」を設立した（資料 7-29）。大手・地元有力

企業で活躍する卒業生及び内定学生を「キャリアアドバイザー」として登録し、同窓会及

び後援会とも連携して現役生のキャリア形成支援、就職活動支援において人生の先輩とし

て、その業界・企業の一員としての良きアドバイスをいただいている。 

 

５．部活動・ボランティア活動等の正課外の活動への支援に関する取組み 

学生ボランティア活動については「学生支援方針」にも掲げているが、学生自身が自主

的・積極的にボランティア活動にかかわっていけるよう、情報収集に努め、学内掲示板等

を活用して、関係資料を掲示している（資料 4-9【ウェブ】）。 

学内ボランティアクラブ・サークル団体としては、豊橋日曜学校、児童文化研究会、手

話サークルがある。また、サークルではないが、広義のボランティア活動として、主に愛

知大学の地域政策学部学生や教職課程履修者による地域イベントへの参加といった地域貢

献活動も行っている。 

また、2015 年 12 月に開設した「豊橋ボランティアセンター分室」を通じ、学生に対し
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て、様々なボランティア活動を紹介している。 

ほかにも、学生のボランティア精神を涵養させるため、豊橋・名古屋両校舎の共通の活

動として、大学創立 50 周年記念事業の一環として 1995 年から日本沙漠緑化実践協会が主

催する沙漠緑化活動に特別隊を編成して参加し、中国内モンゴル自治区クブチ沙漠緑化を

目的としたボランティアを派遣している（公益財団法人愛知大学教育研究支援財団「緑の

協力隊」助成事業）。これまでに延べ 26回、計 793 名（一部学外希望者含む）が参加し、

約 20,000 本の植林を達成している。 

なお、2020 年度以降は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響を受け、名古屋・

豊橋校舎ともに、学内ボランティアクラブ・サークル団体の活動は、全て中止していたが、

現在は、活動を再開している。「緑の協力隊」については、活動を実施できない状況が続い

ており、2022年度も実施できていない。 

また、本学では、併設する愛知大学と一体で、スポーツの様々な活動を奨励することと

して、2019年度に「愛知大学スポーツ憲章」（資料 7-15 P.47）を定めた。ここでは、本学

におけるスポーツの意義を再確認し、5 項目による憲章を定めることとした。この憲章を

踏まえ、具体的なスポーツ活動に関する政策の検討を進めている。 

 

点検評価項目③：学生支援の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、

その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 
 
評価の視点１：適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

評価の視点２：点検・評価結果に基づく改善・向上 

 

学生支援に関する取組みについては、特に取り組むべき課題について「第 5 次基本構想」

の中で取り上げ、進捗や状況の変化に応じて毎年の事業計画書に落とし込み、それを事業

報告書として総括することで、点検・評価が繰り返し行われている。それがまた次の「基

本構想」につながることにより、持続的な点検・評価が実施されるという仕組みが構築さ

れている。また、事務局からの視点として、「課室別目標管理」においても、点検・評価が

実施されている。 

 

上記以外にも、学生支援に関する自己点検・評価は、以下の通り、各組織・委員会でも

実施している。 

 

主な項目 主な組織・委員会 主な事務局 

修学支援に関する取組

み 

教学委員会 

学習・教育支援センター委員会 

豊橋教務課、 

学習・教育支援センター 

奨学金等の経済的支援

に関する取組み 

学生部委員会、教学委員会、キャリア

支援センター委員会、国際交流委員

会、など 

豊橋学生課、豊橋教務

課、豊橋キャリア支援

課、国際交流課、校友課

など 
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生活支援に関する取組

み 

学生部委員会 

学生相談室運営委員会 

豊橋学生課 

保健室 

学生相談室 

進路支援に関する取組

み 

キャリア支援センター委員会 豊橋キャリア支援課 

部活動・ボランティア活

動等の正課外の活動へ

の支援に関する取組み 

学生部委員会 

運動部長協議会 

ボランティアセンター委員会 

スポーツ支援センター 

豊橋学生課 

 

１．修学支援に関する取組み 

修学支援に係る点検・評価のうち、休学者・退学者の状況把握については、学籍異動を

短期大学部教授会において審議する際に教授会構成員が異動理由などを確認し、修学指導

の状況を点検・評価している。 

学生からの様々な要望、問題点の指摘については、担当部署が適切に対応している。ま

た、学生から教員に直接伝えられた要望、苦情、問題点などは、担当部署や教授会等に伝

達される。 

 

２．奨学金等の経済的支援に関する取組み 

日本学生支援機構奨学金について、採用状況を学生部委員会にて報告している。また、

応急奨学金及び教育ローン援助奨学金については、学生部委員会にて採否を審議している。

公益財団法人愛知大学教育研究支援財団の各種奨学金の推薦については、学生部委員会に

て審議している。 

学生の課外活動については、スポーツ、学術・文化面において活動実績向上となるよう

支援している。また、例年、公益財団法人愛知大学教育研究支援財団の表彰対象として、

学生部委員会（運動部長協議会）にて推薦し、より一層の実績づくりを促している。 

 

３．生活支援に関する取組み 

学生相談室については、相談状況や活動内容を適宜取りまとめ、総括し、定期的に短期

大学部教授会へのフィードバックを行っている（資料 7-30）。 

 

４．進路支援に関する取組み 

前述のキャリアデザインプログラムについては、プログラム終了後にアンケートを実施

し、振り返りとともにプログラム参加で得たもの、気づき、今後の大学生活への取組みや

抱負などを自己概念の成長を促している。 

1 年次対象のキャリア支援ガイダンスでは、理解度、感想、要望など終了時のアンケー

トを実施している。 

就職活動を終了した学生に対しては、Web による「在学生のキャリア形成、及び進路に

関するアンケート調査」を実施している。 

これらのアンケートでの学生からの要望をキャリア支援センター内で吟味し、可能な限
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り支援・反映している。 

また、卒業生（卒業後 4 年目）に対する満足度調査アンケートを実施し、現役生の就職

支援に反映させている。 

 

５．正課外活動の支援に関する取組み 

運動部長協議会では、年に 1 度、クラブ・サークル代表者との情報交換会を行っている。 

そこでは、クラブ・サークルの代表者からの様々な意見を聴取し改善に活かしている。

要望に対する主な対応としては、施設の老朽化等に伴い部活動に支障がでてきている施設、

設備の把握や課外活動で必要となる備品、物品等の支給を行っている。また、大学スポー

ツ協会（UNIVAS）からの情報提供、普通救命救急講習等を行うとともに、学生の安全・安

心な部活動を支援するために、例えば、熱中症対策について、父母後援会からの支援を受

け、飲料、飴等の物品を配布し、施設管理者である体育研究室と連携して学生の安全確保

に努めている。 

 

（２）長所・特色 
学生支援に関して、学生の自立を促すため、学生の様々な主体的な活動を推奨しており、

本学の伝統的な自由な校風の中、正課の授業以外にも、資格取得、クラブ・サークル活動、

ボランティア活動、ピアサポート活動、アルバイトなど、学生個人の目標に対して、各種

学生支援が総合的に行われている。 

進路支援に係わっては、キャリアデザインプログラム及び就職活動支援プログラムのい

ずれにおいても参加学生からのアンケートや面談結果や現場での情報を、キャリア支援課

全体で共有・分析し、さらにキャリア支援センター委員会にて報告し、事業の改善に役立

てている。教職連携並びに部署間連携を強化することで、各種事業内容の充実化を推進し

ている。 

また、低年次向けキャリアデザインプログラム「CAREER FIELD」は 1 年次からの社会人

基礎力の養成や望ましい職業観の醸成に有効な手段であることから、多くの参加を促す募

集活動を精力的に実施している。 

2020 年 3月以降、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響で進路支援の環境整備

が急務となり、これまでのリアル（対面支援）からオンライン主導型支援へ切り替えた。

その後、ウイズコロナに対応して対面とオンラインのハイブリット型支援を実施している。 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）への対応として、海外の大学が受け入れ不可等

の事由により自身の状況に急な変更が生じた学生に対応できるよう、休学願・休学取消願

の申請期限の配慮、留学取消の対応、海外の大学等での単位修得科目の単位認定手続き期

限の配慮など、柔軟な対応を行った。 

 

（３）問題点 
進路支援に関する課題として、まだ高校を卒業して間もない入学後半年の時期から、卒

業までの短い期間に就職活動をこなさなければいけないという時間的余裕のなさに加え、

短大生の就職先として一般的であった「一般職」の枠が減りつつあることから、学部生と

同じステージにて就職活動を行っていく必要がある。また、選択肢に編入学があるなど、
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本学学生の実情にあわせて多様な支援を実施する必要がある。これらに対応するため、キ

ャリアガイダンスや個別面談に加え、編入者座談会、求人紹介セミナーなど効果的な支援

を実施するようにしているが、今後についても新たな取組みを模索していく必要がある。 

 

（４）全体のまとめ 
本学では、「建学の精神」に基づく大学の目的を実現するために、「学生支援方針」を定

め、それに則した学生支援の体制の整備に努めている。 

学修支援に関する取組みに関しては、留年者、休学者、退学者、留学生、障がいのある

学生など、様々な学生に対応した体制を整え、支援にあたっているほか、正課外教育や自

習環境・グループ学習環境の整備にも取り組んでいる。 

奨学金等経済的支援に関する取組みに関しては、本学独自に奨学金制度を整えているほ

か、公益財団法人愛知大学教育研究支援財団が運営する奨学金制度も整えられており、充

実したものとなっている。高等教育の修学支援新制度の対象校にも認定されている。 

生活支援に関する取組みについては、学生相談室や保健室を整備しているほか、各種ハ

ラスメントを防止するための体制を整えている。また、障がいのある学生に対する支援と

して、「合理的配慮の提供」が義務化されることを受けて、2024 年 4 月 1 日より、新たに

「学生生活支援室規程」を制定し、「学生生活支援室」を設置することとした。 

進路支援に関する取組みに関しては、主にキャリア支援センターが学生のキャリアデザ

イン形成支援、就職活動や進学の支援を行っており、①キャリアデザインプログラム、②

就職活動支援プログラム、③キャリア開発講座の企画・運営等、多彩な事業を展開してい

る。学生の多様なニーズに対応した取組みの結果、卒業者に占める就職者の割合は、2021

年度 78.5％から 2022年度は 90.0％と向上している。新型コロナウイルス感染症（COVID-

19）に対応し、ウイズコロナにおける対面とオンラインのハイブリット型支援を発展させ

るとともに新たな試みを展開している。 

学生ボランティア活動に関しては、学生自身が自主的・積極的にボランティア活動にか

かわっていけるよう、情報収集に努め、学内掲示板を活用して、関係資料を掲示している。 
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第８章 教育研究等環境 

 

（１）現状説明 
点検評価項目①：学生の学習や教員による教育研究活動に関して、環境や条件を整備する

ための方針を明示しているか。 
 
評価の視点 ：短期大学の理念・目的、各学科・専攻科の目的等を踏まえた教育研究等

環境に関する方針の適切な明示 

 

本学では、併設する愛知大学と一本化し、「教育研究等環境の整備に関する方針」（以下、

「環境整備方針」）（資料 8-1【ウェブ】）を定めている。2011年度第 13 回学内理事会（2011

年 12 月 5日開催）において、「環境整備方針」を策定し、その後も、定期的に見直しや確

認がなされ、2020年度第 10回自己点検・内部質保証委員会（2021 年 1 月 14日開催）での

確認を最後に、現在に至っている。この「環境整備方針」は、策定段階で短期大学部教授

会、併設する愛知大学の各学部の教授会、関係委員会、事務局各課室に照会・配付し意見

を求めているほか、公式ホームページにも掲載し、学内関係者の間で共有され、学外に対

しても広く周知されている。 

 

点検評価項目②：教育研究等環境に関する方針に基づき、必要な校地及び校舎を有し、か

つ運動場等の教育研究活動に必要な施設及び設備を整備しているか。 
 
評価の視点１：施設、設備等の整備及び管理 

・ネットワーク環境や情報通信技術（ICT）等機器、備品等の整備、情報

セキュリティの確保 

・施設、設備等の維持及び管理、安全及び衛生の確保 

・バリアフリーへの対応や利用者の快適性に配慮したキャンパス環境整

備 

・学生の自主的な学習を促進するための環境整備 

評価の視点２：教職員及び学生の情報倫理の確立に関する取り組み 

 

１．校地・校舎等の整備状況とキャンパス・アメニティの形成 

学校法人愛知大学は、本学と愛知大学の 2つの学校を設置しており、名古屋市中村区さ

さしま地区にある名古屋校舎、名古屋市東区にある車道校舎、愛知県東三河地方の中心地

である豊橋市にある豊橋校舎を主たる校地としている。 

本学は、その豊橋校舎に設置されており、その校地は全て本学と併設する愛知大学との

「共用」となっている。豊橋校舎は、緑も豊かで学生の教育・研究の場・充実した学生生

活の提供としてふさわしく、その校地面積は 159,781.9㎡であり、短期大学設置基準の規

定を充足する面積を有している。 

また、豊橋校舎は、40,406.7 ㎡の校舎面積を有し、その内、本学と愛知大学が共用する

面積が 28,808.5 ㎡、併設する愛知大学専用の面積が 11,598.1 ㎡となっており、短期大学



78 

設置基準が規定する面積を充足している。 

愛知大学は、1946年に陸軍第 15 師団（のち教導学校、陸軍予備士官学校）跡地に創立

された経緯から、師団が編成されてから 120 年の歳月を経て成長している高木ほか多くの

樹木に囲まれたグリーンキャンパスであることが特色といえる。図書館南側のキャンパス

中心地「そよかぜ広場」には広大な芝生広場があり、建物や樹木を合わせ持つグリーンキ

ャンパスの象徴となっている。学生は昼休みや講義の合間に、屋外ベンチ、テーブルを利

用して交流を深めている。 

豊橋校舎には、本学が置かれているほか、併設する愛知大学の文学部、地域政策学部、

大学院文学研究科が設置されており、人文及び地域文化・地域連携のための教育の拠点と

なっている。 

豊橋校舎は、順次施設の更新は行ってきているものの、老朽化が進んでおり、近い将来、

耐用年数に達する施設が複数存在している。そのため、2018 年 7 月、「豊橋校舎の施設整

備方針」（資料 8-2）を定め、大規模な再開発計画を進めることとなった。豊橋校舎施設整

備委員会を発足し、より具体的な施設整備計画の検討を進め、2022 年 5 月に施設整備の基

本設計案が、10 月に実施設計案が、それぞれ理事会にて承認された。 

新棟建設に関して、2023 年 4 月中旬から 3号館を解体し、2023年秋から 2025 年春まで

の 1 年半をかけて新棟を建設する計画を進めている。その後の付帯工事及び引越しを経て、

2025 年秋に 1、2 階を、翌 2026 年春に 3、4 階の図書館エリアをオープン予定である。こ

の間は、既存の 2、6、7 号館の教室で授業を行うよう調整している。 

あわせて、2022 年より夏休みや春休み期間を中心に既存建物の改修を順次行っている。

また、2023年 7月から 2024年 3 月にかけて、「愛知大学前駅」に隣接する副門から本館ま

でのメインストリートにおいて、顔づくりとなるランドスケープ工事を行う計画としてい

る。 

豊橋校舎の施設設備の現況は、以下の通りである。 

 

(1） 教育施設 

教室、情報処理学習施設、語学学習施設等は、本学と併設する愛知大学とで共用してお

り、豊橋校舎全体で 102 室を有している。その内訳は、大学基礎データ（表 1）の「教室

等施設」に記載した通りである。 

これ以外に、図書館の中にグループ学習室、メディアゾーンを設けているほか、2 号館 1

階に学生が自由に利用できるラウンジ等も設けており、学生が自習や人的交流を行えるよ

う配慮している。 

また、教室においては、アクティブ・ラーニングや PBL(Project Based Learning、課題

解決型学習）型など、学生の能動的な学習を促進できるような授業内容・方法に柔軟に対

応できるよう、近年、可動式机・椅子への変更を進めている。 

 
(2） 厚生施設 

愛知大学前駅に繋がる副門から北側エリアは厚生エリアとなっている。メインの建物は、

学生生活を支える売店や食堂、旅行サービスなどが集結する厚生施設「逍遥館」である。

その 2階にあるトイレを、2022年 3月にリニューアルし、オールジェンダートイレを 2つ、
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女性トイレフィッティングルーム、女性トイレスタイリングコーナー、トイレエリア外に

も手洗いカウンター等を設置した。9 月に豊橋校舎 1 階生協購買部がリニューアルし、12

月に東海地方並びに全国の大学施設に初出店となる無人決済コンビニがオープンした。 

厚生エリアの東側は体育施設があり、2022 年 9 月に人工芝に改修したグラウンド、2 つ

の体育館、テニスコート、屋内練習場、トレーニング場、合宿所、馬場等を備えている。

教室棟近くに配置されている「梢風館」には女性専用のサークル室、談話室があり、本学

学生は、短大独自クラブ・サークルに加え、学部の部活・クラブ・サークルに加入し、交

流を通して厚生施設を利用している。 

 

(3） 人にやさしいキャンパス 

豊橋校舎のバリアフリー対応について、主要な箇所には点字ブロックが敷設されており、

校舎副門に隣接する豊橋鉄道渥美線愛知大学前駅を基点として必要な建物への経路が確保

されている。教室・研究室等の主要な建物にはエレベーター及び多機能トイレが設置され、

段差のある建物にはスロープが設置されている。また、本館西側には障がい者用駐車スペ

ース等が設置されており、バリアフリー対応がされている。 

 

(4） 環境に配慮したキャンパス 

豊橋校舎は、約 5万坪に及ぶ広大な校地と自然に囲まれ緑が多く、キャンパス・アメニ

ティを形成する上での大きな要素となっており、学習・教育環境として最適である静謐さ

を十分に保つことができ、その保守には一定の経費をかけ環境整備を行っている。 

 

(5） 愛知大学記念館 

上述の通り、愛知大学は、陸軍第 15 師団（のち教導学校、陸軍予備士官学校）跡地に

1946 年に設立された。 

築後 110 数年を数える旧陸軍第 15 師団司令部棟は、愛知大学創立後は愛知大学本館と

して利用し、その後、国の登録有形文化財に登録され愛知大学記念館として現存している。

大学記念館には、愛知大学設立者・名誉学長本間喜一展示室、大学史展示室、近衞家 4代

の書展示室、山田良政・純三郎兄弟、孫文展示室、中部地方産業研究所ガラ紡展示室、綜

合郷土研究所展示室等がある。愛知大学記念館は明治の近代建築としての価値に加え、教

養を得る場所として学生、一般にも公開しており、本学の授業でも活用されている。東亜

同文書院大学記念センターほか研究所による特別展示会、毎年創立記念月に開催する平松

礼二画伯展（愛知大学卒業生）等を開催している。 

 

２．校地・校舎・施設・設備の維持・管理、安全・衛生の確保 

（ア）校地・校舎・施設・設備の維持・管理 
校地・校舎・施設・設備の維持・管理については、本学と併設する愛知大学が一体とな

って取り組んでおり、建物及び構築物等に係る計画及び運用について検討することを目的

として、豊橋校舎施設委員会(資料 8-3）を置いている。豊橋校舎施設委員会は、施設委員

会規程第 4 条で定める通り、①各校舎に関わる施設の建設及び管理・修繕計画の策定、②

各校舎に関わる樹木等の整備計画の策定、③その他、施設に関連する事項を所管すること
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とし、施設・設備の維持・管理に努めている。 

 

（イ）安全の確保 
安全の確保については、施設・設備の維持・管理の中で最も重点をおいて行っている。 

耐震補強工事について、豊橋校舎では 2003 年度に 2・7号館、2007 年度に図書館第 1書

庫の耐震工事を実施し、2019 年度には 2・5・6・7 号館の躯体健全度調査を実施している。

また、アスベスト対策については、2000 年度に第 1、第 2 サークル棟及び体育館の一部に

ついて封じ込め工事、2009年度に図書館の第 1書庫で除去工事を行い、現在、使用中の豊

橋校舎構築物のアスベスト対策は全て完了している。 

また、警備員が 24 時間常駐する守衛室、館内の主要な箇所に ICカードリーダー、防犯

カメラ、AED を設置するなどして、在館者の安全及び校舎の財産保全に努めるとともに、

地震災害に備えるため、エレベーター地震管制及び緊急地震速報を導入して、在館者の二

次災害の発生抑制に努めている。そのほか、大規模な地震が発生した場合を想定し、速や

かな学生・教職員の安全確保や安否確認を行うために全学地震防災訓練を 2009 年度から

毎年実施している。2019 年度までは、全学生・教職員合同による地震を想定した避難訓練

を実施していた（資料 8-4）が、2020 年度以降については、新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）を考慮し、オンライン上で可能な安否確認訓練や、防災隊による避難経路の

確認など、対策を取りながら防災訓練を実施している（資料 8-5）（資料 8-6）（資料 8-7）。

また、本学において発生または発生することが予想される様々な事象に伴う危機に、迅速

かつ的確に対応するため、「危機管理に関する規程」（資料 8-8）を制定し、危機管理委員

会を置いている。 

 

（ウ）衛生の確保 
衛生の確保については、「危機管理に関する規程」第 9 条に基づき、危機管理委員会感染

症対策部会を設置し、各校舎には労働衛生委員会を設置して、全学的に対応している（資

料 8-9）（資料 8-10）。また、危機管理委員会感染症対策部会により、感染症罹患時の登校

基準（資料 8-11）（資料 8-12）（資料 8-13）を設けている。日常的には、新型コロナウイ

ルス感染症（COVID-19）、新型インフルエンザ、マイコプラズマ肺炎、麻疹などの感染症の

流行について、学内の掲示、イントラネット等によって情報提供を行うとともに、各校舎

内主要箇所に手洗いジェル等を配置して感染予防を行ってきた。これらの施策に加え、新

型コロナウイルス感染症（COVID-19）対策として、各フロアへの消毒薬の設置等、感染症

対策を一部継続して実施している。 

また、豊橋校舎の研究館建設時に、ホルムアルデヒド等の揮発性有機化合物（VOC）及び

総揮発性有機化合物（TVOC）の濃度とも学校環境衛生あるいは建築基準法の基準濃度を満

たすものとした。さらに、豊橋校舎の研究館では、2 エチル 1 ヘキサノールも検査対象と

し、より安心、安全な施設のための整備を行っている。 

 

３．ネットワーク環境や情報通信技術（ICT）等機器、備品等の整備、情報セキュリティ

の確保 

情報関連設備について、各校舎に情報メディアセンターを設置している（資料 8-14【ウ
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ェブ】）。また、情報関連設備の維持・管理については、ICT企画会議（資料 8-15）が所管

している。同会議は、本学における ICT（Information and Communication Technology）

を活用した環境全般の適正な企画・整備・運営を図り、教育・研究活動の発展と事務の高

度化に資する ICT環境を提案することを目的として、学内理事会の下に設置している。ま

た、ICT 企画会議のもと、本学及び併設する愛知大学の各学部代表者から構成される ICT

委員会があり、各単位からの意見を元に教育研究における情報環境の整備計画の策定及び

運営を行っている。なお、同会議及び同委員会主導で近年に実施した事業は次の通りであ

る。 

学内においてサーバーの仮想化基盤を構築・運用しており、情報メディアセンターが提

供する各種サービスだけでなく、教務システム（LiveCampus）や経理システム、人事シス

テム等各種システムについても仮想基盤上に構築・運用し、学内サーバーの集約をおこな

っている。また、高速な無線 LAN 機器を導入し、豊橋校舎においても建屋内の多くエリア

（資料 8-16【ウェブ】）をカバーしている。また、BYOD（Bring Your Own Device）にも対

応している。災害時に備えて学生個人のデータドライブは校舎間での持ち合いを行うとと

もに、教務システム、財務システム、人事システム及び固定資産管理システムといった大

学運営の根幹をなすシステムの全データを日次でクラウドへ保管し、復興時に復旧が容易

に可能な体制を構築している。さらに 2018 年度より次世代型ファイアウォールを導入し、

入口・出口での通信の監視強化、不正な通信の遮断、警告の通知などのセキュリティ向上

を図り、さらに 2020 年度より URL フィルタリングを導入して危険なサイトへのアクセス

を遮断して、安心安全な学内 LAN を提供している。コアスイッチやディストリビューショ

ンスイッチ、エッジスイッチについても定期的に更新して機器故障による通信障害を最小

限に抑え、ネットワーク機器やサーバーは 365 日 24時間監視を行い、障害の早期発見、ダ

ウンタイムの最小化を図っている。 

豊橋校舎においては、パソコン教室等のパソコンを順次入れ替えるとともに各教室のソ

フトウェアも見直すなど、豊橋校舎全体の情報教育環境を充実させる取組みを進めている。

なお、豊橋校舎施設設備計画に従い、既存の情報関連教室が集中する 4 号館を取り壊し、

2025 年度に新たに建設する新棟に移設し、情報教育環境をより充実させるべく準備を進め

ているところである。 

なお、2020 年度においては、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）感染拡大防止対策

のため全科目を遠隔（オンライン）授業で実施することとなった。そのための環境整備と

して、遠隔（オンライン）授業の基点となる「Moodle」のサーバー強化、授業動画を配信

するための動画配信サーバー強化及び Office 365 Stream のライセンス準備、同時双方向

（ライブ中継）型授業を行うための Office 365 「Teams」及び「Zoom」のライセンスを準

備するとともに、各教室で Zoom 等への動画取り込みができる授業配信システムや、簡易的

な授業動画撮影スタジオ（教室）を設置した。 

また、前述の通り、パソコンやモバイルルータの機器等を経済的な理由や、当時の社会

情勢による商品の不足により、すぐに購入することができない学生に向け、各自での準備

が整うまでの緊急的な支援措置として、ノートパソコンやモバイルルータの機器等（ノー

ト PC、Webカメラ及びモバイルルータ、各 500台）を用意し、無償で貸与した（資料 7-5）。 
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４．情報倫理の確立に関する取組み 

情報倫理について、入学時の新入生オリエンテーションでのガイダンスや、正課科目「情

報と社会」（資料 8-17）などの情報系科目での教育に加え、学生相談員（情報メディアセ

ンター学生アルバイト）による情報セキュリティ 10ヵ条（資料 8-18【ウェブ】）の「ポス

ター掲示」などのセキュリティ啓蒙活動を行い、「Moodle」のコンテンツとして「INFOSS 情

報倫理」を設置し、24 時間どこからでも情報倫理が学べる環境を提供している。教員につ

いては毎年「情報セキュリティの手引き」（資料 8-19）の配布、標的型メール攻撃訓練な

どを実施し啓蒙活動を行っている。事務職員については情報セキュリティチェックシート

に基づく内部監査の実施、事務職員向け情報セキュリティの手引の配布など、情報倫理及

び情報セキュリティの向上のための試みを継続的に進めている。さらに、情報セキュリテ

ィ上緊急的に案内が必要と思われる事項（例えば、フィッシング詐欺やシステムの脆弱性

を狙った外部からの攻撃）については、メールやポータルサイトによりその都度注意喚起

を行っている。 

 

点検評価項目③：図書館、学術情報サービスを提供するための体制を備えているか。また、

それらは適切に機能しているか。 
 
評価の視点１：図書資料の整備と図書利用環境の整備 

・図書、学術雑誌、電子情報等の学術情報資料の整備 

・国立情報学研究所が提供する学術コンテンツや他図書館とのネットワ

ークの整備 

・学術情報へのアクセスに関する対応 

・学生の学習に配慮した図書館利用環境（座席数、開館時間等）の整備 

評価の視点２：図書館、学術情報サービスを提供するための専門的な知識を有する者の

配置 

 

１．図書、学術雑誌、電子媒体等の整備 

豊橋校舎の図書館には、図書 706,723 冊、雑誌 7,905 タイトル、電子ジャーナルは 24タ

イトル、電子ブックは 4,331 タイトル等（資料 8-20）が備えられている（2023 年 3 月末現

在）。それ以外にも、本学の学生は、併設する愛知大学の名古屋図書館を利用することがで

き、2022 年度の本学を含む愛知大学全体の蔵書数は、図書 1,334,303 冊、雑誌 12,025 タ

イトル、電子ジャーナルは 46,559 タイトル、電子ブックは 7,896 タイトル等（資料 8-20）

となっている（2023 年 3 月末現在）。 

図書館については、本学と併設する愛知大学が一体となって、図書館委員会（資料 8-21）

を中心に管理運営を行っている。蔵書の構築にあたっては、図書館委員や大学院の担当者

と連絡をとり、本学を含む愛知大学全体の教育及び研究に必要な蔵書数と蔵書構成となっ

ている。学生用図書については、学生からの購入希望制度、図書館職員による選書ツール

を用いた選定、教員からの推薦等により選書を行っている。さらにシラバスで示されてい

る資料やレポート・卒業研究の作成に必要な資料の収集に努めている。 

電子ジャーナル（資料 8-22【ウェブ】）については、幅広い分野のタイトルを選定・収集
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しており、ネットワークを介して大学全体で共有している。さらに、有料・無料の電子ジ

ャーナル、電子ブック、OPAC、Web サーチエンジン等へのリンク情報を集中的に管理する

リンクリゾルバを導入している。 

電子図書館サービスとしてライブラリエ（資料 8-23【ウェブ】）を導入、2019 年 4 月よ

り本格運用を開始している。小説・就職活動本・ガイドブックなど、軽読書を中心に選書

をしている。パソコン・スマートフォン・タブレットなどで、365 日 24時間いつでも電子

書籍の貸出・閲覧・返却ができるため、学生の生活スタイルに合わせたサービスの提供が

できている。 

また、本学を含む愛知大学全体において作成された電子的形態の教育研究成果を収集・

蓄積・保存し、「愛知大学リポジトリ」（資料 8-24【ウェブ】）において無償で公開してい

る。メタデータ数は 9,821 件である（2023年 3月末現在）。 

他機関とのネットワークについては、国立情報学研究所（NII）の NACSIS-CAT/ILL に参

加し、ほかには私立大学図書館協会や大学図書館コンソーシアム連合（JUSTICE）、愛知図

書館協会に加盟するなど、他大学・他機関と様々な図書館間相互協力を推進している。 

利用者の利便性については、学術情報へのアクセスは学内ネットワークからはもちろん、

SSL-VPN 接続により自宅や外出先などからインターネットを使って安全に接続することが

可能となっている。 

 

２．学外連携  

本学は、併設する愛知大学と一体となって、地域の図書館及び関連組織等との連携を取

りつつ、地域及び社会の課題解決へ向けた図書館サービスの創出並びに図書館活動を展開

してきた。地域の大学図書館との連携においては、私立大学図書館協会西地区部会東海地

区協議会理事校業務及び東海地区大学図書館協議会運営委員校（総会会場校）を務め、地

域公共図書館との連携においては豊橋市図書館協議会委員（豊橋図書館長）、みよし市図書

館協議会委員（名古屋図書館事務課長）、愛知図書館協会研修委員（豊橋図書館事務課長）

を務めた。また、本学図書館は、同窓生・一般社会人・近隣他大学学生等に開放している。 

 

３．図書館の利用環境とそれらを支えるスタッフの配置 

開館時間について、授業期間中は豊橋図書館で午後 8 時まで、名古屋図書館で午後 9 時

まで開館としているが、豊橋図書館では定期試験前や試験期間中、卒業論文作成時期など

はさらに 1 時間延長するなど、学生・教職員への便宜を図っている。本学の学生も、名古

屋図書館を利用することができる。 

豊橋図書館の座席数は 640 席あり、2 人掛け及び 4 人掛けの閲覧席と窓側に面したキャ

レルデスク（隣席との仕切りあり）が設置されている。名古屋図書館の座席数は 884 席、

中でも 2 階と 3 階に合計 11席ある個人ブース（個室）は学習・研究に集中して取り組みた

いときには最善のスペースとなっている。豊橋図書館でも 2023 年の 9 月に後援会からの

寄付により個人ブースを 4席設置した。 

図書館職員の配置について、司書資格等専門能力を有する専任職員は、両図書館それぞ

れ 1～2 名であるが、OJT を通して図書館業務の教育・研修を行っている。図書館員の構成

は、本学を含む愛知大学全体で、専任職員 12名・契約職員及び派遣職員 12 名に業務委託
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先従事者を加えて図書館業務を担っている。 

豊橋図書館において業務の中核を担っている司書資格を有する職員は、専任職員中 2 名、

契約職員及び派遣職員 5 名である（2023 年 5 月 1 日現在）。また、専門的情報技術が必要

となる図書館システムの運用担当者として、情報システム課員としてのキャリアを持つ職

員が 1名おり、全学的情報基盤との連携強化を図っている。 

図書館職員は、私立大学図書館協会や東海地区大学図書館協議会等の研修や国立情報学

研究所及び企業等が主催する専門研修へ積極的に参加し、各々の専門性・技術力の向上を

図っている。 

 

４．新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に対する取組状況 

2020 年度前半は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）感染拡大防止対策として、臨

時休館や短縮開館が続き、通常の図書館サービスを提供することができなかった。その代

わり、図書や文献複写物を学生の自宅へ送るといった郵送サービスを新たに開始した。ま

た、学生の遠隔（オンライン）授業環境時の研究・学習活動に活用できる電子書籍（電子

ブック）1,972 タイトル（豊橋図書館分 224 タイトル＋名古屋図書館分 1,748 タイトル）

を導入するとともに、学生・教職員向けに図書館ホームページにおいて電子書籍・電子ジ

ャーナル・データベースなど電子リソースが自宅等リモート・アクセスできることを告知

した。 

他方で、学外者の利用について、在学生の学習環境に対して 3 密（密閉・密集・密接）

を避けつつスペースを確保するため、2023年 5 月までは利用登録の受付をしない措置を行

った。 

 

点検評価項目④：教育研究活動を支援する環境や条件を適切に整備し、教育研究活動の促

進を図っているか。 
 
評価の視点 ：研究活動を促進させるための条件の整備 

・短期大学としての研究に対する基本的な考えの明示 

・研究費の適切な支給 

・外部資金獲得のための支援 

・研究室の整備、研究時間の確保、研究専念期間の保障等 

・教育研究支援スタッフの配置等、教育研究活動を支援する体制 

・オンライン教育を実施する教員からの相談対応、その他技術的な支援

体制 

 

本学では、併設する愛知大学と一本化し、「研究活動促進に関する方針」（以下、「研究活

動促進方針」）（資料 8-25【ウェブ】）を定めている。2019 年 10 月 10日自己点検・内部質

保証委員会において、「研究活動促進方針」を策定し、その後、定期的に見直しや確認がな

され、2019 年度第 7 回自己点検・内部質保証委員会（2020 年 1月 16 日開催）での確認を

最後に、現在に至っている。この「研究活動促進方針」は、策定段階で短期大学部教授会、

併設する愛知大学の各学部の教授会、関係委員会、事務局各課室に照会・配付し意見を求
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めているほか、公式ホームページにも掲載し、学内関係者の間で共有され、学外に対して

も広く周知されている。 

 

１．研究支援環境・体制 

本学の研究機関は、本学と併設する愛知大学が一体となって運営を行っており、各研究

所・センター、一般教育研究室、体育研究室、語学教育研究室等が組織され、各研究所・

センター・研究室の規程に則って運用している。 

これら研究機関の研究関連事項の審議を行うため、学内理事会の下に研究政策・企画会

議（資料 8-26）を置いている。その構成員は(1)研究政策・企画担当、(2)研究委員長、(3)

大学院長、(4)国際研究機構長、(5)地域研究機構長、(6)別表第 1 及び別表第 2 の各研究機

関からそれぞれ 1名、(7)学術支援事務部長である。なお、国際研究機構、地域研究機構、

別表第 1、別表第 2 の各研究機関は以下の通りである。 

〔国際研究機構〕 

国際問題研究所、中日大辞典編纂所、国際中国学研究センター（ICCS）、現代中国学

会、国際コミュニケーション学会、国際ビジネスセンター 

〔地域研究機構〕 

綜合郷土研究所、中部地方産業研究所、三遠南信地域連携研究センター、地域政策

学部地域政策学センター 

〔別表第 1〕 

経営総合科学研究所、法学会、経済学会、経営学会、名古屋情報メディアセンター、

名古屋一般教育研究室、名古屋語学教育研究室、名古屋体育研究室 

〔別表第 2〕 

人文社会学研究所、豊橋情報メディアセンター、豊橋一般教育研究室、豊橋語学教

育研究室、豊橋体育研究室 

また、研究政策・企画会議の下に研究委員会（資料 8-27）を置いており、研究政策・企

画会議から付託された次の各号に定める事項を審議している。 

1）研究政策・企画会議から諮問された事項  2）受託研究に関する事項 

3）科学研究費に関する事項  4）研究助成及び出版助成に関する事項 

5）個人研究費に関する事項  6）教育職員特別研修に関する事項 

7）外国の大学等との短期学術交流に関する事項  8）研究倫理に関する事項 

9）研究館の運営に関する事項  10）その他研究に関する事項 

 

２．教員の研究費・研究室及び研究専念時間の確保 

教員の研究活動面への支援についても、本学と併設する愛知大学が一体となって制度を

整えている。具体的には、①個人研究費の交付・執行、②外部資金獲得支援・執行、③研

究助成制度、④出版助成制度、⑤特別重点研究助成制度、⑥教育職員特別研修制度、⑦研

究専念制度、⑧学会等開催助成制度、⑨外国の大学等との短期学術交流制度、⑩研究室の

割り当てを行っている。これらの制度は、「愛知大学 研究支援のご案内」（資料 8-28）と

してまとめられ、各教員に周知されている。 

①個人研究費として、専任及び特任教員に対して、「個人研究費規程」（資料 8-29）に基
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づき、交付希望者に対して 1 人年額 50万円を交付している（契約教員、嘱託助教Ⅰ・Ⅱに

対する交付は別途定めている）。本学を含む愛知大学全体の 2022 年度の執行可能合計額

134,573 千円に対し執行額 106,254 千円であり、執行率は 79.0％である。本学に限っては、

2022 年度の執行可能合計額 3,975 千円に対し執行額 2,361 千円、執行率は 59.4％であり、

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響により、2019 年度の執行率からは、10%以

上減少している。さらに、個人研究費の執行にあたっては、豊橋研究支援課にて、全件に

ついて、規程やルールとの適合性並びに適切性を複数人で点検、確認の上、実施している。

また、「個人研究費にかかる年間研究計画書」及び「個人研究費にかかる研究報告書」の提

出を義務付けている。 

②外部資金獲得支援として、研究委員会が中心となり、2017 年以降毎年 1 回定期的に、

「科研費獲得のための研修会」（資料 8-30）を実施している。2019 年から 2023年と 5年続

けて関係業者によるワークショップを実施し、本学を含む愛知大学全体の教員の科学研究

費助成事業申請等に寄与した。2021 年度の本学を含む愛知大学全体の科学研究費助成事業

（研究代表者）助成件数は 64 件、助成金額は 55,350 千円、2022 年度の同助成件数は 73

件、助成金額は 60,064 千円であった。本学に限っては 2021年度の大学全体の科学研究費

助成事業（研究代表者）助成件数は 2件、助成金額は 1,560 千円、2022 年度の同助成件数

は 2 件、助成金額は 650 千円であった。科学研究費助成事業を含む外部資金の執行に関し

ては、「愛知大学科学研究費助成事業(科学研究費補助金）取扱規程」（資料 8-31）、「愛知

大学科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金）取扱規程」（資料 8-32）並びに「愛知

大学競争的資金間接経費取扱要項」（資料 8-33）に基づき、適切に直接経費、間接経費の

執行管理を行っている。 

なお、①・②の共通事項として、2020 年度の新型コロナウイルス感染症（COVID-19）影

響下においては、国内出張の所属長（短期大学部長）許可制と海外出張の自粛を徹底する

一方で、購入物品の納品場所指定緩和、購入物品検収の期間延長等、適宜柔軟な対応を行

い、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）影響下における教員の研究環境を整備した。 

③研究助成制度は、本学を含む愛知大学の専任教員が特定の研究課題について共同で行

う研究に対して助成する制度であり、「愛知大学研究助成規程」（資料 8-34）、「愛知大学研

究助成取扱要領」（資料 8-35）に基づき、適切に運用している。なお、当助成制度は科学研

究費助成事業に採択されず、かつ「採択されなかった研究課題の中でのおおよその順位」

が「B」評価以上の者を対象としており、採択された場合は、助成期間中の科学研究費助成

事業申請義務を負うこととしている。本学を含む愛知大学全体の 2022年度の申請件数は 1

件、採択件数は 1件であった。本学に限っては、申請無しであった。 

④出版助成制度は、専任教員による出版困難な研究成果の発表を助成促進する制度であ

り、「愛知大学出版助成規程」（資料 8-36）、「愛知大学出版助成取扱要領」（資料 8-37）に

基づき、適切に運用している。2022 年度は、本学を含む愛知大学全体で、3 件の申請に対

し 4,220 千円の助成を行った。本学に限っては、申請無しであった。 

⑤特別重点研究助成制度は、本学を含む愛知大学の専任教員が研究代表者となる研究で

あって、外部資金によるプロジェクト研究等への申請を視野に、本学を含む愛知大学にお

いて戦略的研究を含むグローバルな研究課題やローカルな研究課題、学際的な研究課題、

喫緊の今日的研究課題等について共同で行う研究を助成する制度であり、「愛知大学特別
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重点研究助成規程」（資料 8-38）、「愛知大学特別重点研究助成取扱要領」（資料 8-39）に基

づき、適切に運用している。2023 年 10 月末現在、2件の特別重点研究助成が採択、実施さ

れており、各研究課題の研究の中心となっている 2研究所に対し、計 5,760 千円の助成を

行っている。その内訳は、国際問題研究所に対して 3,355 千円、国際中国学研究センター

（ICCS）に対して 2,405 千円（いずれも 2022年度査定額）である。 

⑥教育職員特別研修制度は、専攻する分野の学術研究または調査を目的として、一定期

間国内外の他大学その他の研究機関において研究する制度であり、「教育職員特別研修規

程」（資料 8-40）、「教育職員特別研修規程細則」（資料 8-41）に基づき、適切に運用してい

る。2022 年度は、本学を含む愛知大学全体で 3名の教員が特別研修を行った。本学に限っ

ては、申請無しであった。2023年度は、本学を含む愛知大学全体で 6 名の教員が特別研修

を行っている。本学に限っては、申請無しであった。 

⑦研究専念制度は、本学における研究の高度化を目的として「研究専念教員」を置く制

度であり、「研究専念規程」（資料 8-42）に基づき、適切に運用している。2023 年 10月末

現在、大型の外部資金によるプロジェクト研究従事のため、本学を含む愛知大学全体で 1

名の教員が同制度を活用している。本学に限っては、申請無しであった。 

⑧学会等開催助成制度は、本学で開催される全国学会等に対する助成制度であり、「学会

等開催助成に関する内規」（資料 8-43）に基づき、適切に運用している。2021 年度は、本

学を含む愛知大学全体で申請無しであった。2022 年度は、本学を含む愛知大学全体で 2件

（539千円）、本学に限っては、申請無しであった。 

⑨外国の大学等との短期学術交流制度は、本学が外国の大学等との間で行う研究者の短

期間の学術教育交流を支援する制度であり、「愛知大学と外国の大学等との短期学術交流

に関する規程」（資料 8-44）に基づき、適切に運用している。新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）の影響等により、2022 年度は利用が無かった。 

⑩研究室は、専任教員については 1 人 1 室（約 20 ㎡）割り当てられている。基本備品と

して書架、机、センターテーブル、椅子、ソファー、電話機を備えている。また情報・資

料検索、学内における情報伝達等のためのネットワークの環境も整えており、適切な研究

環境を整備している。嘱託助教Ⅰ・Ⅱには共同研究室が割り当てられている。 

なお、2022 年度事業報告書において、科学研究費助成事業、学外研究助成、受託研究等

の研究費の獲得状況を掲載し、社会に公表している。 

 

３．教育研究支援体制の整備 

（ア）RA・技術スタッフ 
本学は、併設する愛知大学と一体となって、研究支援スタッフに関する制度を整備して

いる。 

研究プロジェクト等の推進や若手研究者の育成を目的とし、「愛知大学リサーチアシス

タント規程」（資料 8-45）、「愛知大学ポストドクター規程」（資料 8-46）を整備している。 

三遠南信地域連携研究センターが文部科学省「共同利用・共同研究拠点」（越境地域政策

研究拠点）として 2013 年度より 6 年間認定されたことを受けて「愛知大学研究助教規程」

（資料 8-47）を制定し、研究助教 2 名を採用し若手研究者育成体制の整備を図った。また、

文部科学省私立大学研究ブランディング事業における研究事業を推進するため、2019～
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2021 年度は研究助教 2 名を採用し、当該事業の最終年度となる 2022 年度まで研究助教 1

名を引き続き雇用した。 

 

（イ）教育活動を支援する体制 

本学では、併設する愛知大学と一体となって、教育活動を支援する体制を整備している。

各校舎には、学習・教育支援センター（資料 7-3）を設置し、学生の学習活動及び教育職員

の教育活動の支援を行っている。その利用実績は「愛知大学年報」、「AUDI」（資料 8-48）

（いずれも学内の各種統計調査書）にて学内に公開されている。また、学生に対する学習

上の支援及び授業の補助業務を行う制度として、「スチューデント・アシスタント規程」（資

料 4-18）を整備しており、学習・教育支援センターは、スチューデント・アシスタント（以

下、「SA」という）の管理、運用を行う役割も担っている。 

SAについては 2001 年に「授業補助員」からスタートし、2008年に現行の SAとなった。

SAを利用する授業は開講科目数の 2％程度に過ぎないが、年間 100名程度の学生が、授業

に別の視点から向き合うことで、新たな発見を得るとともに、本来の目的である教員の授

業補助の一助となっている。 

一方、同規程第 3条第 6 号で規定する授業用プリントの印刷や出席補助については、実

質的に学習・教育支援センターの職員が担っている。高速印刷機の導入も相まって、多く

の授業のレジュメが正確に大量に準備できる。リアクションペーパーや出席カードの配布、

並び替えの補助も行うことで教員が教育研究活動に専念できる環境が促進され、適切に整

備されている。なお、これらの教育支援制度のほか、出講、試験及び成績評価、各種補助

（助成）制度等について、毎年発行される出講案内（資料 8-49）に掲載し、非常勤教員を

含めて広く周知されている。 

2020 年度以降は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）感染拡大防止を目的として遠

隔（オンライン）授業を導入した。それに伴い、学習・教育支援センターの業務も変わる

ことになった。具体的には、①授業収録のための機器（カメラ、タブレット PC 等）の貸し

出し、②収録の補助（機器及びシステムの操作説明、補助）、③学生から電子データで提出

された課題やレポート等の印刷、PDF 化作業、④PC・ネットワーク環境が不十分な学生に

対する、PC・ルーター・カメラの貸出、⑤オンラインでの各種相談等を行い、遠隔（オン

ライン）授業においても、十分な教育効果があがるよう、必要な支援を行った。 

 

（ウ）教育活動を支援する情報環境 

本学では、教育活動を支援する情報環境についても、併設する愛知大学と一体となって

整備している。 

各校舎には情報メディアセンターを設置し、情報実習室やメディアゾーンなど情報メデ

ィア教育関連施設の管理及び運用を行っている。各校舎では、ほぼ全域にネットワークを

敷設し、無線 LANについては建屋内のほぼ全域をカバーしている。また、パソコン実習室

を設け、教育全般に対して情報環境を整備している。 

特に教育支援という観点からは、自学自習を促進するための学習環境として、自宅等の

学外からも図書館データベースやファイルサーバーへのアクセスができるようにする

SSL-VPN 接続を提供、2009 年度から「Moodle」を導入、Web 上での教材提供、レポート等
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の提出管理、履修者同士の討論等を行えるようにした。また、2013 年度より Office365を

導入し、メール、クラウドストレージ、オフィススイート等の提供を行っている。 

また、各校舎で学生貸出用のノートパソコンを用意し、2 週間を期限として貸出しを行

っているほか、学生相談員による講習会（ワードプロセッサ、表計算、プレゼンテーショ

ンソフトウェアの使い方）を開催し学生の情報リテラシーの向上を手助けしている。なお、

2020 年度以降は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に対応して、講習会をオンライ

ンで開催することも行った。 

さらには、遠隔（オンライン）授業を実施する教員からの相談対応、その他技術的な支

援を行うことを目的として、「遠隔授業お問い合わせ窓口」を設けている。また、オンライ

ン上に各種のマニュアルを公開している。 

・【教職員向け】遠隔授業に関するマニュアル（資料 8-50） 

 ・【学生向け】遠隔授業に関するマニュアル（資料 8-51） 

 ・【教職員向け】Moodle 操作方法のマニュアル、よくある質問（資料 8-52） 

 

点検評価項目⑤：研究倫理を遵守するための必要な措置を講じ、適切に対応しているか。 
 
評価の視点 ：研究倫理、研究活動の不正防止に関する取り組み 

・規程の整備 

・コンプライアンス教育及び研究倫理教育の定期的な実施 

・研究倫理に関する学内審査機関の整備 

 

本学では、研究倫理、研究活動の不正防止に関して、併設する愛知大学と一体となって

取組みを行っている。 

文部科学省「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」（平

成 19 年 2月 15 日施行、令和 3 年 2 月 1 日改正）を受け、本学を含む愛知大学全体で、「愛

知大学公的研究費管理・監査規程」（資料 8-53）を定め、公的研究費の運営・管理に関する

学内の責任体系、適正な運営・管理の基盤となる環境の整備、不正防止対策、研究費の執

行管理等を明確にしている。特に不正防止対策に関しては、「愛知大学における研究上の不

正行為防止のための基本方針」（資料 8-54）を定め、本学における研究遂行上の基本方針

（法令、指針、ガイドラインの遵守、ガバナンスの強化、研究倫理に関する意識の徹底・

向上等）を公表するとともに、「愛知大学における公的研究費の不正防止計画」（資料 8-55）

を定め、実際に不正を発生させると思われる要因を明確にし、それに基づいた不正防止の

取組みについて公表している。これらの規程や前述の基本方針の周知徹底のため、コンプ

ライアンス推進責任者（短期大学部長及び愛知大学各学部長等）と事務局から、競争的資

金等の運営・管理に関わる全ての構成員（教員、研究員、事務職員、学生）を対象に、年

1回、最新の知見を交えたコンプライアンス教育（資料 8-56）を実施している。さらにコ

ンプライアンス教育の内容を補完し、意識の向上と浸透を図り、不正を起こさせない組織

風土を形成することを目的とし、全ての研究者及び事務職員等を対象に四半期に一度、年

間計 4回、啓発活動としてメールマガジンの配信及びポスター掲示を行っている。また同

時期に、科研費ルール等説明会（注：本学では、競争的資金のうち圧倒的多数を科学研究
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費助成事業が占めているため、ルール説明会について「科研費ルール等説明会」という呼

称としている。）も開催し、実施後は全員から誓約書を徴し、規則の遵守等を確実にしてい

る。 

一方、文部科学省「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」（平成

26年 8 月 26 日施行）との関連では、本学を含む愛知大学全体で「愛知大学研究倫理規準」

（資料 8-57）を定め、研究活動上の基本的な倫理規準を明確にするとともに、「愛知大学

における研究上の不正行為に関する取扱規程」（資料 8-58）を定め、不正行為が生じた場

合の具体的な措置や手続き等を明確にしている。また、研究倫理・コンプライアンス委員

会（資料 8-59）では、本学を含む愛知大学全体における研究倫理教育について定め公表し

ている（資料 8-60）。研究倫理教育受講義務者を、「本学を本務とする研究者、本学を本務

としない研究者のうち本学研究所等に所属し本務校のない者、大学院生、本学研究所等が

発行する紀要等に投稿する者、研究支援関連事務職員」と定めている。研究倫理教育の受

講については、①本学を本務とする研究者には、2 年に 1 回の頻度により、教授会開催時

に、短期大学部長及び愛知大学各学部長（研究倫理教育責任者）主導の下、研究倫理教育

講演会（関係業者提供の研修動画の視聴と短期大学部長等からの不正事案に関する補足説

明等）を受講することを義務付け、②教授会欠席者や教授会非構成員には、事務局から前

述の教材を配付し、読了確認をすることとしている。 

また、研究倫理に関する学内審査機関として、「愛知大学における人を対象とする研究に

関する倫理規程」（資料 8-61）の下、人を対象とする研究に関する倫理審査委員会を設置

している。同規程において、人を直接の対象とする個人の情報及びデータ等を収集又は採

取して行われる研究を遂行する上で求められる研究者の行動及び態度の倫理的基準並びに

研究計画等の審査に関する事項を定めており、本学を含む愛知大学全体で、2022 年度は 7

件の申請があり、委員会にて審議、承認が行われた。本学に限っては、1 件の申請があり、

承認された。 

 

点検評価項目⑥：教育研究等環境の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。

また、その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 
 
評価の視点１：適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

評価の視点２：点検・評価結果に基づく改善・向上 

 

教育研究等環境に関する取組みについては、「研究活動促進方針」を踏まえつつ、特に取

り組むべき課題について「第 5次基本構想」の中で取り上げ、進捗や状況の変化に応じて

毎年の事業計画書に落とし込み、それを毎年の事業報告書で総括することで、点検・評価

が繰り返し行われている。それがまた次の「基本構想」につながることにより、持続的な

点検・評価が実施されるという仕組みが構築されている。また、事務局からの視点として、

「課室別目標管理」においても、点検・評価が実施されている。 

 

上記以外にも、教育研究等環境に関する自己点検・評価は、以下の通り、各組織・委員

会でも実施している。 
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主な項目 組織・委員会 主な事務局 

豊橋校舎の施設設備に関す

ること 

豊橋校舎施設委員会 豊橋総務課 

名古屋・車道校舎の施設設

備に関すること 

名古屋校舎施設委員会 総務課 
名古屋総務課 

情報システムに関すること ICT 企画会議、ICT 委員会 情報システム課 

図書館に関すること 図書館委員会 各校舎図書館事務課 

研究支援・研究倫理に関す

ること 

研究委員会 各校舎研究支援課 

教育支援・SA に関すること 教学委員会 

学習・教育支援センター委員

会 

各校舎教務課 

各校舎学習・教育支援セン

ター 

 

１．施設設備に関すること 

豊橋校舎においては、通年の取組みとして、豊橋学生課に提出される学生のクラブ・サ

ークル活動に関する要望・意見等に基づき、同課と当年度、次年度の対応を検討し、改善

に努めている。また、2019 年度は、豊橋校舎所属の全学生、教職員を対象に施設設備の利

用状況等に関するアンケートを実施し、現在検討を進めている大規模な再開発計画である

「豊橋校舎の施設整備方針について」（資料 8-2）に反映させることで、これまで以上に利

用者の快適性、安全性等に配慮した施設設備の改善・向上に努めている。 

 

２．情報システムに関すること 

ネットワークの利用状況の監視を続けており、インターネット回線や校舎間回線、無線

LAN 機器の更新に反映し、安定稼働に努めている。また、メディアゾーンや実習室の日々

の利用状況を収集・分析し、システムの更新計画に反映している。 

「Moodle」については、毎年度最新の安定バージョンを採用し、機能追加を実施してい

る。 

 

３．図書館に関すること 

図書館では、重要事項を審議するため、図書館長を委員長とする図書館委員会（資料 8-

21）を設置している。図書館委員会は年 5～6回程度開催され、図書館の事業計画（予算含

む）や図書運営・施策等図書館全般について図書館長の諮問に応じている。年度当初に事

業計画を策定し、年度末には事業報告をしている。また予算面で継続する事業に対し、目

的別事業評価シートを作成し、事業の評価・報告・改善を行っている。 

 

４．研究支援・研究倫理に関すること 

当該年度の科学研究費助成事業、学外研究助成、受託研究等の研究費の獲得状況を事業

報告書に掲載し、公表している。また、教員を対象に定期的に実施している研修会等（科
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研費獲得のための研修会、コンプライアンス教育（科研費ルール等説明会を兼ねる）等）

を毎年開催するとともに、終了後にアンケート調査をし、研究委員会にフィードバックし

て、次年度以降の取組みの参考としている。 

また、2020 年度から、学内の研究制度（特別研修、短期学術交流、出版助成、特別重点

研究助成）による研究成果を研究支援ホームページに公表することとし、2022 年度からは

公表内容に対する意見を収集できるようホームページを更新した。これにより、学内外者

への情報提供及び評価の機会が提供されたことになり、研究活動の活性化の一助になるこ

とが期待される。 

 

５．教育支援・SA に関すること 

学習・教育支援センター委員会を年に数回開催し、SAの該当科目や担当学生の審議・承

認を行っている。あわせて、学期終了後に教員からは雇用報告書、学生からは勤務報告書

の提出を課しており、同委員会であわせて審議している。この報告書を委員会として確認

することで、現行の制度について意見交換を行い、教育研究等環境の適切性について定期

的に点検・評価を行っている。 

 

（２）長所・特色 
１．施設設備に関すること 

2018 年 7月、「豊橋校舎の施設整備方針」（資料 8-2）を定め、大規模な再開発計画を進

めることとなった。豊橋校舎施設整備委員会を発足し、より具体的な施設整備計画の検討

を進め、2022 年 5 月に施設整備の基本設計案が、10月に実施設計案が、それぞれ理事会に

て承認された。新棟建設に関して、2023 年 4 月中旬から 3 号館を解体し、2023 年秋から

2025 年春までの 1年半をかけて新棟を建設する計画としている。その後の付帯工事及び引

越しを経て、2025 年秋に 1、2 階を、翌 2026 年春に 3、4 階の図書館エリアをオープン予

定である。 

また、愛知大学後援会からの財政支援により、2019 年 8月には豊橋校舎生協食堂施設の

改装が行われ、さらに 2020年 8 月には逍遥館 1 階の机・椅子等の整備が行われ、快適な空

間が構築された。 

ほかにも、逍遥館は 2022 年 3 月に 2 階トイレがリニューアルし、9 月に豊橋校舎 1 階生

協購買部もリニューアルした。12 月には東海地方並びに全国の大学施設に初出店となる無

人決済コンビニがオープンした。 

 

２．情報システムに関すること 

本学を含む愛知大学では、豊橋校舎を含む全ての校舎において、ほぼ全域をカバーする

無線 LAN を備え、校舎内の各所で、持ち込んだノートパソコンやスマートフォンでネット

ワークにアクセスできる環境を整えている。なお、無線 LAN を使用するためには、MAC ア

ドレス登録及び Web 認証の両方が必要な仕組みを備えており、セキュリティを確保してい

る。 

「Moodle」については、外部委託による定期・不定期のメンテナンスや利用サポート及

び年 3回の講習会開催など、教員へのきめ細かなサポートを行っている。2020 年度の新型



93 

コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染拡大よりも以前から「Moodle」を利用する教員

は年々増えており、科目数ベースの利用実績も、本学を含む愛知大学全体の集計で、2009

年度 133 コースから 2019 年度では 731コース、2020 年度では 4,227 コース、2021 年度の

4,354コースをピークに、2022 年度は 4,328 コース、2023年度は 4,304 コースと、2020 年

度以降は 4,300 コース前後で推移している。本学に限っては、2009年度 7 コースから 2019

年度約 22コース、2020年度では 163 コース、2021 年度では 150コースとなっており、2022

年度は 163 コース、2023 年度は 145 コースが登録されている。学生の利用についても、現

在では多い時期で学外から 5 万ログイン/日以上の利用があり、特に自宅などでの予・復習

などで活用されており、学生の自主的な学習を促進する環境が提供できている。なお、2020

年度からは、全ての授業（約 4,300 コース）を「Moodle」にコース登録して学習の基点と

し、授業の受講方法の指示、資料の配布・提示、事前収録した授業動画、同時双方向（ラ

イブ中継）型授業へのアクセス方法（Zoom及び Microsoft Teams などの会議 URL）などを

掲載している。 

本学独自の「Moodle」活用として、「卒業研究」がある。2006年度より「卒業研究」の抄

録原稿の紙媒体での提出をやめ、Word ファイルで「Moodle」にて提出できるようにしてい

る。当初は CD や USB メモリ等での提出も見られたが、現在では学生全員がオンラインで

の提出をしている。オンライン提出のため、ゼミごとの提出管理などの対応ができ、その

後の印刷業者への出稿も簡易化された。また各ファイルから卒業研究題目を一括抽出する

マクロプログラムの活用などで、学籍簿への転載記録が容易になるなど、業務改善にも貢

献している。 

また、遠隔（オンライン）授業の動画視聴及び反転授業などのアクティブ・ラーニング

に対応するため、Microsoft Stream と動画配信サーバー（Mediasite）を運用し、授業や

資料用動画など配信を行っている。動画配信サーバーでは、ユーザー認証による視聴制限、

ユーザーごとの視聴プレゼンテーション、視聴期間、視聴内容詳細等を取得でき、効果測

定に役立てることができる。 

なお、遠隔（オンライン）授業の実施に伴い、問い合わせ窓口を設け、学生と教員から

寄せられる様々な質問やサポートの相談に対応している。 

 

３．図書館に関すること 

（ア）学内連携 
学生の学習に資するため、従来から新入生オリエンテーションの一環として図書館ガイ

ダンスを実施していたが、それに加えて初年次向け授業科目である「基礎演習」等の正課

科目の中で、図書館利用法を説明している。また、シラバスに掲載されている図書や授業

担当教員からの推薦図書を配架するリザーブ図書コーナー（禁帯出）を設置している。 

学生のキャリア形成に資するため、図書館とキャリア支援センターとの協力により、就

職活動に役立つ情報収集力向上講座を開催し、図書館のリソースを使った情報収集法につ

いてレクチャーを行っている。またキャリア支援センターが主催する産官学連携キャリア

デザインプログラム「Learning＋」（ラーニングプラス）の企画提案活動において、図書館

資料（データベースを含む）を活用してもらえるように、図書館利用法のレクチャーをし

ている。 
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（イ）地域・学外との連携 
図書館はこれまで同窓生・一般社会人・近隣他大学学生等に開放してきたが、2020 年度

以降、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染拡大防止の観点から受け入れを停止

した。感染者数が落ち着きをみせた 2021 年 12 月以降は他大学の研究者及び大学院生のみ

受け入れ、さらに 2023 年 6 月からは一般社会人の受け入れも再開している。 

図書館による地域の図書館への協力として、名古屋市図書館が運営する「まるはち横断

検索（名古屋市内の公共・専門・大学図書館の蔵書を検索可能）」に参加しており、それら

を通じて資料の所蔵情報を発信、地域住民等の社会教育活動に寄与している。また、愛知

県内のみならず、全国の公共図書館からの依頼も受け付けており、図書の貸出や論文の複

写などの対応をしている。 

学外団体への協力として、豊橋市図書館協議会（委員：豊橋図書館長）へ図書館長を派

遣している。私立大学図書館協会に対しては、2021 年度に総会・研究大会の会場校を務め、

講演会等の企画・運営・配信を担当した。協会内の組織に国際図書館協力委員会があり、

2021 年度から 2 年間の任期で職員を派遣している（委員：豊橋図書館事務課長）。また、

私立大学図書館協会西地区部会東海地区協議会の役員として 2008 年度から 2022 年度まで

常任幹事校理事校を務めた（委員：名古屋及び豊橋図書館事務課長）。 

他にも、豊橋技術科学大学との相互利用や愛知県立時習館高等学校との間に図書館利用

に関する協定を結んでいる。 

 
（ウ）デジタル化 

利用者ニーズに合わせるとともに、図書館書庫の狭隘化対策の一環として、電子リソー

ス（電子書籍、電子ジャーナル、データベース等）を拡充している。 

これまで図書館独自に貴重資料のデジタル化を進めているが、2019年度から愛知大学特

別重点研究「愛大の研究資源デジタルアーカイブとオープン・プラットフォームの構築」

の事業としてデジタル化した資料と合わせて、共通のプラット・フォーム上で公開・発信

を進めているところである。 

 

４．研究支援・研究倫理に関すること 

コンプライアンス教育は、前述の通り、コンプライアンス推進責任者（短期大学部長及

び愛知大学各学部長）と事務局が、競争的資金等の運営・管理に関わる全ての構成員（教

員、研究員、事務職員、学生）を対象に年 1 回実施している。同時期に科研費ルール等説

明会を行っている点が特徴である（前述の通り、本学を含む愛知大学では、競争的資金の

うち圧倒的多数を科学研究費助成事業が占めているため、ルール説明会について「科研費

ルール等説明会」という呼称としている）。科研費ルール等説明会において、自身が取り扱

う競争的資金等の本学におけるルールを認識し、続いて、コンプライアンス教育において、

自らのどのような行為が規程やルールに抵触するか（不正に当たるか）、さらに競争的資金

等の使用にどのような責任が伴うかを、順を追って体系立てて考える機会を提供している

ことが、長所である。 

また、研究倫理教育（「本学を本務とする研究者」対象の場合）の特徴は、各教授会の場
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と時間を活用していることである。前述の通り、本学における研究倫理教育は、まず研究

倫理教育受講義務者を明確にした上で、義務者それぞれに対する内容を定めているが、例

えば、「本学を本務とする研究者」に対しては、2 年に 1 回の頻度により、教授会開催時に、

短期大学部長及び愛知大学各学部長（研究倫理教育責任者）主導の下、研究倫理教育講演

会を実施している。教授会での開催により、時間を活用でき、対象者が無理なく漏れなく

受講できている。 

 

５．教育支援・SA に関すること 

豊橋校舎においては、プール制 SAを活用することによって、教材の印刷、教室での出席

カードやリアクションペーパーの配布や回収等を含め授業のより円滑な運営に資するよう

対応している。 

加えて、今年度は新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染拡大に伴い、教材作成

補助（資料の PDF 化）、学生からデータで提出された課題の出力（印刷）補助、遠隔（オン

ライン）授業の配信・収録の補助を行っている。 

 

（３）問題点 
１．施設設備に関すること 

豊橋校舎施設の改修を順次実施しているものの、クラブ・サークル室の改修については

対応が遅れていることから、検討が必要である。 

 

２．情報システムに関すること 

（ア）豊橋校舎の環境整備 
利用者アンケートの実施や施設・設備の利用状況の把握について定期的な検証ができて

いない。今後はアンケート実施に向けての具体的な方策の策定が必要である。 

 

（イ）BYOD 活用の取組み 
学生の自習環境の点から見ると一定程度の整備を行うことができ、実際の利用も定着し

ているが、今後の遠隔（オンライン）授業の実施状況や学生の自習形態の動向に合わせた

整備を進めることが必要である。また、組織的な BYOD 活用の促進ができていない。今後は

授業などでの BYOD の活用や作業スペースの確保など、組織的な活用の取組みについて検

討が必要である。 

 

（ウ）情報倫理教育の実態 
情報倫理教育について、入学時の新入生オリエンテーションでのガイダンスや、正課科

目「情報と社会」（資料 8-17）などの情報系科目での教育に加え、学生相談員（情報メディ

アセンター学生アルバイト）による情報セキュリティ 10 ヵ条（資料 8-18【ウェブ】）の「ポ

スター掲示」などのセキュリティ啓蒙活動を行っている。その他にも、「Moodle」のコンテ

ンツとして「INFOSS情報倫理」を設置し、24 時間どこからでも情報倫理が学べる環境を提

供しているが、豊橋校舎における学部新入生の利用率は 2023 年度で 2 割程度(文学部 62

人、地域政策学部 82人)となっており、本学新入生の利用人数は 0人だった。このことを
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反省課題とし、今後は学内全ての新入生が本コースを受講するようにするための施策が必

要である。 

 
３．図書館に関すること 

（ア）外部書庫解消及び書庫の狭隘化 
豊橋図書館においては、増加する蔵書数に対して十分な所蔵スペースの確保ができず狭

隘化が進んでいる。また、名古屋図書館においては、校舎全体のスペースの制約上、書庫

を持たず収蔵資料の大半を外部書庫に所蔵しており、図書館利用者にとっては利便性に欠

くこととなっている。これらの問題点を解消するため、「第 5 次基本構想」の取組みの中で

外部書庫を解消することが決定したこと、豊橋校舎施設整備計画の一環として、建設が予

定されている新棟に図書館が設置されることから、外部書庫所蔵資料（図書・雑誌）を豊

橋校舎の新棟図書館と既存図書館に移設することが確認された。外部書庫所蔵資料全てを

豊橋図書館に移設することはできないこと、また、豊橋図書館の書庫の狭隘化を解消し、

配架スペースを確保するため、外部書庫を含む全図書館所蔵の重複資料の除籍・廃棄計画

を計画的に進めている。 

 

（イ）デジタル化 
電子リソースの利用率が必ずしも高くないことから、学内外の学術資料を有効活用でき

るよう、ディスカバリーサービス「Primo」を導入し、利用率向上に向けた取組みを開始し

た。他方で資料のデジタルアーカイブ化を進めている。 

 

（ウ）図書館員の養成 
現在、一般事務職員枠で採用された事務職員によるジョブローテーションで図書館業務

も行われており、3～5年程度の定期人事異動が行われるため、図書館職員の専門性を維持

することが困難な状況となっている。この問題点を解消するため、司書資格を有する専任

事務職員が、OJT を通して図書館業務の教育・研修を行っているほか、学外での研修に積

極的に参加し、各々の専門性・技術力の向上を図っている。 

 

４．研究支援・研究倫理に関すること 

前述の通り、競争的資金等の運営・管理に関わる全ての構成員（教員、研究員、事務職

員、学生）を対象に年 1 回開催しているコンプライアンス教育、本学を含む愛知大学全体

で 2 年に 1 回の頻度により開催している研究倫理教育、全ての研究者及び事務職員等を対

象に四半期に一度（年間計 4 回）実施している啓発活動（メールマガジンの配信及びポス

ター掲示）を行っているが、受講者の関心を引き付けるために、内容のマンネリ化を防ぎ、

ブラッシュアップしていくことが必要である。 

 

５．教育支援・SAに関すること 

名古屋校舎では科目別 SA のみを対象とした授業補助を行っているが、豊橋校舎では科

目別 SA に加えプール制 SAによる授業補助を行っていることもあり、両校舎での補助業務

に差異が生じており、本来では教員が主体的に行うべき評価に関わる業務とそうでない業
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務の線引きが難しい状況になっている一面がある。 

 

（４）全体のまとめ 
本学では、「建学の精神」に基づく本学の目的を実現するために、「教育研究等環境に関

する方針」を定め、本学と併設する愛知大学が一体となって、それに則した教育研究環境

等の整備に努めている。短期大学設置基準を満たす校地・校舎等を備え、学生、教員、そ

の他の大学施設利用者が安心して利用できるよう施設・設備の整備を行い、安全及び衛生

の確保に留意したキャンパス環境の形成に努めている。ネットワーク環境や情報通信技術

（ICT）等機器、備品等の整備に関しては、ICT 技術の動向を捉え、学生や教員のニーズに

あった最適なシステムの導入、整備を行い、また 愛知大学情報セキュリティポリシーに基

づいた情報の保全及び管理を行っている。図書館・学術情報サービスに関しては、教育、

研究及び学修支援の多様なニーズに応えるために、教育組織に沿った資料の体系的な収集・

保管に努め、電子化された学術情報についても容易にアクセスできる環境を整備している。 

また、図書館の利用環境を整え、それを支えるスタッフの充実にも努めている。研究環境

に関しては、「研究活動促進に関する方針」を定め、各種取り組みを行っている。具体的に

は、①個人研究費の交付・執行、②外部資金獲得支援・執行、③研究助成制度、④出版助

成制度、⑤特別重点研究助成制度、⑥教育職員特別研修制度、⑦研究専念制度、⑧学会等

開催助成制度、⑨外国の大学等との短期学術交流制度、⑩研究室の割り当て等があげられ、

研究活動の支援を行っている。また、研究倫理・コンプライアンス教育にも積極的に取り

組んでいる。 
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第９章 社会連携・社会貢献 

 

（１）現状説明 
点検評価項目①：短期大学の教育研究成果を適切に社会に還元するための社会連携・社会

貢献に関する方針を明示しているか。 
 
評価の視点 ：短期大学の理念・目的、各学科・専攻科の目的等を踏まえた社会貢献・

社会連携に関する方針の適切な明示 

 

本学では、併設する愛知大学と一本化し、「社会連携・社会貢献・国際化推進に関する方

針」（資料 9-1【ウェブ】）を定めている。2011 年度第 13 回学内理事会（2011年 12 月 5 日

開催）において、「社会連携･社会貢献に関する方針」を策定し、その後見直しを行い「社

会連携・社会貢献・国際化推進に関する方針」（以下、「社会連携・貢献方針」）に改め、、

2020 年度第 1回自己点検・内部質保証委員会（2020 年 4月 16 日開催）での確認を最後に、

現在に至っている。この「社会連携・貢献方針」は、策定段階で短期大学部教授会、併設

する愛知大学の各学部教授会、関係委員会、事務局各課室に照会・配付し意見を求めてい

るほか、公式ホームページにも掲載し、学内関係者の間で共有され、学外に対しても広く

周知されている。この「社会連携・貢献方針」では、「建学の精神」に基づいて、グローバ

ルな視野のもと、産・官・学・民との交流を基礎とした社会連携・社会貢献及び国際化を

より積極的に推進することを目的として、12 ヵ条からなる方針を定めている。この中では、

学外の教育機関、企業その他の団体、地域社会等との連携推進、大学が持つ知見やネット

ワーク、研究成果を有効的に社会に還元することを掲げている。 

 

点検評価項目②：社会連携・社会貢献に関する方針に基づき、社会連携・社会貢献に関す

る取り組みを実施しているか。また、教育研究成果を適切に社会に還元

しているか。 
 

評価の視点１：学外組織との適切な連携体制 

評価の視点２：社会連携・社会貢献に関する活動による教育研究活動の推進 

評価の視点３：地域交流、国際交流事業への参加 

 

本学を含む愛知大学全体においては、「愛知大学設立趣意書」（資料 1-1）に基づき、「建

学の精神」として「世界文化と平和への貢献」「国際的教養と視野をもった人材の育成」「地

域社会への貢献」を掲げている。同趣意書及び「建学の精神」を踏まえ、地域社会への貢

献をうたい、本学は併設する愛知大学と一体となって、70 年以上にわたって「地域社会貢

献」を一つの柱に教育研究を展開してきた。2016 年度には、同趣意書及び「建学の精神」

に基づき「第 4 次基本構想」を策定し、地域社会との連携をより活発にするべく、「多様な

社会連携の推進」、「全学的な社会連携運営組織への再編」、「同窓会・後援会との連携」等

を目標に掲げた。こうした経緯を踏まえて、「社会連携・貢献方針」も踏まえつつ、本学学

生並びに教職員の地域連携に関するガイドラインを示すものとして、2017 年度第 14 回大
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学評議会（2018 年 1 月 18 日開催）において、「地域連携基本方針」（資料 9-2）を策定し

た。その後、その「地域連携基本方針」に基づいて、「第 5 次基本構想」の最終年度である

2025 年度までの「第 2 次地域連携基本計画」（資料 9-3）を掲げた。「第 2 次地域連携基本

計画」の項目については、重要度・緊急度等に応じて差があるため、（1）優先的に検討・

実施すべき事項、（2）今後検討すべき事項、の 2 つに分類した。 

 

「基本構想」、「社会連携・貢献方針」、「地域連携基本方針」及び「第 2次地域連携基本

計画」や事業計画書を踏まえ、社会連携・社会貢献に取り組んでいる。具体的な取組みの

内容は以下の通りである。 

 

１．全学的な社会連携運営組織への再編 

本学では、併設する愛知大学と一体となって、地域連携活動を推進するために地域連携

推進会議を設置している。地域連携推進会議は、地域連携推進会議規程（資料 9-4）に基

づき、学長を議長とし、副学長、事務局長、短期大学部長、地域連携室長、地域連携室副

室長、国際研究機構長、地域研究機構長、愛知大学の各学部長で組織している。2019 年 4

月、地域連携を推進するため、地域連携推進会議を支える事務組織として地域連携推進事

務室を設置、職員を配置して充実をはかった。 

 

２．地方自治体等との連携 

生涯学習、文化、福祉、まちづくり、産業振興などの多様な分野で相互に連携・協力し、

地域社会の発展と人材育成に寄与すること等を目的として、愛知大学では以下の地方自治

体等と連携協定を締結しており、併設する本学も一体となって取組みを実施している（資

料 9-5【ウェブ】）。2023 年度は三重県桑名市と連携・協力に関する協定を締結した。また、

田原市とは「第 14 回田原市と愛知大学との地域連絡協議会」を開催した。さらには、連

携・協力に関する協定を締結している地方自治体が一堂に会する「愛知大学との合同地域

連絡協議会」（資料 9-6【ウェブ】）を開催した。 

なお、連携事業の活性化をはかるため、2018年度に「自治体との連携・協定に関するガ

イドライン」（資料 9-7）を策定し、これ以降はガイドラインに則って連携を進めている。 

（協定締結先） 

豊橋市 新城市 東栄町 南信州広域連合 

名古屋国際センタ

ー 

田原市 蟹江町 JICA 中部 

豊川市 岐阜県三市一村（高山市、飛騨市、下呂市、白川村） 

名古屋市中村区 山形県川西町 蒲郡市 愛知県東三河県庁 

岐阜県土岐市 豊根村 東三河広域連合 名古屋市市民経済局 

静岡県湖西市 静岡県浜松市 名古屋市住宅都

市局 

三遠南信地域連携ビジ

ョン推進会議 

弥富市 知立市 長野県売木村 豊橋産官学地域連携プ

ラットフォーム 

岡崎市 知多市 愛知銀行 豊橋信用金庫 
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豊橋鉄道 イ オ ン モ ー ル

(株) 

三重県桑名市  

 
３．地域連携活動の取組事例 

本学では、前述の通り、併設する愛知大学と一体となって多くの地方自治体・団体と連

携・協力に関する協定を締結し、様々な地域連携活動を展開している。2022年度の活動内

容は「愛知大学地域連携活動報告書 2022」（資料 9-8【ウェブ】）にまとめられている。 

2023 年度も、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）への対応に留意しながら、地域連

携事業を実施した。 

2023 年度の取組事例は以下の通りである。 

 1）愛知県東三河県庁との連携事業 

豊橋市にあるアップルパイ専門店『TORINGO（トリンゴ）』と東三河の食材を使用した

アップルパイメニューを題材とした、商品のプランニングと販売戦略・セールスプロモ

ーションを手掛けた。（資料 9-9【ウェブ】） 

 

 2）豊根村との連携事業 

豊根村と連携して「農」をテーマに地域創生を考えるプログラムを実施、同村が抱え

る地域課題の解決策を検討、提案したほか、稲作作業も体験した。（資料 9-10【ウェブ】） 

 

この他にも、地方自治体・団体から寄せられる連携事業内容は、学生による行政への施

策提案・意見交換や、若い世代の新しい発想を求めるものなど、学生を対象とした依頼が

多く、これに対応するため豊橋校舎では 2017年度、名古屋校舎では 2019 年度より、「地域

連携プレーヤー」と称した、地域連携に関する学外での活動に興味のある学生を登録制と

し、自治体から寄せられる連携事業を地域連携プレーヤーへメール配信するサービスを始

めた。一例として、豊橋市こども未来館から依頼を受けた「豊橋まちなか☆こども夜店」

へのブース出展では、本学 1 年次生 1 名が愛知大学の学生とともに参加、「うちわとお面

のワークショップ」、「ペットボトルボーリング」など、子供向けの企画を複数用意した。

（資料 9-11【ウェブ】 ）。 

 

また、豊橋信用金庫との連携事業では、キャリア教育科目である「キャリアプランニン

グ」に外部講師の派遣を依頼し、「企業の人事担当者から学ぶⅡ」の講義回（第 8 回目）を

担当いただいている。金融機関は学生の就職先としても人気があり、授業を履修していた

学生が、地域の金融機関から内定を獲得するなどの成果が見られる。 

 

４．学内外に向けた情報発信の促進 

公式ホームページ内での活動実績報告（資料 9-5【ウェブ】）や活動報告書の作成、豊橋

校舎内のデジタルサイネージやホワイトボードを活用した活動状況の周知に取り組んでい

るほか、SNS（Instagram、Ⅹ）での情報発信も積極的に行っている。 

 



101 

５．教員による社会貢献の推進 

本学では、併設する愛知大学と一体となって、様々な場面で専任教員が社会貢献活動を

積極的に行っている。受託・共同研究の実施に努めており、地域連携室からの依頼への対

応や、各研究所・センター等を通して本学教員の調査・研究による社会貢献を進めている。

また、教員の中には、学外機関・諸団体の委員等への就任を通して社会貢献を行っている

者もいる。 

なお、地方自治体等における教員の活動については、大学要覧 2023（資料 9-12）に掲載

し、「建学の精神」に謳う地域社会への貢献を具体的に示した。 

 

６．緑の協力隊・ポプラの森 

日本沙漠緑化実践協会が主催する中国内モンゴル自治区クブチ沙漠での植林ボランテ

ィアに、大学創立 50 周年記念行事として 1995年より「緑の協力隊・ポプラの森」（資料 9-

13【ウェブ】）として協賛し、継続的に国際社会への貢献及び学生の国際化教育の充実を図

るため派遣を続けてきた。また、海外提携校である内モンゴル大学の中国人学生の協力に

より、参加者間の協働体制が整っている。募集にあたっては学生及び一般の方を対象とし

ており、2019年度までの実績として 26回、延べ 793名を派遣し、19,835 本のポプラを植

えてきた。2020年度以降は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響により本活動

を実施できない状況が続いており、2023 年度も実施できていない。 

 
７．公開講座・講演会 

本学では、併設する愛知大学と一体となって、教育研究の成果及び知見を社会に還元す

べく、単独または地方自治体等と連携した公開講座を定期的に開催している（資料 9-14）。

例えば、中部経済同友会と共催する「愛知大学中国公開講座」は 2004年度から毎年開催し

ており、2022 年度には通算 22 回を数えた（資料 9-15）。しかしながら、2023 年度は講師

の手配が困難なこともあったため、開催には至っていない。一方、地方自治体と連携した

公開講座について、2023 年度は、名古屋市中村区、名古屋市中川区、豊橋市、蒲郡市、幸

田町と連携し、市民向け講座を開催、文化の発信を通じ地域社会への貢献に努めている。

なお、幸田町生涯学習講座「愛知大学オープンカレッジ」は 25年を超える実績がある。ま

た、2023 年度は、私立大学研究ブランディング事業「越境地域マネジメント研究」を引き

継ぎ、「ささしま地域連携研究センター（仮称）準備会」を設置し、本準備会主導のもと、

従来の「アシタシアサロン」に加えて、より幅の広い世代への対応、ささしま地区企業と

の連携、まちづくりへの貢献等を目的として、「ささしまトークライブ」を企画、2回に渡

り、開催した（資料 9-16）（資料 9-17）。なお、従来のアシタシアサロンは、第 10 回目は

12月 7 日(木)に、第 11 回目は 2024 年 3 月末までに開催する予定である。 

研究所等が主催する公開講座も開催され、市民の学習意欲に応える機会となっている。

例えば、愛知大学綜合郷土研究所主催のシンポジウムとして、「三河の菓子文化―『お菓子

の神様』が豊橋にやってきた背景と今―」を 2022 年 6 月 25日（土）に開催した（資料 9-

18）。第一部では、本学教員による基調講演及び本学学生による「地元お菓子の共同商品開

発・販路開拓支援」の活動報告を行った。この活動報告は、2022年度の「愛知県東三河県

庁との連携事業」の一環でもある。また、第二部では、地元の菓子関連企業の関係者を招
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いてパネルディスカッションを行った。翌 6 月 26 日（日）には、このシンポジウムのテー

マと絡めて、（株）豊橋まちなか活性化センター主催のイベント「穂の国お菓子まつり～「お

菓子の神様」が豊橋にやってきた～」も開催された。（資料 9-19） 

加えて、2023 年度は、学長裁量経費により、愛知大学の法学部・経済学部・文学部・地

域政策学部にて、オープンカレッジ事業の取組みを実施した（資料 9-20～9-24）。 

 

８．孔子学院 

本学では、併設する愛知大学と一体となって、社会に開かれた大学を目指し、広く一般

市民を対象とした生涯学習講座として、「孔子学院」を運営している。建学の精神である「地

域社会への貢献」のもと、長年にわたり中国語講座を行っており、その一環として愛知大

学の協定校である南開大学をパートナー校として、2006 年 4 月に中部地区初、日本で 4 番

目の孔子学院として愛知大学孔子学院を開校した。 

2020 年度及び 2021 年度は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染拡大防止の

観点から、車道校舎及び豊橋校舎の全講座の開講を見合わせた。2022 年度からは、名古屋

校舎に場所を変え、規模を縮小し、講座を再開した。 

 

９．国際交流 

本学では、スピーキングスキル向上のみならず、異文化交流とフィールドワークを実践

する機会として、毎年秋学期末に本学の正課授業「英語圏短期研修」（資料 9-25）（資料 9-

26）の一環でハワイ大学リーワードコミュニティカレッジへ派遣する研修を実施している。

本研修は正課授業の「英語圏語学研修入門」（資料 9-27）や「スピーキングスキルⅠ」（資

料 9-28）、「スピーキングスキルⅡ」（資料 9-29）での学びを活かすことができる研修で、

研修期間中は毎日英語のレッスンを受けたり、現地の学生たちと課題に取り組んだりする

ことで、活きた英語を学び、異文化理解を深めることに寄与している。 

なお、本研修は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響を受けて、2020 年度及

び 2021 年度は中止せざるを得なかった。2022 年度は、ハワイ大学が独自に開発したオン

ライン学習環境を活用し、同大学講師らによるオンラインによる集中講義（2023 年 2 月 7

日から 11日までの 5日間）を実施し、本学学生 6 名が参加した。オンライン研修のプログ

ラムは本学学生用に用意されたものであり、語学だけでなく、ハワイの伝統文化や現地の

自然環境保護の取り組み、さらにフィールドワークの方法論等が含まれたプログラムとな

っていた（資料 9-30）（資料 9-31）。2023 年度においては、従前の方法に戻して実施する

ことを計画したが、参加希望者が集まらず、実施を見合わせた。 

 

10．高大連携 

本学では、併設する愛知大学と一体となって、高校生への多様な学習機会の提供、将来

を見通した進路選択、大学教育への接続を図ることを目的として、2021 年度末時点で 6校

の高等学校と連携協定を締結している。主な事業として、教員による模擬講義及び提携校

での出張講義を行っている。東三河・浜松地区高大連携協議会に参画しており、当該協議

会主催の「ラーニングフェスタ」には、2022 年度に、本学を含む愛知大学から 4講座を提

供した。「大学模擬授業への高校生受入れ」に関する覚書を締結した愛知県立豊橋東高校と
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の高大連携模擬授業については、本学を含む愛知大学から 15 講座を提供し、その内、2講

座を短期大学部の教員が担当した。愛知県立時習館高校とは、同校が文部科学省から指定

された「スーパーグローバルハイスクール」事業に対して、本学を含む愛知大学から、教

員、外国人留学生の派遣等を行い、連携協力を行ってきた。2020 年度からは、「愛知グロ

ーバルハイスクール」事業となり愛知県の補助を受け事業を継続しており、2020 年度 10

月より、本学を含む愛知大学から教員を派遣し、高校生の研究内容に関する添削及び助言

などを行っている。 

また、本学は、愛知県立豊橋商業高校との連携講座も実施している。2020 年度は、新型

コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響を受け、やむをえず中止となったが、2008 年度

以来、毎年度、情報処理科 3 年生 10 名が 15 回程度来学し、本学教員による特別授業を受

講している。（資料 9-32） 

 

点検評価項目③：社会連携・社会貢献の適切性について定期的に点検・評価を行っている

か。また、その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っている

か。 
 
評価の視点１：適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

評価の視点２：点検・評価結果に基づく改善・向上 

 

社会連携・社会貢献に関する取組みについては、特に取り組むべき課題について「第 5

次基本構想」の中で取り上げ、進捗や状況の変化に応じて毎年の事業計画書に落とし込み、

それを事業報告書で総括することで、点検・評価が繰り返し行われている。それがまた次

の「基本構想」につながることにより、持続的な点検・評価が実施されるという仕組みが

構築されている。また、事務局からの視点として、「課室別目標管理」においても、点検・

評価が実施されている。 

 

上記以外にも、社会連携・社会貢献に関する自己点検・評価は、「社会連携・貢献方針」

（資料 9-1【ウェブ】）を踏まえ、以下の通り、各組織・委員会でも実施している。 

主な項目 組織・委員会 主な事務局 

地域連携の推進・調整に関

すること 

地域連携推進会議、地域連携

室会議 

地域連携推進事務室 

公開講座・講演会に関する

こと 

広報戦略委員会 広報課 

孔子学院に関すること 孔子学院関係協議 総務課 

国際交流に関すること 国際化推進会議 国際交流課 

高大連携に関すること 入学試験委員会 入試課 
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１．自治体等との連携に関すること 

前述の通り、数多くの自治体との協定締結の現状がある一方で、協定締結に至るまでの

手続きの指針がないこと、協定自治体の中には事業が低調な状態であるところもあり、連

携事業全体の検証が必要であったことなどの課題があった。これらの課題を解消し、連携

事業の活性化をはかるため、2018 年度に「自治体との連携・協定に関するガイドライン」

（資料 9-7）を策定した。 

 
２．公開講座・講演会に関すること 

2022 年度、中部経済同友会共催「愛知大学中国公開講座」は開始以来通算 22 回目を迎

えた。毎年、東アジアを中心とした激動の世界情勢に精通した著名な講師をお招きし、広

く地域社会の市民を対象に、分かりやすく、示唆に富んだ講演が好評である。しかしなが

ら、2023 年度は講師の手配が困難なこともあったため、開催には至っていない。「建学の

精神」に示す「世界文化と平和への貢献」、「国際的教養と視野を持った人材の育成」、「地

域社会への貢献」のさらなる具現化を目指し、2024 年度以降は、この活動の再開に努める。 

 

３．孔子学院に関すること 

個別の講座では終了時に受講生の満足度をはかるためのアンケート調査を行っている。

各種項目を 5段階で評価して受講生のニーズを把握するために役立てている。これらの情

報は担当講師と共有され、講座の改善、新規企画に活用されている。 

 

４．国際交流に関すること 

2021 年 4月に策定した「第 5 次基本構想」の基本目標の「3.多様性を受け入れる活力あ

る大学コミュニティの推進」に基づき、国籍及び文化的背景を乗り越えて、多様な社会で

学生自身が主体性を発揮できるよう、学内以外にも地域社会の機関と連携し、活動の機会

を設けている。具体的な取組みは、アクション・プランに基づき実施されるほか、さらに

細分化された課室別目標管理においても点検・改善されている。また、毎年 2 回、学長を

議長とする国際化推進会議で報告、情報共有、課題の検討を行っている。国際化推進会議

の下部組織、国際教育推進委員会のもとにある各部会では、毎年、各部会が主体となり事

業計画書及び事業報告書を作成し、今後の国際教育に関する課題や目的、成果等について

同委員会のもとで定期的に点検・共有し、全学の国際教育推進に役立てている。 

 

（２）長所・特色 
１．地域連携の推進・調整に関すること 

地域連携活動については「地域連携基本方針」に基づき進めている。地域連携を推進す

る事務組織が整備されたことにより、活動の中心を愛知大学生が占めていたものが、徐々

にではあるが本学学生も増えつつある。新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響も

あり年度ごとの参加人数にバラつきがあるが、2018 年度まで地域連携活動への参加実績が

なかった本学学生が、2019 年度は 17 名、2020年度は 4 名、2021年度は 6 名、2022年度は

2名、2023 年度は 8 名と推移している。 
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２．公開講座・講演会に関すること 

2004 年の車道校舎開校を契機に同校舎コンベンションホールを活用し始まった中部経

済同友会共催「愛知大学中国公開講座」は、本学を含む愛知大学と中部地方経済界を結び

付ける太いパイプ役を担っている。また、本学を含む愛知大学の特徴である中国をはじめ

とした東アジア研究業績の蓄積は、著名な講師陣の招致につながっている。本学を含む愛

知大学が「建学の精神」に謳う「世界文化と平和への貢献」「国際的教養と視野をもった人

材の育成」「地域社会への貢献」を具現化する象徴として重要な位置付けにある（資料 9-

15）。 

同講座は 2017年度以降、会場を名古屋校舎グローバルコンベンションホール（収容定員

600 名）に移し、広く地域社会に門戸を開くことで、ささしまライブのにぎわいの創出の

一翼を担っている。 

 

３．国際交流に関すること 

前述の通り、本学は、国際化推進会議及び国際教育推進委員会の下で、各部会が主体的

に検討・実施・見直し・改善に取り組むことができる体制を整えている。この体制は、多

様化する各種国際教育推進活動を、全学的・組織的、効率的に取り組むことができ、学生

の国際教育、社会・地域貢献に資する上で大きな長所と言える。 

本学のハワイ研修は、受け入れ先のハワイ大学リーワード・コミュニティーカレッジと

本学豊橋教務課及び国際交流課豊橋分室の手厚いサポートを得て 20 年以上の長きにわた

り継続されてきた。2018 年からは、本学学生の提案による日本の伝統文化の実演や、ハワ

イの学生らに豊橋の伝統文化を体験してもらう企画も現地研修やオンラインにて行ってき

た。こうした日本文化を伝える取り組みは、ハワイだけでなく、愛知大学が主催するフラ

ンス語短期研修などにも波及している。 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響によりハワイへの渡航が困難となった

2020 年以降は、正課授業でのハワイ大学リーワード・コミュニティーカレッジとのオンラ

イン交流をさらに発展させ、同大学の教員らと本学のハワイ研修担当の教員の連携により、

オンラインでの異文化交流を定期的に実施した。2021 年 3 月～2021 年 4 月まで毎週定期

開催し、教員主導から学生らの企画によるイベントへと発展させた。参加者はハワイの学

生延べ 30名、本学及び愛知大学生延べ 12 名であった（資料 9-33）。 

 

４．高大連携に関すること 

高大連携における長所として、高校生が早期に大学での教育内容に触れることによって、

自身の進路選択、キャリア選択の一助になること、大学側には入学後の学習イメージを持

つことによって、大学教育へのさらなる関心と興味をもって入学する意欲向上につながる

ことがあげられる。また、高等学校教員との意見交換・ヒアリングの機会を定期的に持つ

ことによって、高大連携の在り方について、適宜、高大接続への具体的取組みにつき、検

討をすすめる機会となっている。取組内容の多くは、高等学校側の要望に合わせ、生徒が

参加しやすいこと等に配慮し、日程等を設定できるよう努めている。 

 豊橋商業高等学校との連携講座は、16 年にわたって継続している。当初は就職希望の生

徒たちに大学での学びを体験させたいとの要望で始まったが、近年では大学等への進学者
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増加の傾向にあり、連携講座の受講生の中から、本学を含め大学や短大進学をする生徒が

出ている。さらに、連携講座期間中は毎週のように高校教員と情報交換ができ、相互理解

が促進された。 

 
（３）問題点 
１．公開講座・講演会に関すること 

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の分類が「5 類」へ移行したことにより、2023

年度は、各種講座・講演会については、ほぼ従前のかたちで、開催することができた。今

後、2024年度以降は、一定の配慮をしつつも、対面開催を全面的に再開させる予定である。

本学までお越しいただけるような魅力的な講座・講演会を実施する必要がある。 

 

２．孔子学院に関すること 

孔子学院について、2020年度及び 2021年度の 2年間、新型コロナウイルス感染症（COVID-

19）感染拡大防止の観点から、全講座の開講を見合わせた。それを機に多くの受講生が離

れてしまっており、改めて集客を行う必要がある。 

 

３．国際交流に関すること 

本学は 20 年余りに及ぶハワイ大学リーワード・コミュニティーカレッジとの連携によ

り、短期語学研修を継続してきた。新型コロナウイルス感染症（COVID-19）影響下におい

ても、オンラインによりこの事業を継続してきた。今後の国際交流の活性化と発展のため

には以下の二つの課題が挙げられる。第一に、これまで行ってきた正課授業としてのハワ

イ研修（オンラインを含む）の中での学生主体の国際交流に希望する全ての学生が参加・

経験できるプログラムの構築が求められる。第二に、研修後に学生が中心となって正課外

の国際交流へと柔軟に発展・拡大できる仕掛け作りも必要である。 

 

４．高大連携に関すること 

高大連携の問題点として、愛知大学の学部においては近年模擬講義や高大連携事業など

の高校からの要望が増加し、教員手配や日程調整等に苦慮する部分も多いが、本学につい

ては、年間を通じて依頼を受ける件数が数件程度となっている。（2023 年 10月末日時点で

の 2023 年度実施件数は 1 件、2022 年度実施件数 4 件）。現状の厳しい学生募集状況を改善

するため、今後東三河地区や静岡西遠地区などを中心とした高校への情報発信や関係構築

を強化していく必要がある。 

また、高校側からの依頼も定型化しているため、一部の担当教員のみの事業となってお

り、学生募集や広報としてばかりではなく、相互に意義のある内容や目的を整理し、他科

目、他教員へ広げることが望まれる。 

 
（４）全体のまとめ 

本学を含む愛知大学では、「愛知大学設立趣意書」に基づき、「建学の精神」として「世

界文化と平和への貢献」「国際的教養と視野をもった人材の育成」「地域社会への貢献」を

掲げている。同趣意書及び「建学の精神」を踏まえ、地方社会への貢献をうたい、本学設
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置以来 70年以上にわたって「地域社会貢献」を一つの柱に教育研究を展開してきた。本学

学生並びに教職員の地域連携に関するガイドラインを示すものとして、「地域連携基本方

針」を策定し、様々取組みを行っている。 

地方自治体等との連携については、生涯学習、文化、福祉、まちづくり、産業振興など

の多様な分野で相互に連携・協力し、地域社会の発展と人材育成に寄与すること等を目的

として、30 近くの地方自治体等と連携協定を締結し、活動している。また、地元の中小・

中堅企業及び個人との結びつきが強い地元金融機関との連携により、地域連携活動の範囲

及び対象が広まった。正課授業、学生の地域連携活動への参加機会の増加等、その効果が

表れつつある。また、本学の教育研究の成果及び知見を社会に還元すべく、単独または地

方自治体等と連携した大学主催の公開講座を定期的に開催し、一般市民の学習意欲に応え

る機会となっている。 

さらには、本学では、「愛知大学設立趣意書」及び「建学の精神」を踏まえ、「英語圏短

期研修」をはじめとした活動の実施により、語学力の向上のみならず多文化共生を理解す

る機会を提供することにより、「世界文化と平和への貢献」「国際的教養と視野をもった人

材の育成」に取り組んでいる。日本沙漠緑化実践協会が主催する中国内モンゴル自治区ク

ブチ沙漠での植林ボランティアを、大学創立 50 周年記念行事として 1995 年より「緑の協

力隊・ポプラの森」として派遣し、地域の環境整備、経済発展の一助となるべく続けてい

る。 
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第 10 章 大学運営・財務 

 

第１節 大学運営 

 

（１）現状説明 
点検評価項目①：短期大学の理念・目的、短期大学の将来を見据えた中・長期の計画等を

実現するために必要な大学運営に関する短期大学としての方針を明示

しているか。 
 
評価の視点１：短期大学の理念・目的、短期大学の将来を見据えた中・長期の計画等を

実現するための大学運営に関する方針の明示 

評価の視点２：学内構成員に対する大学運営に関する方針の周知 

 

本学では、併設する愛知大学と一本化し、「大学運営に関する方針・財務計画」（資料

10(1)-1【ウェブ】）を定めている。2011 年度第 13回学内理事会（2011 年 12月 5 日開催）

において、「管理運営に関する方針」を策定し、その後見直しを行い「大学運営に関する方

針・財務計画（以下、「運営・財務計画」）」に改め、2023 年度第 5 回自己点検・内部質保

証委員会（2023 年 9 月 11 日開催）での確認を最後に、現在に至っている。この「運営・

財務計画」は、策定段階で短期大学部教授会、併設する愛知大学の各学部の教授会、関係

委員会、事務局各課室に照会・配付し意見を求めているほか、公式ホームページにも掲載

し、学内関係者の間で共有され、学外に対しても広く周知されている。 

 

点検評価項目②：方針に基づき、学長をはじめとする所要の職を置き、教授会等の組織を

設け、これらの権限等を明示しているか。また、それに基づいた適切な

大学運営を行っているか。 
 
評価の視点１：適切な大学運営のための組織の整備 

・学長の選任方法と権限の明示 

・役職者の選任方法と権限の明示 

・学長による意思決定及びそれに基づく執行等の整備 

・教授会の役割の明確化 

・学長による意思決定と教授会の役割との関係の明確化 

・教学組織（大学）と法人組織（理事会等）の権限と責任の明確化 

・学生、教職員からの意見への対応 

・併設大学と合同で教授会を開催する場合、短期大学固有の事項に関す

る審議方法の適切性 

評価の視点２：適切な危機管理対策の実施 

 

学校法人愛知大学は、愛知大学と愛知大学短期大学部を置き、それらが一体となって、

大学運営を行っている。 
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学校法人の業務の円滑な遂行に資するため、寄附行為、同施行細則、常任理事会運営内

規、学内理事会運営内規、副学長に関する規程、大学評議会規程等（資料 10(1)-2）を定

め、それに基づき、教授会、教学委員会、大学評議会、常任理事会、学内理事会等の組織

機能や、理事長、学長等の職務に関する主な権限を、「職務権限基準」（資料 10(1)-3）に規

定し、権限と責任を明確化している。 

 

１．法人組織 

（ア）理事長 
理事長は、学長をもってこれにあてる（学校法人愛知大学寄附行為第 7条第 2 項）（資

料 1-2）。 

 

（イ）常務理事・常任理事会 
(1)常務理事 

常務理事には、副学長及び事務局長をあてる（学校法人愛知大学寄附行為施行細則

第 4 条）（資料 10(1)-4）。 

(2)常任理事会 

常任理事会は、寄附行為第 14 条第 8 項に基づき理事長のもとに置かれ、理事会にお

いて決定した基本方針に基づき、日常業務の執行にあたるとともに、学内理事会の議

を経て、理事会及び評議員会に提案する事項及び予め理事会から付託された事項につ

いて審議・立案する（常任理事会運営内規第 3条）（資料 10(1)-5）。 

 

（ウ）学内理事会 
学内理事会は、寄附行為施行細則第 8条に基づき理事会のもとに置かれ、次の各号に

掲げる事項について、常任理事会からの提案をうけ、審議・調整の上、大学評議会の議

を経て、理事会に提案する。また、教学に関する常任理事会からの提案について審議・

調整するとともに、各教授会等から提起された事項について連絡・調整の上、大学評議

会に提案する（学内理事会運営内規第 3 条）（資料 10(1)-6）。 

1）事業計画及び事業報告  

2）予算及び決算  

3）人事に関する重要な事項  

4）給与に関する重要な事項  

5）管理運営組織に関する重要な事項  

6）学校財産の取得、管理及び処分に関する重要な事項 

 7) その他、理事長が必要と認める事項 

 

（エ）理事会 
理事会は、この法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督する（寄附行為第 14 条）

（資料 1-2）。また、理事会の議事は、寄附行為施行細則第 2 条に規定している（資料

10(1)-4）。理事の名簿は、監事・評議員とあわせて、公式ホームページに掲載され、公

表されている（資料 10(1)-7【ウェブ】）。 
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（オ）評議員会 
評議員会は、私立学校法第 42 条に基づき、理事会の諮問機関として位置付けており、

次の各号に掲げる事項については、予め評議員会の意見を聞かなければならない。（寄附

行為第 24条）（資料 1-2） 

1）予算及び事業計画 

2）事業に関する中期的な計画 

3）借入金（当該会計年度内の収入をもって償還する一時の借入金を除く。）及び重要

な資産の処分に関する事項 

4）役員に対する報酬等（報酬、賞与その他の職務遂行の対価として受ける財産上の利

益及び退職手当をいう。以下同じ。）の支給の基準 

5）寄附行為の変更 

6）合併 

7）目的たる事業の成功の不能による解散 

8）残余財産の処分に関する事項 

9）その他この法人の業務に関する重要事項で理事会において必要と認めるもの 

 

２．大学組織 

（ア）学長、副学長、大学評議会 
(1） 学長 

短期大学部学則（資料 1-3）第 7 条第 2 項において、「学長は、愛知大学学長をもって

あてる。」と規定している。愛知大学学長は、学長選挙規程（資料 10(1)-8）及び学長選

挙規程施行細則（資料 10(1)-9）に則り、学長決定選挙により選出される。学長の権限

については、短期大学部学則第 7 条第 3 項に「校務をつかさどり、所属職員を統督し、」

と明示している。 

(2） 副学長 

短期大学部学則（資料 1-3）第 7 条の 2 第 2 項において、「副学長は、愛知大学副学長

をもってあてる。」と規定している。愛知大学副学長は、副学長に関する規程（資料 10(1)-

10）に則り、専任職員の中から愛知大学学長が任命する。副学長の権限については、短

期大学大学部学則第 7条の 2 第 3 項に「副学長は、学長を補佐し、命を受けて校務をつ

かさどる。」と明示している。 

(3） 大学評議会 

大学評議会は、本学と併設する愛知大学とが一体となって組織しており、次に掲げる

事項について、理事会に先立って、理事会への提案内容を確認するために行う。（大学評

議会規程第 2条）（資料 10(1)-11）。 

1）事業計画及び事業報告  

2）予算及び決算  

3）人事に関する重要な事項  

4）給与に関する重要な事項  

5）管理運営組織に関する重要な事項  
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6）学校財産の取得、管理及び処分に関する重要な事項  

7）教学に関する重要な事項  

8）教学組織に関する重要な事項 

9）学則の変更及び規程の制定・改廃に関する事項 

10）その他、学長が必要と認める事項 

大学評議会は、次の者をもって組織することとしている（大学評議会規程第 3 条）

（資料 10(1)-11）。各代表者が選出委員として参加しており、教職員からの意見を反

映する仕組みが整えられている。 

1） 職務上の委員 

学長、副学長、事務局長、文学部長、経済学部長、国際コミュニケーション学

部長、法学部長、経営学部長、現代中国学部長、地域政策学部長、短期大学部長、

大学院長、法務研究科長、教学部長、企画部長 

2） 選出委員 

文学部、経済学部、国際コミュニケーション学部、法学部、経営学部、現代中

国学部、地域政策学部の教授会から選出された者各 2 名、及び短期大学部教授会

から選出された者 1 名、並びに事務職員から選出された者 3 名 

 

（イ）教授会、短期大学部長、教学部長 
(1） 教授会 

短期大学部教授会は、短期大学部学則（資料 1-3）第 9 条に基づき置かれ、「短期大学

部教授会規程」（資料 4-36）において、「教育研究に関する次の事項を審議し、学長が決

定を行うに際して意見を述べるものとする。」と、その役割並びに学長による意思決定と

教授会の役割との関係を明確化している。さらに同教授会規程では、会議の招集・定足

数、議事の議決要件、審議事項等を定めている。なお、短期大学部長は短期大学部長選

挙規程（資料 10(1)-12）により選出される。短期大学部長の権限については、短期大学

部学則第 7 条第 3項に「短期大学部長は本短期大学部を統轄する。」と明示している。 

なお、本学では、短期大学部教授会を単独で開催しており、併設する愛知大学と合同

で開催することはない。 

 

(2） 教学委員会 

教学委員会は、本学と併設する愛知大学とが一体となって組織しており、本学及び愛

知大学全体の教育方針及び教育環境の整備に係る事項等を審議・立案し、各教授会に提

案する形をとっている。委員会の会議は、教学部長が招集し、議長となる。教学部長は、

教学部長推薦委員会の推薦により、常任理事会の議を経て、学長が委嘱する（資料 10(1)-

13）。 

 

大学運営を円滑に行うために、ここ数年の状況では、教授会は年間 15～19 回程度、教学

委員会は各校舎年間 16～21回程度開催されている。 

大学評議会は、年間 16～18回程度開催されており、各教授会や各種委員会から上程され

る教学に関する重要な事項について、常任理事会、学内理事会を経て、大学評議会にて審
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議されている。大学評議会は、理事会に先立って、理事会への提案内容を確認する役割を

担っており、事業計画や、予算・決算、人事及び給与制度に関する重要事項など、大学経

営に係る事項について、審議し、その上で理事会が審議・決定することとしている。 

さらには、学長の機能を強化するため、学長補佐を置き、特命事項を担当し、また、常

任理事会の政策立案機能を強化するため、諮問機関として経営戦略チームを組織し、必要

に応じて、常任理事会へ政策提言をするなど、状況に応じた対応を行っている。 

以上の通り、法人組織・大学組織相互の連携・協力体制を構築することで、適切な大学

運営を円滑に行うことができている。 

 

３．危機管理対策 

（ア）危機管理体制 
危機管理についても、本学と併設する愛知大学とが一体となって、対応にあたってい

る。 

本学において発生または発生することが予想される様々な事象に伴う危機に、情報の

収集と共有・利用を適切に行い、迅速かつ的確に対応するため、「危機管理に関する規程」

（資料 8-8）を定め、「危機管理委員会」を設けている。緊急対策本部の設置が必要と判

断された場合には、「危機管理に関する規程」第 11 条に基づき、直ちに同本部を設置す

ることになる。 

 

（イ）危機管理委員会 
危機管理委員会は、学長（委員長）、事務局長（副委員長）、副学長、総務部長、事務

部長で構成し、以下の事項を審議する。 

1）危機管理ガイドラインの策定、改訂及び周知に関すること 

2）危機管理教育、研修の企画・立案及び訓練の実施に関すること 

3）危機管理体制・対策の評価、見直しに関すること 

4）その他危機管理に関し必要とする事項 

 

（ウ）危機管理委員会の専門部会 
危機管理委員会は、必要に応じて専門部会を置くことができる。現時点で常設されて

いる専門部会は、以下のものがあり、それぞれ部会に関する要綱が定められている。 

1）危機管理委員会 感染症対策部会 

2）危機管理委員会 情報セキュリティ部会 

 

危機管理委員会は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染拡大を受け、学内の

諸活動における対策を検討するべく、2020 年 3 月からは週に 1～2 回開催していた。現在

は、感染拡大状況に応じて対応し、原則として月に 1 回程度開催している。 

危機管理委員会では、研究活動、学生の語学留学など、海外への渡航に関する事項を 2020

年 1 月の段階で規制を設けた。その後、教育・研究・課外活動や学生・教職員・学外者の

入校等に関して「新型コロナウイルス感染症に係る愛知大学活動制限指針」を策定すると

ともに、国の方針や感染拡大状況を注視しつつ、活動レベルを取り決めることとした（資
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料 4-20）。 

また、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の拡大により 2020 年度春学期の全ての授

業科目を遠隔（オンライン）授業とした。これを受け、緊急措置として危機管理委員会の

下に ICT 企画会議構成員及び事務職員若干名にて構成する「遠隔授業実施ワーキンググル

ープ」（資料 2-19）を設置した。同じく危機管理委員会の下に設置された教学部長及び教

務事務部を構成員とする「教学に関する新型コロナウイルス対策委員会」との緊密な連携

のもとで、遠隔（オンライン）授業実施に向けた準備を進めた。これらの教育職員及び事

務職員との連携活動により、2020 年 5 月から全授業科目の遠隔（オンライン）授業を実現

することにつながった。それ以降も新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に関わる対策

は、危機管理委員会が中心となって各所と連携して対応にあたっていた。各対策の内容に

ついては、各章の「現状説明」において、記載した通りである。 

現在では、日本政府が新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染症法での位置付け

変更方針を発表したこと、愛知県の感染防止対策が「厳重警戒」から「警戒領域」に変更

されたこと、学内のみならず全国的に感染状況が落ち着いていること等を踏まえて、2023

年 4 月 1 日以降の危機管理レベルを「レベル 0（with コロナ平常時）」としている（資料

10(1)-14）。感染防止に留意しながらも、概ね新型コロナウイルス感染症（COVID-19）流行

前の状態に戻っている。 

 

点検評価項目③：予算編成及び予算執行を適切に行っているか。 
 
評価の視点 ：予算執行プロセスの明確性及び透明性 

・内部統制等 

・予算執行に伴う効果を分析し検証する仕組みの設定 

本学の予算編成及び予算執行は併設する愛知大学と一体となって行っている。予算編成

は理事会で承認された予算編成方針や申請時の注意点などの予算申請方法を周知した上で、

各予算単位より申請が行われている。予算編成方針及び大学全体の方針として「人件費、

教育研究経費、管理経費の配分バランスを維持し、財政 3 指標の目標(教育研究経費比率

35%以上、人件費比率 50%以下、経常収支差額比率 5%以上)を達成する」を掲げている。 

目標に対して、毎年、予算・決算審議時に点検・評価を行っており、2022 年度決算では

目標を達成することができ、2023 年度当初予算においても概ね達成する見込みである。 

各単位からの予算申請は、財務課が取りまとめ、副学長（経営担当）、事務局長、所管の

事務部長で構成されたメンバーで、各単位へのヒアリング及び折衝を実施した後、予算案

を作成している。予算案は、その後、常任理事会、学内理事会、大学評議会と進み、評議

員会の議を経て理事会で最終決定している。予算編成時には、事業目的が明確かどうか、

「第 5次基本構想」との関連性がある事業かどうか、算出根拠が適正であるか、継続事業

の場合は前年度の実績や効果の確認等を行い、適切に申請が行われているかを詳細に確認

している。 

予算の執行及び管理については、予算の編成方針の中でも、「学生生徒等納付金が大部分

を占める大学の収入構造は極めて固定的な性格を持つため、支出の成り行き管理は許され

ない。このため、副学長（経営担当）において予算規模全体の点検を行うとともに、各単
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位は、経理規程及び金銭出納規程に基づき、予算に表明された事業計画を予算通りに達成

できるよう努める。」として執行管理を行っている。 

予算の執行は、「予算単位」、「事業目的」、「勘定科目」を単位として編成されており、経

理システムにより管理されている。各課室は、支出伝票を起票するたびに「目的残高」「科

目残高」を確認でき、別途「予算管理簿」を出力することにより、その時点までの予算執

行状況を確認することができる。また、システム上、予算を超えた執行ができないように

なっており、必要があれば、補正予算を申請するなど、特別な手続きが必要な仕組みとな

っている。 

各単位が予算執行した内容は、経理担当課（財務課、豊橋総務課）において具体的内容

や予算の執行状況などを日常的に確認している。また、当初予算編成時や補正予算編成時

には、事業ごとの申請総額や費目別の申請額を過去の予算と比較するほか、費用対効果の

確認をするなど、その妥当性を検証している。 

予算上の目的は「経常予算」、「継続事業予算」、「新規事業予算」の 3つに区分しており、

その数は 2023 年度予算ベースで経常予算 156、継続事業予算 51、新規事業予算 280 であ

る。経常予算は光熱水費のように毎年度経常的に発生する費用を計上する予算区分で、新

規事業予算は単年度または複数年度で新規に取り組む事業に係る費用を計上しており、継

続事業予算はその中間に位置付けている。 

予算執行に伴う効果を分析し検証する仕組みについて、限られた予算を効果的・効率的

に配賦する観点から、P（予算申請）⇒D(予算執行）⇒C（実績評価・差異分析）⇒A(改善

提案・実行）⇒P というサイクルが継続的に行われるよう 2015 年度より目的別事業評価シ

ート（資料 10(1)-15）による検証を実施している。なお、対象は作業効率性を考慮し、一

部の新規事業予算と継続事業予算を中心に実施している。 

 

点検評価項目④：法人及び大学の運営に関する業務、教育研究活動の支援、その他大学運

営に必要な事務組織を設けているか。また、その事務組織は適切に機能

しているか。 
 
評価の視点 ：大学運営に関わる適切な組織の構成と人員配置 

・職員の採用及び昇格に関する諸規程の整備とその適切な運用 

・業務内容の多様化、専門化に対応する職員体制の整備 

・教学運営その他の大学運営における教員と職員の連携関係（教職協働） 

・人事考課に基づく、職員の適正な業務評価と処遇改善 

 

本学の事務組織は、併設する愛知大学と一体となって運用しており、「愛知大学事務分掌

規程」（資料 7-2）に基づき、「学校法人愛知大学並びにその設置する学校及び研究所等の

業務を行うため事務部を設け、その下に課、事務室(以下、「課室」という。）を置いている。

ただし、事情によっては、事務部に属さない課室を設けることができる。」としている。 

本学が置かれている豊橋校舎には、豊橋総務課、豊橋教務課、豊橋学生課、豊橋キャリ

ア支援課、豊橋研究支援課、豊橋図書館事務課等の事務課室を置き、名古屋校舎、車道校

舎の各課室と連携を図りながら、教育・研究の支援を行っている。 
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現在の事務組織は、前述の事務分掌規程及び「愛知大学の教育及び事務組織図」（資料

10(1)-16）の通りである。事務局長を事務局トップとして、企画部、総務部、教務事務部、

学生支援事務部、学術支援事務部が配置されている。従前は、校舎単位で事務部長を置く

「校舎事務部長制」がとられていたが、業務ごとに事務部長を配置する「担当事務部長制」

へ移行した。各事務部において、それぞれ事務部長が置かれ、各事務部に置かれた課室を

束ねている。校舎事務部長制から担当事務部長制への移行についても、業務内容の多様化、

専門化に資するものであると言える。 

直近の事務組織の見直しとして、2017年 4月に事務組織の大きな再編が行われた。その

概要は、(1）完全な担当事務部長制への移行、(2）名古屋校舎 2 期工事完成に伴う再編、

（3）国際化推進のための事務体制、（4）経理課と資金課の統合、等が主なものであった。

2018 年 4月にはキャリア形成支援体制の見直しを行い、2019 年 4 月には、大学全体の地

域連携活動を推進するための事務体制として地域連携推進事務室を設置するとともに、大

学院研究科の名古屋校舎移転に伴う体制の変更等を行った。さらに、2024 年 4 月からは、

法務に関する事務の取扱いを変更し、内部監査室にその機能の集約することとした。この

ように必要に応じて事務組織を見直すことにより、業務内容の多様化、専門化に対応し得

る体制を整えている。 

 

また、事務職員の人事管理の円滑な運用を図るため、その重要な事項について審議する

理事長の諮問機関として、人事担当者会議を置き、定員設定基準及び人員計画、昇格、異

動等の基準、採用に関する事項等を審議している（資料 10(1)-17）。人事異動については

「事務職員人事異動取扱規程」（資料 10(1)-18）に異動配置の方法及び基準等を定め、適

切に運用している。人事考課を含む事務職員人事制度の見直しについては、本学の将来ビ

ジョンの実現を見据えた人事・組織・財政面の改革に資するものとして位置付け、新制度

導入に向けて検討を進めている。 

教職協働という観点では、2012年度以降、事務職員の委員としての委員会への参画を進

めた。従前、事務職員の各種委員会の携わり方は、多くの場合、幹事として委員長の指揮

のもとで委員会の会務にあたるのみで、委員としての権限を有していなかったが、例えば、

教学委員会では、教務事務部長や豊橋教務課長が委員として加わり、また、研究委員会で

は、学術支援事務部長が委員になった。学生部委員会やキャリア支援センター委員会にお

いても、学生支援事務部長が委員として参画している。さらに、学長の下に設置された各

プロジェクトのメンバーとして、また、担当の副学長や関連の委員長と連携して企画提案

を行う等、事務職員が教育職員と協働して活動する機会が増えている。このような中で、

教育職員以外の視点での意見が反映され、多角的な検討が行われるようになった。 

 

点検評価項目⑤：大学運営を適切かつ効果的に行うために、事務職員及び教員の意欲及び

資質の向上を図るための方策を講じているか。 
 
評価の視点 ：大学運営に必要なスタッフ・ディベロップメント（SD）の組織的な実施 

 

本学では、併設する愛知大学と一体となって、教育研究活動等の適切かつ効果的な運営
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を図るため、教職員が必要な知識及び技能を習得し、その能力及び資質を向上していくこ

とを目的としてスタッフ・ディベロップメント（SD）を推進している。事務職員において

は、毎年、人事担当者会議において「第 5 次基本構想」及び事業計画書を基に、2022年度

まで策定してきた「事務職員研修基本方針」を、2023 年度は、 新たな“人材育成の目的”

を示した「事務職員研修計画」に改め、合同課長会議（2023 年 5 月 30 日開催）にて確認

したうえで、事務局全体に周知している。 

 

■事務職員研修計画 

●人材育成の目的 

①事務職員一人ひとりが自身の特性を理解し、その特性を主体的に発揮する人材に

育てる 

②互いに助け合い、互いを労いながら、働きやすい職場にする人材に育てる 

③現状に満足せず、物事をより良くするための創意工夫を行う人材に育てる 

④学生や社会に貢献する人材に育てる 

その具体策として、人事担当者会議及び事務職員研修委員会にて、「2023 年度 事務職員

研修計画」を策定し、以下の研修を実施することとした（資料 10(1)-19）。新型コロナウ

イルス感染症（COVID-19）対策として開始したオンラインでの研修を継続し積極的に活用

するとともに、個々の能力・スキルの向上が組織全体の活性化につながるよう研修計画を

策定した。 

 

１．SD 研修会 

教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るため、教職員が必要な知識及び技能を習

得し、その能力及び資質を向上していくことを目的に、大学業界を取り巻く変化に対応す

るための必要な基礎知識を養う集合研修（SD 研修会）を開催している。 

2022 年度には「『多様な価値観を理解した働き方』～アンガーマネジメントから考える

職場づくり～」（資料 10(1)-20）をテーマとして、多様な価値観を理解した働き方を学び、

気持ちや考えを上手に伝えられるコミュニケーションスキルを習得し、職場の良好な人間

関係を築くことで、組織風土、職場環境の強化を図ることを目的として開催した。2022 年

度の参加者は教職員全体で 120名であり、特に事務職員に限っては、190 名中 71 名が参加

しており、その参加率は 37.4%であった（資料 10(1)-21）。今後においても、FD 活動との

連携を図りながら、教職員全体の関心が高いテーマを取り上げる。また、対面での集合研

修のみならず、場所や時間の制約が少ないオンライン研修を開催するなど、より教職員が

参加し易い環境を整備し、教職員の参加率の向上に努める。2023 年度は、「ハラスメント

防止研修」（資料 10(1)-22）をテーマとして 2024 年 3 月 1 日に開催した。その参加者は教

職員全体で 199 名であり、特に事務職員に限っては、194 名中 121 名が参加しており、そ

の参加率は 62.4%であった資料 10(1)-21）。 

 

２．階層別研修 

「第 5 次基本構想」に掲げる「10 年後の愛知大学将来像（VISION）」実現のために体系

的な人材育成を行うため、効果的な階層別研修を開催する。階層別研修は、組織力を向上
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させるために、組織人として各階層に求められる共通のスキル開発、個々の役割発揮能力

を開発するものとして位置付けられ、各階層に求められる役割や職場における現状課題を

意識した研修を実施する。2023 年度は、「コミュニケーション研修（1on1）」をテーマとし

て、円滑に業務を遂行し、働きやすい健全な職場づくりをリードする管理職、係長が、1on1

の正しい知識を習得し、メンバーとの関係構築の基本について学び、行動心理の側面から

本音や仕草に対する観察力を養うことを目的とした研修を実施した（資料 10(1)-23）。 

 

３．管理職研修 

本学を含む愛知大学全体の管理運営面で果たすべき管理職の役割の重要性を追求し、管

理職としての識見、能力の向上を図ることを目的に、管理職研修を実施している。2023 年

度は、「労務管理の重要性と管理職が意識すべきこと」をテーマとして、管理職のマネジメ

ントや職員の働き方変革をさらに推進するため、勤怠管理の重要性・目的、管理すべき項

目、就業規則、36 協定の位置付け等を学び、改めて労務管理の重要性を認識することを目

的とした研修を課長以上の全ての役職者を対象に実施した（資料 10(1)-24）。 

 

４．ビジネススキル研修（オンデマンド） 

重点項目として掲げた、オンラインでの研修を積極的に活用する方針の具体施策とし

て、階層別研修の一環として、変化し続ける社会で必要とされるビジネススキルの向上

のために、新たに以下のオンデマンド型研修を策定し実施した（資料 10(1)-25）。本研

修は、専任職員・嘱託職員・契約職員を対象に実施し、2022 年度の参加者は 196名中 75

名であり、参加率は 38.3％であった（資料 10(1)-21）。 

 

〇ビジネススキル研修（オンデマンド）の実施概要（2023 年度） 

(1)目的 

個々の能力・スキルの向上をめざし、階層別研修の一環として、変化し続ける社

会で必要とされるビジネススキルを修得することを目的とする。 

(2)利用サービス 

   大手銀行系コンサルタント会社が提供する録画配信型 WEB セミナーを利用する。 

(3)受講方法 

それぞれの役割や更に伸ばしたい能力、スキルなど、各自の状況や都合に応じて、

階層別にベーシックスキル、ヒューマンスキル、実務スキルの幅広いテーマから、

受講する講座を選択し、受講する。 

(4)受講目標・実績 

目標：2024 年 2 月末までに、一人当たり 2～3セミナーの受講をめざす。 

 

５．課・室別研修、個人研修 

上記のほか、各課・室を単位として、日常業務遂行にあたって、必要な知識、技能、教

養を習得することを目指した「課・室別研修」や、個人を単位として、事務職員の力量、

資質向上に資するものに補助をする「個人研修」などにも、研修費を確保して、様々な形

でスタッフ・ディベロップメント（SD）を促す取組みを行っている。 
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６．学外団体主催研修 

スタッフ・ディベロップメント（SD）は、学内研修にとどまらず、学外団体主催研修も

積極的に活用している。特に日本私立大学連盟主催の各種研修には、以下の研修に事務職

員が参加した。 

1)キャリア・ディベロップメント研修 

2)業務創造研修 

3)アドミニストレータ－研修 

4) 新任管理職研修 

 

教育職員においては、特に役職者を中心に、「学長会議」「財務・人事担当理事者会議」

「教学担当理事者会議」などの私立大学連盟主催の各種会議・研修に積極的に参加するこ

とにより、研鑽に努めている。 

「学長会議」は、高等教育の環境変化や国の高等教育政策を踏まえ、私立大学における

教学改革を推進することを目的に開催されている。「財務・人事担当理事者会議」は、私立

大学の充実・発展のための財務・人事計画の立案に資するべく、私立大学の財政、人事等

経営全般に関する課題を自主的に設定し、研究・討議することを目的に開催されている。

「教学担当理事者会議」は、教学と経営両面におけるバランスのとれた大学経営の実現に

資するべく、教学上の課題、改革などについて研究・討議することを目的として開催され

ている。また、私立大学連盟によるアクティブ・ラーニング教育研修にこれまで教学部長

などの主要な教員を派遣している。これらに参加することにより、大学運営に関する知識

を深め、役立てている。 

 

７．理事等に対する研修機会の提供 

学内においても独自に学習会・研修会を企画し、学内理事に対する研修機会を提供して

いる。2022 年 12 月 8日には、「大学 DX について学ぶ～大学経営と DX～」（資料 10(1)-26）

と題して、学習会を実施した。大学 DX の全体像を広く学び、他大学における取組事例等の

紹介も受けながら、理解を深める機会とした。2023年 2月 20 日には、「学校法人のガバナ

ンス改革の背景と私立学校法改正のポイント」（資料 10(1)-27）と題して、研修会を行っ

た。この研修会は、学外者も含め、理事、監事、評議員を対象とし、学校法人ガバナンス

改革の背景と私立学校法改正の内容を理解する機会とした。 

 

点検評価項目⑥：大学運営の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、

その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 
評価の視点１：適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

評価の視点２：監査プロセスの適切性 

評価の視点３：点検・評価結果に基づく改善・向上 

本学は、大学運営の点検・評価活動についても、併設する愛知大学と一体となって行っ

ている。その主なものとして、「第 5 次基本構想」（資料 1-10【ウェブ】）で記した施策ご

とのアクション・プラン（基本構想期間中 5 か年の実行計画）（資料 1-12）の策定及びア
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クション・プランに基づく事業計画（単年度の実行計画）の策定があげられる。事業計画

書（資料 1-14【ウェブ】）は、「第 5次基本構想」にあるそれぞれの施策について、アクシ

ョン・プランにより進捗状況の確認がなされ、それを踏まえて作成される。その事業計画

に基づき計画を実行し、9～10 月を目途に中間評価が行われ、期末に向けた課題と対応策

等が明らかにされる。3～4月には年度末評価が行われ、次年度に向けた課題と改善策等が

明らかにされるとともに、事業報告書（資料 1-15【ウェブ】）として総括がされる。中間評

価及び年度末評価の実施内容は、自己点検・内部質保証委員会に報告がなされ、PDCAサイ

クルとしての適切性が点検される。さらに次年度の事業計画書を作成する際には、「第 5次

基本構想」にあるそれぞれの施策について、アクション・プランによりその進捗状況の確

認がなされ、それが事業計画に反映される。 

 

また、毎年度の予算編成についても、「第 5 次基本構想」と連動したものになっている。

年度ごとに策定される「予算編成方針」の中では、「第 5次基本構想」の実現に向けた事業

に対する財政的な措置を積極的に行うことが謳われ、実際の「予算申請書」（資料 1-17）

の中にも、「第 5次基本構想」との関連を記す項目が設けられている。これらは優先的に予

算措置が行われることになる。 

さらには、事務部門の点検・評価活動としては、「課室別目標管理」があげられる。本学

事務局は、基本構想・事業計画を確実に達成するため、毎年度、課室別目標管理の実施状

況について、別紙（資料 2-10）の要領により自己点検・評価を行っている。自己点検・評

価の結果は次年度の改善に反映させることとしている。 

 

大学運営の適切性に関する点検・評価活動として、監事による監査、内部監査室による

内部監査もあげられる。2005 年私立学校法改正を受け、三様監査を念頭に置いた監査体制

を強化するため、常勤監事(監査室長を兼務)を配置した。監事は、監事監査計画（資料

10(1)-28）を策定するとともに、監査結果を監事監査報告書（資料 10(1)-29）として、理

事会及び評議員会へ報告している。さらに 2012 年 2 月 9 日付で監査室を内部監査室に再

編(専任の内部監査室長を配置)し、監査体制をさらに強化した。内部監査室では、理事長

の下で内部監査計画（資料 10(1)-30）（資料 10(1)-31）に基づき、研究費監査（科学研究

費補助金、個人研究費の一定数）、業務監査（2019年度から事務部単位で実施）、情報セキ

ュリティ監査（1年度 1 校舎を実施）を行い、それぞれ監査報告書（資料 10(1)-32）を取

りまとめ、理事長及び監事に報告している。また、監査法人を含めた三様監査連絡会を年

3回実施し、各監査状況の情報共有による連携強化をはかっている。 

 

（２）長所・特色 
本学では、寄附行為に基づき、学長、副学長、短期大学部長及び事務局長は、全員が理

事に就任し、さらに学長は、理事長を兼務する。大学が抱える重要課題は、教学、経営の

双方に関わることが多く、双方の重要な役職を兼務することは、課題の共有、意思決定、

相互の連携協力等を迅速かつ円滑に行うことに資するものであり、本学の長所・特色であ

ると考える。また、理事会は、外部理事に民間企業や地方自治体で要職に就いた経験のあ

る方々が就任しており、社会が求める人材の育成等、経営課題のみならず、教学に関する
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事項についても意見が出される。教学組織を牽引する立場の役職者でもある学内理事が、

学外理事と定期的に協議できる体制となっていることも、本学の長所・特色であると考え

る。 

予算については、目的別事業評価シートによる検証を実施することにより、予算執行に

伴う効果を分析し検証する仕組みが一定程度整備されていることは本学の長所・特色と言

える。各単位が予算通りに計画的な予算執行を行えたのか、あるいは過年度の執行率の低

い予算目的を再認識できること、新規事業予算についてはその効果を確認することができ、

事業の「やりっ放し」を防止できること、事業の成果を確認し次年度以降の方向性を申請

側と予算案作成側で相互に確認することは有益と考えている。 

事務局については、従前は、校舎単位で事務部長を置く「校舎事務部長制」がとられて

いたが、業務ごとに事務部長を配置する「担当事務部長制」へ移行した。各事務部におい

ては、それぞれ事務部長が置かれ、各事務部に置かれた課室を束ねている。業務内容の多

様化、専門化に資するものであり、長所・特色であると考える。 

監事、監査法人、内部監査室による三様監査連絡会を定期的に行い、各監査状況の進捗

等について情報共有、意見交換を行っている。監査に必要となる最新情報等は、学外セミ

ナー等に積極的に参加して習得に努めている。また、愛知県内の近隣他大学との監事、監

査室とも情報交換等を行っている。 

スタッフ・ディベロップメント（SD）に関しては、全ての教職員に共通するテーマを対

象としたスタッフ・ディベロップメント（SD）研修会を毎年開催している。事務職員向け

として、事務局全体に関するテーマを掘り下げる全体研修会及び各階層に求められる共通

のスキル開発、個々の役割発揮能力の開発を目的とした階層別研修を開催している（資料

10(1)-33）。2023年度は、「事務職員研修計画」に示した人材育成の目的を具現化するため、

2019 年度に整理した事務職員研修体系を見直し、新たな事務職員研修体系の構築を目指し

検討している。 

 

（３）問題点 
寄附行為第 7条第 2 項において「理事長は、学長をもってこれにあてる。」と規定してお

り、学長への就任と同時に理事長となる。これにより、法人組織及び大学組織の綿密且つ

適切な管理運営を可能とし、学校法人の運営に関し大変重要な役割を果たしているが、他

方で理事長と学長の職務権限の区別が不明瞭になる懸念も生じている。この課題に対して

は、2022 年 10 月に職務権限基準を改正し、それまで一体で示していた理事長と学長の職

務権限を分け、明確に示すよう改善を行った。引き続き、理事長と学長を同一としながら

も、両者の職務権限が不明瞭とならないよう対応していくことが課題である。 

大学運営について、大学評議会等を通して、教職員からの意見を反映できる仕組みは構

築されているが、学生からの意見については、個別に対応をしているものの、制度として

反映する仕組みが整えられていない。 

人事考課を含む事務職員人事制度の見直しについては、新制度導入に向けて検討を進め

ているが、未だ、人事考課を行う適正な評価制度が整えられていない。 
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（４）全体のまとめ 
本学では、併設する愛知大学と一体となって、「建学の精神」に基づく大学の目的を実現

するために、「運営・財務計画」を定め、それに則した大学運営を行っている。 

大学業務の円滑な遂行に資するため、寄附行為、同施行細則、常任理事会運営内規、学

内理事会運営内規、副学長に関する規程、大学評議会規程等を定め、それに基づき、教授

会、教学委員会、大学評議会、常任理事会、学内理事会等の組織機能や、理事長、学長等

の職務に関する主な権限を、職務権限基準に規定し、権限と責任を明確化している。 

予算に関しては、編成時に、事業目的が明確かどうか、「第 5 次基本構想」との関連性が

ある事業かどうか、算出根拠が適正であるか、継続事業の場合は前年度の実績や効果の確

認等を行い、適切に申請が行われているかを詳細に確認している。システム上、予算を超

えた執行ができないようになっているなど、経理システムにより適切に管理されている。

また、目的別事業評価シートによる検証を実施することにより、予算執行に伴う効果を分

析し検証する仕組みが一定程度整備されていることは本学の長所・特色と言える。 

 

事務組織については、必要に応じて見直し・再編を行うことにより、業務内容の多様化、

専門化に対応し得る体制を整えている。事務職員の人事管理の円滑な運用を図るため、人

事担当者会議を置き、人員計画、昇格、異動、採用等を行っている。また、スタッフ・デ

ィベロップメント（SD）に関しては、学内外の各種プログラムを活用して、教職員の意欲

及び資質の向上を図っている。 

 

大学運営の点検・評価活動としては、「第 5 次基本構想」との連続性を確保したアクショ

ン・プラン及び事業計画の策定があげられる。「第 5 次基本構想」との連続性を確保したア

クション・プラン及び事業計画の策定を行い、年度末には事業報告書として総括がされて

いる。さらに次年度の事業計画書を作成する際には、「第 5次基本構想」にあるそれぞれの

施策について、アクション・プランによりその進捗状況の確認がなされ、それが事業計画

に反映される。それらがまた次の「基本構想」へとつながっていく。このように大学運営

の適切性について定期的に点検・評価が行われている。 
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第２節 財務 

 

（１）現状説明 
点検評価項目①：教育研究活動を安定して遂行するため、中・長期の財政計画を適切に策

定しているか。 
評価の視点１：短期大学の将来を見据えた中・長期の計画等に則した中・長期の財政

計画の策定 

評価の視点２：当該短期大学の財務関係比率に関する指標又は目標の設定 

 

本学が設置されている豊橋校舎の施設・設備は本学と愛知大学による共用利用であり、

本学を含む愛知大学全体として中・長期の財政計画を策定している。本学を含む愛知大学

では 2021年度に「第 5次基本構想」として「10 年後の愛知大学将来像（VISION）」実現の

ための基本目標及び 7分野の事業項目、取組内容を策定した。2022年度には同構想に掲げ

る目標を効果的に達成するため 5 か年の実行計画（アクション・プラン）を策定し、目標

をより確実に実現するため重要業績評価指標（KPI）及び重要目標達成指標（KGI）を設定

した（資料 1-12）（資料 1-13）。KPI・KGI には中期方針に示す経営指標（教育研究経費比

率、人件費比率、経常収支差額比率、内部留保比率）も含まれている。 

上記のほか、2023 年 4 月 17 日開催の理事会においては、従来の資金収支シミュレーシ

ョンに加えて本法人の将来の在り方や目標を明示的に盛り込んだ財政計画の策定が必要で

あると考え、「財政計画 2023」として、複数の財政計画を策定した（資料 10(2)-1）（資料

10(2)-2）。 

 

点検評価項目②：教育研究活動を安定して遂行するために必要かつ十分な財務基盤を確

立しているか。 
評価の視点１：短期大学の理念・目的及びそれに基づく将来を見据えた計画等を実現

するために必要な財務基盤（又は予算配分） 

評価の視点２：教育研究活動の遂行と財政確保の両立を図るための仕組み 

評価の視点３：外部資金（文部科学省科学研究費補助金、寄附金、受託研究費、共同

研究費等）の獲得状況、資産運用等 

 

本学を含む愛知大学全体では、毎年度、予算編成方針を策定しているが、予算編成方針

は大学の「理念・目的」及びそれに基づく将来を見据えた中期計画「第 5 次基本構想」の

下に位置付けている。基本方針では、限られた財源の中で各種事業が最大限の成果を得る

ことができるよう「経常予算」、「継続事業予算」の各事業については、有用性や効率性、

代替可能性などの観点から執行方法を見直す余地がないか十分に検討し、可能な限り現状

維持に努めていただくこと、「新規事業予算」については、必要性や緊急度、費用対効果等

の観点から事業を評価した上で予算化する方針としている。 

本学を含む愛知大学全体の財務指標について、経常収支差額比率は 11.1％（2018年度か

ら 2022 年度の平均値）、人件費比率は同 45.9％と全国平均に比して良好な水準にある。ま

た、内部留保の積み増しや借入金の返済が進み、総負債比率は 2018 年度 23.6％から 2022
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年度 17.7％と着実に改善しているが全国平均に比すとやや高い水準にある（資料 10(2)-

3）。 

収入面では、経常収入の大部分を学納金収入が占めており今後ますます外部環境が厳し

くなる状況で、安定的な学生確保に加えて、補助金や寄付金等外部資金をこれまで以上に

獲得していくことが重要となる。 

外部資金の獲得状況にかかわっては、科学研究費については、獲得に向けた説明会を開

催するなどの取組みにより、本学を含む愛知大学全体で、採択件数 41 件・配分額 54,266

千円（2018年度）から同 73件・60,064 千円（2022 年度）と増加傾向にある。本学は 2022

年度に 2 件 650 千円を獲得している。 

寄付金については、「愛知大学創立 70 周年記念募金」が 2018年度に終了したが、募集期

間全体で約 6億円の寄付金を獲得することができた（資料 10(2)-4）。しかしながら事業活

動収入に対する寄付金の比率は 0.44％（2018 年度から 2022年度の平均値）となっており、

全国平均と比して高い水準にはない（資料 10(2)-3）。2022 年度に愛知大学応援寄付金を創

設し、寄付金の増加に努めている（資料 10(2)-5）。 

受託研究については、2017 年度 8 件 13,889 千円であったが 2022年度 4件 3,332 千円と

減少傾向にある（資料 10(2)-6）。 

補助金について、前述の予算編成方針に、補助金収入は 今後一層、大学改革等を中心と

した競争的配分傾向が強まっていくことが想定されるため、文部科学省、私学事業団に加

え、総務省、経済産業省、地方自治体等の助成制度も精査し積極的な獲得に努める、とし

ているが、事業活動収入に対する補助金の比率は 6.82％（2018年度から 2022年度の平均

値）となっており、全国平均と比してやや低い水準にある（資料 10(2)-3）。 

資金運用について、安定的な収益確保を基本として資金運用管理規程（資料 10(2)-7）

及び資金運用管理基準（資料 10(2)-8）に基づき、当年度の資金運用計画を前年度末まで

に理事会で承認を得て策定している（資料 10(2)-9）。この計画に即して国債・事業債を購

入し、運用管理の状況を資金運用担当理事から理事会に報告している（資金運用規程第 7

条）。 

 

（２）長所・特色 
本学を含む愛知大学全体の財務内容について、経常収支差額比率は 11.1％（2018年度か

ら 2022 年度の平均値）、人件費比率は同 45.9％と全国平均に比して良好な水準にあり、長

所・特色と言える。 

 

（３）問題点 
本学を含む愛知大学全体の総負債比率等の財務指標は改善傾向にはあるが全国平均に

比してやや低い水準にあるため、負債の削減や内部留保の一層の充実といった財政の健全

化が求められる。 

 
（４）全体のまとめ 

本学が設置されている豊橋校舎の施設・設備は本学と愛知大学による共用利用であり、

本学を含む愛知大学全体として中・長期の財政計画を策定している。本学を含む愛知大学
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では大学全体の方針として、「人件費、教育研究経費、管理経費の配分バランスを維持し、

財政 3指標の目標(教育研究経費比率 35%以上、人件費比率 50%以下、経常収支差額比率 5%

以上)」を掲げており、2022 年度決算においては教育研究経費比率 37.4％、人件費比率

47.5％、経常収支差額比率 7.9％と目標を達成している。 

以上により教育研究活動を安定して遂行するための財務基盤は一定程度確保されてい

る。 
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終章 

 
2023 年度の本学の諸活動に関する自己点検・評価の内容は以上のとおりである。 

本学の教育・研究活動は独自の性格をもつものの、本学の学生が愛知大学全体の教育・

研究資源・環境を共用できること、本学の多くの卒業生が愛知大学の学部に編入学してい

ること等は本学の特長である。そして、本学の自己点検・評価活動は、愛知大学全体の点

検・評価の方針及び組織体制を共有し、愛知大学の学部・研究科とともに展開されてきて

いることは特徴といえる。このあり方は今後とも継続していきたい。 

他方で、本学の直面する課題は、以上に示した通り複数存在する。とりわけ、近年の入

学者の減少、収容定員充足率の低下は、本学の存続問題に接続する最も深刻な課題である

（第 7章）。根幹にあるのは、高校生や入学生にとって本学がいかなる魅力を有するかとい

う問題であり、本学の学修目的に関わる。学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）及び教

育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）を学生本位の観点（学修目的の魅力・

必要性、学修の成果・質の保証など）から見直して、その結果を検証していくことが求め

られていると考える。 

2022 年に定めた「短大将来計画とりまとめ案」に基づき、本学の活動の点検・評価・見

直しの取組を愛知大学と連携して推進していきたい。 
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